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令和３年１月
一般財団法人地域活性化センター

理事長　椎 川  忍

我が国では少子高齢化や人口の東京一極集中が進んでおり、地方では人口減少と経済縮小が

進むことが予想されている中、我が国が将来にわたって豊かな社会を維持していくためには、

人々が安心して暮らせるような、持続可能なまちづくりを念頭においた地域活性化が重要です。

特に、急速な人口減少が進む地域では、地域の存続とくらしの基盤の維持・再生を図ることが

必要となっています。

「誰一人として取り残さない」持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現を目指すSDGsは、

経済・社会・環境の三側面にわたる広範な課題に総合的に取り組むものであり、自治体におい

ても様々な活動に、その考え方を取り入れることが重要です。持続可能なまちづくりを念頭に

おいた地域活性化に向けての取組を推進するにあたって、SDGsの理念に沿って進めることによ

り多角的に地域課題を分析し、その取組を一層充実・深化させていくことが期待されます。

このような考え方から、このたび当センターでは、自治体SDGsの取組の一助としていただく

ことを目的に、行政、民間事業者、市民等の異なるステークホルダーが連携してSDGsに取り組

む先進的な12事例を紹介するガイドブックを作成いたしました。

本書は、総論、政策解説、事例紹介の3部構成となっております。総論として慶應義塾大学大

学院政策・メディア研究科特任助教の高木超氏に『地方創生につながる自治体SDGsの取組』と

題する論文を寄稿いただきました。政策解説では、外務省国際協力局地球規模課題総括課及び

内閣府地方創生推進事務局に最新の動向を踏まえた解説を執筆いただきました。また、事例紹

介では、各地域における地方創生につながる自治体SDGsのきっかけ、具体的な取組内容、成

果、課題、今後の展望等について取材をもとにまとめました。

本書が、自治体でSDGsに取り組む皆様の一助となれば幸いです。

最後になりますが、本書の刊行にあたり多大なるご協力をいただきました関係者の皆様方に

厚くお礼申し上げます。

は じ め に
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目標 1 ʦශࠔʧ
あらゆる場所のあらゆる形態の
貧困を終わらせる

目標 2 ʦٌծʧ
飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養改善を
実現し、持続可能な農業を促進する

目標 3 ʦอ݈ʧ
あらゆる年齢の全ての人々の
健康的な生活を確保し、福祉を促進する

目標 4 ʦڭҭʧ
全ての人に包摂的かつ公正な質の高い教育を確保し、
生涯学習の機会を促進する

目標 5 ʦδΣϯμʔʧ
ジェンダー平等を達成し、全ての女性及び女児の
能力強化を行う

目標 � ʦਫɾӴ生ʧ
全ての人々の水と衛生の利用可能性と
持続可能な管理を確保する

目標 � ʦΤωルΪʔʧ
全ての人々の、安価かつ信頼できる
持続可能な近代的エネルギーへの
アクセスを確保する

目標 � ʦܦ済੒௕ͱޏ用ʧ
包摂的かつ持続可能な経済成長及び全ての人々の
完全かつ生産的な雇用と働きがいのある人間らしい
雇用（ディーセント・ワーク）を促進する

目標 � ʦイϯϑϥ、ۀ࢈化、イϊϕʔシϣϯʧ
強靱（レジリエント）なインフラ構築、包摂的かつ
持続可能な産業化の促進及びイノベーションの
推進を図る

目標1�ʦෆฏ౳ʧ
各国内及び各国間の不平等を是正する

目標11ʦ࣋ଓՄೳͳ౎ࢢʧ
包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で
持続可能な都市及び人間居住を実現する

目標12ʦ࣋ଓՄೳͳফඅͱ生࢈ʧ
持続可能な生産消費形態を確保する

目標13ʦީؾมಈʧ
気候変動及びその影響を軽減するための
緊急対策を講じる

目標14ʦ海༸資源ʧ
持続可能な開発のために海洋・海洋資源を
保全し、持続可能な形で利用する

目標15ʦ཮্資源ʧ
陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の推進、
持続可能な森林の経営、砂漠化への対処、並びに
土地の劣化の阻止・回復及び生物多様性の損失を
阻止する

目標1�ʦฏ࿨ʧ
持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を
促進し、全ての人々に司法へのアクセスを提供し、
あらゆるレベルにおいて効果的で説明責任のある
包摂的な制度を構築する

目標1�ʦ࣮ࢪखஈʧ
持続可能な開発のための実施手段を強化し、
グローバル・パートナーシップを活性化する

࣋ଓՄೳͳ։ൃ目標（SDGs）のৄࡉ
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（1） はじめに
持続可能な開発目標（以降、SDGs）とは、2015

年 9 月に米国・ニューヨークの国連本部で開催さ
れた国連サミットにおいて、国連加盟国の全会一
致 で採択された世界共通の目標である。SDGsで
は、世界が直面する様々な課題に対して、「貧困
をなくそう」や「飢餓をゼロに」といった野心的
な17のゴールが掲げられている。

しかし、ゴールや、その内容を具体的に示した
ターゲットを見ても、開発途上国も含めた世界規
模の課題が記述されていることもあり、SDGsが
日本国内の自治体とどのように関係しているのか
実感がわかないという自治体職員も多いのではな
いだろうか。

そこで本稿では、自治体とSDGsとの関係や、
先進自治体の取組から見えてくる示唆、具体的な
活用方法、そして今後の展望について述べる。

（2） 4%(Tのೝ஌౓
まず、SDGsは自治体でどの程度認知されてい

るのだろうか。内閣府に設置された「自治体
SDGs推進評価・調査検討会」が、2019年10月か

ら11月にかけて、市町村及び都道府県を対象に実
施した「令和元年度SDGsに関する全国アンケー
ト調査」1 によると、「SDGsを知らない」と回答し
た自治体の割合はわずか0.1%（ 2 自治体）と、自
治体でのSDGsの認知度が非常に高いことが分か
る。ただし、SDGs推進に際しての課題や障壁（＝
バリアー）は何かを問う質問（複数回答可）で、

「自治体内部におけるバリアー」として、「行政内
部での理解、経験や専門性が不足している（38.7
％）」や「自治体職員の関心が低いためSDGsの達
成に向けた取組の推進の理解が得られない（14.0
％）」と回答する自治体も比較的多く見られるこ
とから、SDGsに対する職員個々の理解を得るま
でには、課題が残されていると言えよう。

それでは、SDGsに対する住民の認知度はどう
だろうか。金沢市が18歳以上の市内在住者を対象
に、毎年250名を上限としたeモニターを募集し、
市の施策に対するアンケートに回答してもらう

「金沢市eモニター制度」を活用し、2020年 7 月
22日～ 8 月 5 日にかけて、「金沢市SDGsに関する
アンケート」2 を行った結果をご紹介したい。こ
の調査では、回答者216名のうち「SDGsという言
葉を聞いたことがあるか」という質問に対して

「聞いたことがある」と回答した人の割合は58.3

૯�࿦

1986年౦ژ౎ੜ·Ε。/10౳を経て、2012年からਆಸ઒県大和
市໾ॴの৬һとして住民協働౳を୲当。17年 9 月にୀ৬ޙ、ถ国
でのڀݚを経て2019年 4 月から現৬。ח૔市SDGsਪਐΞυόイ
βー、ُԬ市SDGsΞυόイβー、能ొSDGsϥϘ連携ڀݚһ౳も
຿Ίる。ஶॻに「SDGsʷ࣏ࣗମ 実ફΨイυϒック 現場で׆かͤる஌ࣝとख๏」（ֶܳग़
൛ࣾ）、「·ͪのະདྷをඳ͘ʂ࣏ࣗମのSDGs」（ֶཅॻ๪）。

஍ํ૑ੜにͭͳ͕る࣏ࣗମ4%(Tの取組
໦ ௒（たか͗ɾ͜す΋）ߴ
ڭՊ ಛ೚ॿڀݚɾϝσΟΞࡦጯٛक़大ֶ大ֶӃ ੓ܚ
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％にのぼった。しかし、「聞いたことがある」と
回答した人のうち、「SDGsという言葉は聞いたこ
とがあるが、内容については知らない」と回答し
た人の割合は47.6％に及んでおり、SDGsという
言葉は徐々に広がりをみせているものの、「SDGs
が一体どのようなものか」についての理解までは
進んでいないことが分かる。

金沢市に限らず、各自治体でこうした調査を行
い、現状を把握することで、どういった打ち手が
適しているか検討する材料になるのではないだろ
うか。また、定期的な調査を通じて、進捗を捉え
ることも必要だろう。

（3） 4%(TとはԿか
次に、SDGsについての説明をしたい。冒頭に

述べたように、SDGsは2030年を達成期限とする
世界共通の目標であるが、より詳細に言えば、前
述の国連SDGサミットで採択された「我々の世界
を変革する：持続可能な開発のための2030アジ
ェンダ（以降、2030アジェンダ）」という決議文

書の中核を成す部分である。
2030アジェンダは、①前文、②宣言、③持続

可能な開発目標（SDGs）とターゲット、④実施
手段とグローバル・パートナーシップ、⑤フォロ
ーアップとレビューといった 5 つの項目から構成
されている。前文には「誰一人取り残さない」こ
とへの誓いや、SDGsの目標とターゲットが個々
に独立しているのではなく、不可分の関係にある
ことなどが示されている。2030アジェンダについ
ては、その仮訳を外務省が公開しているので、一
読を勧める。

そして、2030アジェンダのタイトルにある
「我々の世界を変革する」という表現にも注目し
てほしい。この表現からは、現在取り組んでいる
ことを微調整するというよりも、これまでの価値
観を根底から覆すような抜本的な変化（＝変革）
が、SDGsの達成には必要だということが示され
ている。

˙1�ゴʔル、1��タʔήοτ、232のࢦ標
自治体で働いていると、17のゴールを表現した

ਤ 1 　SDGsのゴールをࣔしたΞイコン
（ग़యʹ国連޿ใセンター 3）
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カラフルなアイコンを目にする機会があるのでは
ないだろうか（図 1）。これら17のゴールには、
具体的な達成手段等が記されたターゲットが設定
されており、その総数は169に及ぶ。そして、こ
のターゲットの進捗を232（重複を除く）の指標
を用いて、定量的に測るという構造からSDGsは
成り立っている。

例えば、ゴール 5「ジェンダー平等を実現しよ
う」には、10のターゲットが付随している。その
うち、ターゲット5.5「政治、経済、公共分野で
のあらゆるレベルの意思決定において、完全かつ
効果的な女性の参画及び平等なリーダーシップの
機会を確保する」4 で言えば、その進捗を「国会及
び地方議会において女性が占める議席の割合

（5.2.1）」と「管理職に占める女性の割合（5.2.2）」
といった 2 つの指標で測る。

SDGs研究の第一人者である蟹江憲史教授（慶
應義塾大学）も、「指標で測ることがSDGsの唯一
のメカニズムである」5 と述べているように、そ
の構造はシンプルである。

の三側面ڥ済ɾ社会ɾ環ܦ˙
自治体の現場で「経済政策」や「社会課題」、

「環境問題」といった言葉が使われているように、
地域の課題について検討していると、いつの間に
か経済・社会・環境の三側面を切り離して議論し
がちだ。しかし、SDGsを実行する上では、これ
らの三側面を一体不可分に考え、統合的に目標を

ਤ 2 　SDGs΢ΣσΟンάέーΩ
（ग़యʹStPDLIPMN 3FsJMJFODF $FOtSF 6）

令和2年度 地域活性化ガイドブック 令和2年度 地域活性化ガイドブック8 9

令和2年度 地域活性化ガイドブック 地方創生につながる自治体SDGsの取組



達成していかなければならない。
この三側面の関係性は、スウェーデンの環境学

者ヨハン・ロックストローム博士らが発表した
「SDGsウェディングケーキ」と呼ばれるモデル図
を用いると分かりやすい。（図 2）文字通り三段
のウェディングケーキを模したモデル図の最上段
には、経済（ECONOMY）の側面、中段には社会
（SOCIETY）の側面、そして土台となる部分には
環境・生物圏（BIOSPHERE）の側面が配置され
ている。これは、「働きがいも 経済成長も（ゴー
ル 8）」といったゴールに関連する経済の側面が
発展するためには、「住み続けられるまちづくりを
（ゴール11）」や「すべての人に健康と福祉を（ゴ
ール 3）」といった社会の側面が整備されている
必要があることを示している。また、こうした社
会の側面も、「気候変動に具体的な対策を（ゴー
ル13）」や「海の豊かさを守ろう（ゴール14）」な
どのゴールと関連する環境の側面が保たれてなけ
れば、成り立たない。そして、切り離して捉えら
れがちな三つの側面をゴール17の「パートナーシ
ップ」が上下双方向に通貫し、つないでいる。

このモデル図を見れば、経済・社会・環境の三
つの側面が一体不可分の関係にあり、その統合的
な達成が必要であることを理解することができ
る。自治体に置き換えて考えれば、個別事業で17
のゴールにすべて貢献できれば理想的だが、個別
事業が束ねられた施策レベル、そして部局ごとの
政策レベル、ひいては自治体全体の政策といった
ように、いずれかの階層で三側面のバランスを保
ちながら、全体最適を考えることが必要だ。

˙イϯタʔリϯέʔδʵ૬৐効果ͱτϨʔυΦϑ
次に、SDGsを考える上で重要な「インターリ

ンケージ」と呼ばれる特徴についてご説明した
い。17あるSDGsのゴールを見ると、「貧困」や

「経済成長」、「気候変動」のように、その内容が
多岐にわたるため、分野ごとに独立して考えてし
まいがちだ。しかし、SDGsはひとつのゴールに
取り組むことで、その影響が別のゴールに波及

し、一見すると全く関係ないと思われるゴールも
達成に近づいたり、逆に達成から遠のいてしまっ
たりする。前者は相乗（シナジー）効果、後者は
トレードオフと表現される。

例えば、ゴール 8 「働きがいも 経済成長も」
の達成に向けて一生懸命取り組んだ結果、所得水
準が向上してゴール 1 「貧困をなくそう」の達成
度が上昇したり、排気ガスなどの排出量が増して
健康被害が報告され、ゴール 3 「すべての人に健
康と福祉を」に悪影響が及んで達成から後退した
りと、SDGsのゴールやターゲット同士は相互に
つながっているのだ。

自治体のような行政組織では、「貧困であれば
福祉を担当する部署」、「経済成長であれば商工業
を担当する部署」、「気候変動であれば環境を担当
する部署」といったように、部や課といった単位
の所掌事務と照らし合わせて、SDGsも縦割り化
されてしまうことが懸念される。しかし、SDGs
が向き合う課題は、こうした組織の縦割りで割り
切れるものではなく、係や課といった庁内の垣根
を超えることはもちろん、企業や市民といった幅
広い主体と協力しながら、解決を図ることが必要
である。

˙όοクΩϟステΟϯά
もうひとつの重要な特徴が「バックキャスティ

ング」と呼ばれるアプローチだ。これまで国際社
会では、条約などのルールを積み重ねて、レジー
ムと呼ばれる国際的な枠組みを作り上げ、課題解
決を図ってきた背景がある。こうした国際レジー
ムについて、蟹江（2020）7 は「国際レジームと
は、ある問題を解決するための国際的ルールのセ
ットだと考えてよい」と述べている。

しかし、SDGsでは共通のルールを作り上げる
のではなく、野心的な17のゴールこそ掲げられて
いるが、その達成に向けた詳細な手順や方法は示
されていない。あくまで各国、各地域がSDGsの
達成に向けて、必要なことを自分たちで考え、取
り組むことが求められている。このように、詳細
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な実施ルールを設けずに、目標だけを掲げるグロ
ーバル・ガバナンスのことを、蟹江（2017）8 は

「目標ベースのガバナンス（governance through 
goals）」と呼んでいる。

こうした目標から逆算するアプローチを取る場
合も、目標の置き方に工夫が必要だ。SDGsで掲
げられたゴールは「貧困をなくそう」といった野
心的なものである。高い目標を設定することで、
従来のアプローチでは達成が困難なことは明らか
だ。そこで、これまでとは全く異なったアプロー
チを検討する必要がある。このように、達成に向
けた方法を根底から検討し直すことで、これまで
不可能だと思い込んでいた目標を達成する新たな
方策を見つけ出すこともできる。

自治体においては、取り組んでいる事業を積み
上げて、おぼろげに描いた目標に向かっていくフ
ォアキャスティングのアプローチが多く見られ
る。現在の延長線上に未来を描くため、「理想は
理想、現実は現実」と割り切り、達成できなかっ
た際の批判などを避けるためにも、「達成できそ
うな目標」を設定することが多いのではないだろ
うか。

しかし、庁内に閉じて検討を行っていては達成
が困難だったことも、企業や市民といった庁外の
主体と連携することで、新たな打ち手を考えるこ
ともできる。こうした大胆な発想の転換がSDGs
では必要であり、地域課題の解決に向けた推進力
になるのだ。

（4） 4%(Tに࣏ࣗମ͕取り組Ήҙٛ
ʕ ஍ํ૑ੜと4%(T

それでは、SDGsに対して、自治体が取り組む
意義はどのようなところにあるのだろうか。

そのひとつとして、地方創生を挙げることができ
る。日本が抱える人口減少や少子高齢化といった
課題の影響が顕著に現れているのが、地方都市で
ある。地方から都市部への人口流出は、少子化に
よる学校の統廃合や、担い手不足による産業の衰

退など、地方都市の持続可能性への影響が露見し
ている。

こうした状況を打開するため、政府はSDGsと
地方創生を組み合わせた変化を起こそうとしてい
る。2019年12月に発表された、第 2 期「まち・
ひと・しごと創生総合戦略」9 では、「地方創生の
取組の一層の充実・深化につなげることができる
ため、SDGsを原動力とした地方創生を推進する」
と明記された。その具体的な制度的枠組みとし
て、政府は、全国の自治体からSDGsの達成に向
けた優れた取組を提案する自治体を「SDGs未来
都市」に選定している。2018年度からの 3 カ年で
計93都市がSDGs未来都市に選定されるなど、
SDGsは自治体における重要なキーワードとなり
つつある。

（5） 4%(Tに取り組Ή࣏ࣗମの 
ঢ়と課題ݱ ʕ 4%(Tະདྷ౎ࢢ・
࣏ࣗମ4%(TϞσϧࣄ業

日本政府が2018年に公募・選定を開始した
「SDGs未来都市」及び「自治体SDGsモデル事業」
では、全国の自治体からSDGsの達成に向けた優
れた取組を提案した都市がSDGs未来都市に選定
される。そのうち、特に先導的な取組を行う事業
が「自治体SDGsモデル事業」に選定され、上限
4,000万円（2019年度は上限3,000万円）の補助を
受けることができる。こうした制度が整備された
ことで、地方創生の文脈において、自治体が
SDGsを推進していく上でモデルとなる取組を創
出しやすくなったと言える。

具体的な事例紹介については、本書後半の「事
例紹介」に譲るが、鹿児島県大崎町（2019年度
SDGs未来都市・自治体SDGsモデル事業）であれ
ば、「大崎リサイクルシステムを起点にした循環
型地域経営」、京都府亀岡市（2020年度SDGs未
来都市・自治体SDGsモデル事業）であれば「か
めおか霧の芸術祭」といったように、それぞれの
自治体が持つ固有の価値や強みを切り口にして、
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経済・社会・環境の三側面に資する統合的な取組
が実施されている。

特に、SDGs未来都市の前身にあたる環境未来
都市・環境モデル都市に選定されていた自治体の
取組が引き続き自治体SDGsモデル事業にも選定
されており、これまでの積み重ねが着実に成果に
結びついていると言えよう。

政府は、第 2 期「まち・ひと・しごと創生総合
戦略」において、2024年度までにSDGs未来都市
を210都市まで拡大させることをKPI（重要業績
評価指標）としており、今後もその取組は加速す
るはずだ。

一方で、これまで自治体が取り組んできた政策
や事業との明確な違いを示すこと、換言すれば、
SDGsを活用することの利点を明らかにすること
は今後の課題と言えるだろう。

（�） 4%(TΛ࣏ࣗମͰ׆༻͢るには
ʕ 3ͭのステοϓͰ政ࡦΛΞο
ϓσʔτ͢る

SDGsを重点施策と関連付けることや、総合計
画に反映するといった自治体全体の政策に関連さ
せることで、企画部門のような限られた部署の所
掌事務にとどまってしまい、庁内での浸透に課題
を感じている自治体も多いのではないだろうか。
そこで、本稿では特定の部署に限らない具体的な
活用方法についても一例を示したい。

˙੔ཧ
まず 1つ目に、SDGsの枠組みを使って、既存の

政策・施策・事業を整理してみることから始める
と分かりやすい。既存の事業がSDGsの達成に貢献
しているか考えてみよう。この時、ゴールだけで
なく、ターゲットを確認することが重要だ。SDGs
のゴールは「つくる責任 つかう責任（ゴール12）」
といったように、表現の抽象度が高いため、既存
の取組を関連付けやすい反面、本当にその関連付
けが正しいのか信憑性に欠けることもある。しか

し、ターゲットであれば「2030年までに、廃棄物
の発生防止、削減、再生利用及び再利用により、
廃棄物の発生を大幅に削減する（ターゲット12.5）」
のように、ある程度明確な道筋が示されているた
め、説得力が増す。17しかないゴールに比べて、
169のターゲットを確認することは骨の折れる作業
のように聞こえるかもしれないが、「急がば回れ」
ということわざがあるように、ゴールよりも具体的
なターゲットの記述まで確認し、政策・施策・事
業との論理的なつながりがあるか検討することが、
精度を上げることにつながる。

˙఺ݕ
2 つ目に、SDGsを点検ツールのように用いて、

国際的な潮流や価値観から、地域に還元できる点
がないか検討してみる。例えば、自治体の広報を
例に考えてみよう。SDGsのゴール16「平和と公
正をすべての人に」というゴールを達成するとい
う観点から、何かできることはないだろうか。タ
ーゲットまで踏み込んで見てみると、「あらゆる
レベルにおいて、対応的、包摂的、参加型及び代
表的な意思決定を確保する（ターゲット16.7）」
と設定されている。もし、まちの広報誌の文字に
一般的な明朝体フォントが使われている場合は、
ユニバーサルフォントを使って視認性を高める工
夫をしてみてはどうだろうか。明朝体の特徴とし
て可読性が高く、読みやすい反面、「 3 」と「 8 」
のように似通った文字の判別がしにくかったり、
文字自体が細すぎて見えづらかったりする。その
場合は、ユニバーサルフォントを使うことで、よ
り多くの人が正確に内容を理解し、情報に対する
アクセスも向上できる。また、ユニバーサルカラ
ーを使ってみようといった検討もできる。

このように、SDGsが備える外の価値観を活用
することで、既存の取組の点検を行い、改善方法
のアイデアを得ることも可能だ。こうした政策・
施策・事業のアップデートは各課で取り組めるた
め、職員が「手触り感」を感じ、SDGsを自分ご
とと捉えるきっかけとなる。

令和2年度 地域活性化ガイドブック 令和2年度 地域活性化ガイドブック10 11

地ํ૑ੜにつながる࣏ࣗମSDGsの取組 ૯࿦



一方で、 3 章で述べたように、現状の改善にと
どまらず、抜本的な変革もSDGsでは求められて
いることを忘れてはならない。

༗ڞ˙
3 つ目に、SDGsの文脈で進めてきた取組を積

極的に国内外に共有をすることをお薦めしたい。
ひとつの自治体が抱える課題は、周囲の自治体も
同じように悩んでいる可能性もある。そのような
ときに、同じSDGsの枠組みで、各自治体が知見
を共有することで、互いに学び合うことができる
はずだ。

また、193カ国の国連加盟国が取り組んでいる
「共通言語」であるというSDGsの特徴を活かし
て、国内にとどめずに海外で事例等を共有するこ
とも可能だろう。実際に、神奈川県をはじめ国連

が主催する会議等で知見を共有し、その後の展開
につなげている自治体もある。こうした国内外へ
の共有は、自治体の可能性を更に広げることがで
きる。

（�） 今後のՄೳੑ ʕ ఆとࡦඪのࢦ
ଌɺそͯ͠վળ΁ܭ

今後の展開として、SDGsに取り組んだ成果を
可視化することを挙げる。SDGs達成に向けて自治
体が取り組んでいると言っても、実際にどのくら
い効果があるか示されなければ、住民に説明もで
きないし、政策の改善に向けた根拠にもならない。
そこで、指標を用いてその進捗を定量的に可視化
することが求められる。とはいえ、232あるSDGs
の指標を見ると、開発途上国を対象にした指標な

ਤ 3 　SDGsの࣏ࣗମに͓͚る׆༻ํ๏のҰྫ
（ग़యʹߴ໦௒（2020）「SDGsʷ࣏ࣗମ実ફΨイυϒック 現場で׆かͤる஌ࣝとख๏」10）
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ど、国内の自治体にとって、必要な指標と言えな
いものも多い。そこで、自治体SDGs推進評価・
調査検討会に設置された「自治体SDGs推進のた
めのローカル指標検討ワーキング・グループ」
は、国内の自治体で取得可能なデータや、グロー
バルな内容を国内の文脈に読み替えた「地方創生
SDGsローカル指標」11 を策定し、ウェブサイトで
公開している。この指標を活用すれば、自治体の
経年変化を確認することができ、自分たちのまち
が持続可能な状態に近づいているのか進捗を可視
化することができる。また、日本全国同じ指標で
計測することで、ほかの自治体と比較することも
可能だ。ただし、各自治体の固有の文脈や、必要
な項目がすべて網羅されている訳ではないので、

「地方創生SDGsローカル指標」を補完する各自治
体独自の指標を策定することも待たれる。本章で
は、指標の必要性について述べたが、指標のデー
タを取得することが目的化しないよう気をつけね
ばならない。指標のデータをもとにして、政策・
施策・事業の改善に用いることを念頭に置き、自
治体がSDGsを活用することが重要である。

（�） おわりに
本稿で述べたように、経済・社会・環境の三側

面にまたがる広範な領域に関わるSDGsは、特定の
部署だけで所管して達成できるものではなく、す
べての部署が連帯して取り組む必要がある。さら
に庁内だけに縛られるのではなく、市民との協働
や公民連携も視野に入れ、まちをあげた取組が求
められる。そのためには、まちが抱える課題を行
政內部だけで独占するのではなく、住民や民間企
業に共有することがはじめの一歩と言えるだろう。

都市部と地方がそれぞれの良さを活かし、地方
創生を実現する上で、SDGsは大きな可能性を秘
めている。2030年という達成期限が定められ、現
在に縛られない時間軸を持ったSDGsには、未来
の世代も含めて、誰もが安心して暮らせるまちを
実現させるための重要なヒントがあるはずだ。
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政策解説

令和2年度　地域活性化ガイドブック

地方創生につながる
自治体SDGsの取組



（1） はじめに
新型コロナウイルス感染症の世界的な拡大から

も明らかなとおり、国境を越えて人やモノ、情報
そして資本が移動する現代では、一国の社会状況
が瞬く間に世界へ波及し、各国の社会、経済、そ
して一人ひとりの生活環境に深刻な影響を与える。
持続可能な開発目標（SDGs：Sustainable Develop
ment Goals）は、このような地球規模の課題に対
応するため、2015年 9 月の国連総会において加盟

国の全会一致で採択された。17のゴールと169の
ターゲットから構成され、「誰一人取り残さない」
理念の下、2030年までに持続可能で多様性と包摂
性のある社会の実現を世界で目指している。

2019年 9 月に行われたSDGs策定後初めての首
脳級レビューである、国連「SDGサミット2019」
では、2020年から2030年までをSDGs達成に向け
た『行動の10年』として位置づけた。本稿では、
これまで 5 年間の日本政府の取組と、今後の展望
を示したい。

੓ࡦղઆ

4%(Tୡ成に޲けͨ೔ຊの取組と展望
外຿ল ࡍࠃ協ྗہ ஍نٿ໛՝୊૯ׅ՝

ୈ 8 ճSDGsਪਐ本෦ձ߹（2019年12月20日）
ग़య：ट૬׭ఛホームϖーδ（IttQs���XXX.LBOtFJ.HP.KQ�KQ�98@BCF�BDtJPOs�201912�20sEHs.ItNM）
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（2） 4%(Tୡ成のͨめの 
೔ຊ政෎による取組

SDGsの採択後、日本政府がまず取り組んだの
が国内の基盤整備である。2016年 6 月に、総理を
本部長、官房長官・外務大臣を副本部長、全閣僚
を構成員とする「SDGs推進本部」を立ち上げ、
同年12月、SDGs達成に向けた中長期的戦略であ
る ｢SDGs実施指針｣ を策定し、日本が特に注力
する 8 つの優先分野（①あらゆる人々が活躍する
社会・ジェンダー平等の実現、②健康・長寿の達
成、③成長市場の創出、地域活性化、科学技術イ
ノベーション、④持続可能で強靱な国土と質の高
いインフラの整備、⑤省・再生可能エネルギー、
防災・気候変動対策、循環型社会、⑥生物多様
性、森林、海洋等の環境の保全、⑦平和と安全・
安心社会の実現、⑧SDGs 実施推進の体制と手
段）を掲げた。

また、SDGs実施に向けた官民パートナーシップ

を重視する観点から、民間セクター、NGO/NPO、
有識者、国際機関、各種団体等、広範なステーク
ホルダーが集まる「SDGs推進円卓会議」をこれま
でに10回開催し、SDGs推進に向けた地方やビジネ
スの取組、貧困やジェンダー問題への対策、進捗
のモニタリング、対外発信のあり方、国際社会と
の連携強化等について意見交換を行っている。

2019年12月に開催されたSDGs推進本部第 8 回
会合では、過去 4 年間の取組や国際社会の潮流、
円卓会議構成員による提言やパブリックコメント
を踏まえ、「SDGs実施指針」を2016年の策定後初
めて改定した。加えて、SDGs達成に向けた政府
の具体的な取組を加速させるため、「SDGsアクシ
ョンプラン2020」を決定し、①ビジネスとイノベ
ーション、②SDGsを原動力とした地方創生、強
靱かつ環境に優しい魅力的なまちづくり、③
SDGsの担い手としての次世代・女性のエンパワ
ーメントを 3 本柱とする ｢日本のSDGsモデル｣
に基づき、引き続き取組を加速化していくことと

ਤ 1 　「SDGsΞクシϣンプϥン2020」（2019年12月ܾఆ）
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した。同アクションプランには、企業経営への
SDGsの取り込みやESG投資（※Ｅ：環境、Ｓ：
社会、Ｇ：ガバナンス）の更なる後押し、地方創
生の更なる推進、昨今の災害激甚化を踏まえた防
災・減災の強化、Ｇ20のフォローアップとしての
海洋プラスチックごみ対策や、女性の活躍推進、
新学習指導要領を踏まえたESDの推進等、外務省
及び関係省庁の具体的施策を盛り込んだ。【図 1 】

特に次世代・教育分野においては、小学校は
2020年度から、中学校は2021年度から全面実施
される新しい学習指導要領にも掲げられていると
おり、｢持続可能な社会のつくり手｣ を育む教育
が学校現場において実施される。これによって、
若い世代やその親の世代でSDGsの認知度が高ま
ることや、SDGsを学校で学んだ世代が2030年や
その先の未来で活躍することが期待される。

加えて、日本政府は、国際的な取組として、質
の高いインフラ、防災・減災、海洋プラスチック
ごみ、気候変動、女性、保健、教育等のSDGs主
要分野における様々な課題解決を支援することを
通じ、開発途上国におけるSDGs の推進に貢献し
ている。特に、未だ感染が続いている新型コロナ
ウイルス感染症対策として、二国間支援やWHO、
UNICEF、UNDP等の国際機関を通じて、医療体
制が脆弱なアジア、アフリカを始めとする開発途
上国への支援を行っている。例えば、インドネシ
アやミャンマーでは、医療・保健従事者への技術
協力や感染リスク啓発、物資供与等を行っている
ほか、ケニア、タンザニア、マラウイでは、これ
らの支援に加え、日本企業とも連携しながら、衛
生環境の改善と衛生習慣の確立に資するトイレ製
品などの物資供与や技術協力、新型コロナウイル
ス流行下においても国家機能を維持するためのオ
ンライン化支援等を行っている。今後もワクチン
開発や治療、診断、公平なアクセス等の各分野に
おいて国際連携を進めていく。

（3） ೔ຊࠃ内における4%(Tのਁಁ
日本国内におけるSDGsの認知度は年々向上し、

今や国民の約 3 人に 1 人が認知しているとの調査
結果もある。これには、日本の経済界が環境対応
や企業統治に優れた企業を選別して投資する

「ESG投資」を背景とする直接金融のうねりを通じ
てSDGsに大きな可能性を見出し、その動きを牽
引していることが理由のひとつとして挙げられる。

具体的には、2017年に世界銀行がSDGsを推進
する企業の株価に連動する新たな債券を発行して
以降、国内では、年金積立金管理運用独立法人
（GPIF）がESG投資に乗り出した。経団連の企業
行動憲章においてSDGsの達成が基本理念として
掲げられたことも大きな推進力となり、大企業を
中心にSDGsが浸透していった。2020年発表され
たグローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャ
パン（GCNJ）の報告によると、2019年の「SDGs
の経営層の認知度」は77％と、前年の59％から
さらに上がっており、企業経営にSDGsが根付き
つつあることが窺える。

しかしながら、都市部の大企業が次々とSDGs
を自らの活動の中に取り込み始める一方で、地方
中小企業における認知度には課題があるのも実情
だ。日本企業の 9 割以上を占める中小企業が、い
かにSDGsを経営に取り込めるかが重要であり、
政府として引き続き支援を行っていく。

（4） ଟ༷ͳステʔΫϗϧμʔとの連携
現在、SDGsの推進は、「認知度の向上」から

「具体的な成果」が求められる第二段階への移行
期にある。外務省としては、多様なアクターとの
連携により、より多くの人々がSDGsに関心を持
ち、行動に移すきっかけ作りに取り組んでいる。

例えば、日本政府は、国内で実施されている
SDGs達成のための取組を見える化し、より多く
のステークホルダーによる行動を促すために、
SDGs達成に資する優れた取組を行っている企
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ਤ 2 　ୈ 3 ճδϟパンSDGsΞϫーυ（2019年12月）ड৆ஂମ
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業・団体等を「ジャパンSDGsアワード」として
表彰してきている。2019年12月には第 3 回ジャ
パンSDGsアワードの表彰式が開催され、商店街
として初めて ｢SDGs宣言｣ を行い、イベントや
サービスを通じて人や環境に優しい活動を実践す
る、北九州市の魚町商店街振興組合がSDGs推進
本部長（内閣総理大臣）賞を受賞した。

さらに、SDGsの推進に向けて活用できる自己
分析モデルを構築した自治体や、SNS投稿を通じ
てアフリカやアジアの子どもたちに給食を届ける
市民参加型の取組を行う特定非営利活動法人、古
着を回収して開発途上国にて再利用すると同時に
ポリオワクチンを寄付できるビジネスモデルを構
築したリサイクル企業、市内全ての公立小・中・
特別支援学校においてESDを推進する教育委員会
等が表彰され、まさに、幅広いアクターがSDGs
を主導していることの証左となった。【図 2 】

加えて、政府は、2024年度末までに、SDGsに
取り組む自治体の割合を60％とするため、SDGs
達成に向けて優れた取組を提案する自治体を
｢SDGs未来都市｣ に選定し、その中でも特に先駆
的な取組を資金的に支援する ｢自治体SDGsモデ
ル事業｣ を創設した。こうした様々な主体による
創意工夫が、日本のSDGs達成に向けた大きな原
動力となっている。

さらに、企業や地方自治体等による取組を後押し
すべく、「外務省×SDGs」ツイッターによる関連情報
の発信、 SDGsポータルサイト「JAPAN SDGs Action 
Platform」での取組事例の掲載等も行っている。

（5） ೔ຊの「4%(TϞσϧ」Λੈք΁
日本政府はこれまで、国連やＧ7・Ｇ20など国

際的な議論の場において、日本のSDGs 推進に係
る取組を発信し、SDGsの力強い担い手たる日本
の姿を国際社会へ積極的に発信してきた。冒頭で
も言及した2019年 9 月に開催された「SDGサミッ

ト2019」には、安倍前首相が出席し、Ｇ20大阪サ
ミットやTICAD 7 において、環境、教育、保健、
質の高いインフラ投資等の取組を議長として主導
したことを共有した上で、「SDGs推進本部」の本
部長として、次のSDGサミットまでに、民間企業
の取組や地方創生の取組など国内外における取組
を一層加速させる決意を表明した。

日本では、政府による政策に加えて地方自治体
や経済界などのステークホルダーも様々な取組を
行ってきているが、総じてSDGs達成までの道のり
は決して平坦ではない。2020年 9月に行われた国
連総会において、グテーレス事務総長は、新型コ
ロナウイルス感染症の世界的流行や、それに伴う
世界経済への打撃等、見舞われている複数の危機
に際し、全加盟国が結束して行動する必要性を強
く訴えた。そして菅総理は、国連一般討論演説に
おいて、これらの危機に対し、人間の安全保障の
理念に立脚し、ユニバーサル・ヘルス・カバレッ
ジの達成に向け、「誰の健康も取り残さない」とい
う目標を掲げ、各国とも協調しながら、国際的な
取組を積極的に主導していく旨を強調した。我々
が今まさに直面している未曾有の危機克服のため
には、すべてのステークホルダーによる、より一層
のSDGs達成に向けての行動が必要となっている。
「誰一人取り残さない」というSDGsの基本理念

は、言い換えれば、SDGs達成に向けて「誰もが
何か出来る」ということだ。『行動の10年』の始
まりの年にあたる2020年、日本政府としても、新
型コロナウイルス感染症の終息に向けて全力を尽
くしつつ、2021年に控えている東京オリンピッ
ク・パラリンピック競技大会や東京栄養サミット
等、今後国内で開催予定の国際的なイベントの機
会を最大限に活用しながら、「誰一人取り残さな
い」社会の実現に向け、国際社会においてリーダ
ーシップを発揮し、国内外の取組強化に引き続き
邁進する所存である。
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（1） はじめに
日本の総人口は2008年をピークに減少局面に入

っており、今後、それぞれの地域で人口減少や高
齢化等が進むことが予想される中、将来にわたっ
て活力のある地域社会を維持することを目指す地
方創生の一層の展開が重要である。「誰一人取り
残さない」持続可能な社会を目指したSDGsへの
取組は、地方創生に資するものであり、内閣府で
はSDGsを原動力とした地方創生の取組を推進し
ている。

（2） ஍ํ૑ੜ4%(Tと
զ͕ࠃの4%(Tࡦࢪ

地方創生の目的は、少子高齢化等の課題に対応
し、人口減少に歯止めをかけるとともに、それぞ
れの地域で住みやすい環境を確保して、将来にわ
たって活力ある社会を維持していくことである。

こうした地域づくりの実施に当たり、持続可能
な社会を目指すSDGsの理念に沿って取組を進め
ることは、経済・社会・環境の三側面の統合によ
る政策の全体最適化、地域課題解決の加速化とい
う相乗効果が期待でき、地方創生の取組の一層の
充実・深化につなげることができる。

地方創生SDGsは、政府全体のSDGsの取組を示
した「SDGsアクションプラン」の3 本柱の一つに
位置づけられており、2019年12月に決定された政
府の「SDGs実施指針改定版」では、自治体に期
待される役割として、体制づくり、各種計画への
反映、ローカル指標の設定、地域事業者等を対象

とした登録・認証制度の構築等が具体的に盛り込
まれた。

また、2019年12月に策定された第 2 期「まち・
ひと・しごと創生総合戦略」では、地方創生
SDGsについて横断的な目標として、「新しい時代
の流れを力にする」との項目が盛り込まれ、その
中に「地方創生SDGsの実現などの持続可能なま
ちづくり」が位置づけられた。

（3） 4%(Tະདྷ౎ࢢと
࣏ࣗମ4%(TϞσϧࣄ業

持続可能なまちづくりを進めるためには、市民、
企業、自治体といった、広範なまちづくりの関係
者が連携して地域課題の解決に取り組むことが重
要である。特に地域の行政機関である自治体に
は、SDGsを活用した将来のビジョン作りや市民や
企業とのパートナーシップ形成といった取組を進
め、関係者一丸となったまちづくりにつなげるこ
とが期待されている。

自治体によるSDGsの取組を推進していくために
は、模範となるモデルとしての先進事例の創出と、
その普及展開が必要である。内閣府では、2018年
度から、優れた取組を提案する都市を「SDGs未
来都市」として、これまでに93都市を選定し、関
係省庁により構成される自治体SDGs推進関係省
庁タスクフォースと連携しつつ、総合的な支援を
行っている。また、SDGs未来都市の中でも特に先
導的な取組を「自治体SDGsモデル事業」として
選定し、補助金等により支援している。

採択された取組の内容は、地域の実情に応じて

੓ࡦղઆ

஍ํ૑ੜ4%(Tのਪਐに͍ͭͯ
಺ֳ෎ ஍ํ૑生推進ࣄ຿ہ
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様々であり、例えば、横浜市では、産官学や市民
が交流、連携して、地域の課題解決に取り組むた
めの拠点として「ヨコハマSDGsデザインセンタ
ー」という組織を創設し、そこで企業が持つ技術
と地域のニーズをマッチングすることで「住みた
い、住み続けたい」を思えるまちづくりを推進し
ている。他にも、離島である長崎県壱岐市では、
高齢化や後継者不足という課題を抱える農業につ
いてIoTやAIを活用したスマート6 次産業化を目
指しており、また、熊本市は、震災の経験を活か
した、防災、減災のまちづくりを進めている。こ
のように各SDGs未来都市では、自治体の規模や、
17のゴールの関係の深いテーマから優先順位の高
いものを選んで取組を進めている。

2020年度のSDGs未来都市選定については、77
都市から応募があり、33の未来都市及び10のモデ

ル事業を選定し、7 月17日に公表した。
なお、SDGs未来都市に選定された都市に対し

ては、毎年、「SDGs未来都市等進捗評価シート」
による報告を求めるとともに、有識者からのフォ
ローアップ等を行うことで、中長期を見通した持
続可能なまちづくりのための取組を継続的に支援
している。また、SDGs未来都市に関しては、第 2
期の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の5 年
間で、現状93都市のところ、累計210都市を選定
することとしている。さらに、同総合戦略では、
2024年度末までに、SDGsの達成に向けた取組を
行っている全国の都道府県及び市区町村の割合を
60％にするという目標を掲げ、普及促進を進める
こととしている。

ୈ 2 期「·ͪ・ͻと・しごと૑ੜ૯߹ઓུ」に͓͚る地ํ૑ੜSDGsの,1*
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（4） ஍ํ૑ੜ4%(T 
民連携ϓϥοτϑΥʔム׭

SDGsの国内展開を促進するためには、技術、
資本、ネットワーク等を有する民間企業、専門性
をもったNGO・NPO、大学・研究機関等、広範
なステークホルダーとのパートナーシップの深化、
官民連携が必要である。こうした国内外の広範な
ステークホルダーの積極的な参画と連携を目的
に、2018年 8 月に、内閣府が事務局となり「地方
創生SDGs官民連携プラットフォーム」を設立し
た。設立から2 年近くが経過し、会員数は、2020
年10月末時点で3,438団体となっており、うち自治
体は全都道府県・全政令市を含む807の自治体が
参画している。

本プラットフォームでは、国際フォーラム等の

各種シンポジウム・セミナー・展示会の機会を活
用した普及促進活動を行っているほか、各地域に
おける具体的な将来像を実現するための課題と、
それを解決する民間団体等のノウハウや知見の共
有のための活動を展開している。また、本プラッ
トフォーム会員の自発的な活動として、「食品ロ
ス」「地域のエネルギー」等の地域課題をテーマ
とした会員の発意による分科会を設置、2019年度
には37件の分科会が開催された。会員同士のマッ
チング支援も推進しており、今後も官民問わず積
極的な参加がされるよう取組を進めているところ
である。

（5） ஍ํ૑ੜ4%(Tۚ༥
地域課題の解決に当たっては、地域の金融機関
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の果たす役割が重要である。地方創生に向けた地
域社会の課題解決に資するビジネスへの一層の民
間資金投入を促し、地域経済の活性化や持続可能
なまちづくりを実現するために、内閣府では、「登
録・認証制度」、「金融表彰制度」等について検討
を進めている。「登録・認証制度」では、地域企
業のSDGsの取組の「見える化」を進めることで、
金融機関や機関投資家から資金が充当される仕組
みを構築することを目的としており、自治体等が
地域企業を登録・認証するためのガイドラインを
2020年10月に作成し公表した。「金融表彰制度」
では、地方創生SDGs金融の推進に向けて優れた
取組を行った地域金融機関に対する表彰制度を通
じて、地域金融機関の更なる取組を促すことを検
討しており、2019年11月には、報告書「地方創生
SDGs金融の官民連携のパートナーシップによる自
律的好循環形成に向けて」を公表し、今後の「地
方創生SDGs金融スキーム」の実現に向けた取組
の方向性を取りまとめた。

内閣府では、こうした取組によって、地方創生
SDGsに取り組む地域事業者とその取組に対して
積極的に支援を行う地域金融機関を地方公共団体
がつなぎ、地域における資金の還流と再投資を生
み出し、全てのステークホルダーが関わる「地方
創生SDGs金融」を通じた自律的好循環の形成を
目指している。

（�） おわりに
現在の大きな地域課題として新型コロナウイル

ス感染症の拡大が挙げられる。今回の新型コロナ
ウイルスの感染拡大においては、接触回避や移動
制限といった感染拡大防止の措置を取らなければ
ならない一方、経済活動の維持・活性化も図る必
要があり、これらの相反する課題を解決するため
には、地域の視点に加えて、経済・社会・環境の
課題に統合的に取り組むSDGsの理念が欠かせな
いものであるといえる。SDGs未来都市でも、その
ような視点から、官民連携で新型コロナウイルス
に対応した優良事例が出てきており、内閣府では
2020年 7 月に、SDGs未来都市における地方創生
SDGsによる新型コロナウイルスの影響への取組
事例を調査し、27の自治体からの36取組事例を公
表した。
（https://future-city.go.jp/data/pdf/sdgs/covid19-

sdgsfuturecity.pdf）
コロナ禍に対応した「新しい生活様式」を確立

するには、行政のみならず、民間企業・団体の役
割が重要であり、ポストコロナでは、これまで以
上に官民連携が求められている。

内閣府では、このような地方創生SDGsについて
分かりやすく解説した動画等をホームページで公
開（https://future-city.go.jp/sdgs/）しているので、
ご覧いただき、「持続可能なまちづくり」について
考えるきっかけにしていただければ幸いである。
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事例紹介

令和2年度　地域活性化ガイドブック

地方創生につながる
自治体SDGsの取組



（1） はじめに
ニセコ町は、北海道の西部に位置する人口約

5,000人の観光と農業を 2 大産業とする町である。
東に羊蹄山、北にニセコアンヌプリ連峰、町の

中央には「清流日本一」に選ばれた尻別川が流れ
るなど大自然に囲まれており、夏期には登山やト
レッキング、カヌーやラフティングなど、さまざ
まなアウトドアスポーツを楽しむことができる。
冬期には世界に誇る雪質や充実した多数のスキー

場などがあるため、通年観光リゾート地として国
内外からたくさんの観光客が訪れている。

また、ニセコ町では安心安全な農産物づくりに
力を入れており、減農薬の取組や堆肥を用いた有
機物の循環システムづくりなど、持続可能な農業
を目指している。主要作物のじゃがいも、米、メ
ロン、アスパラ、トマト、ゆり根などをはじめ、
北海道においては比較的温暖な気候を生かして多
種多様な作物が栽培されている。野菜は道の駅

「ニセコビュープラザ」内の直売所で販売されて

事例紹介 1

χセコ町は、ฏ成13年、શ国でॳΊて「住民参加」と「৘ใڞ༗」を町の͋らΏる࢓
町民͖ͮجを੍ఆし、৚ྫに「本৚ྫجりͮͪ͘·」本ルールとしたجをਐΊる্でのࣄ
Ұ人ͻとりがࣗら͑ߟ、行ಈする「࣏ࣗ」をج本に·ͪͮ͘りを行って͖た。

ฏ成30年౓には、χセコ町に͓͚る人口૿加、࿑働ྗෆ଍にରԠする΂͘、৽たな
֗۠の持続可能な開発を໨ࢦす「/*SE,0ੜ׆・Ϟσル地۠構築ࣄ業」が国から࣏ࣗମ
SDGsϞσルࣄ業にબఆ͞Εた。このࣄ業はχセコ町のSDGsの取組の中֩ࣄ業で͋り、

「経ࡁ」「ࣾձ」「環ڥ」の૬৐ޮՌをੜΉ౷߹的な取組で͋る。
本稿では、χセコ町の「࣏ࣗ」と「/*SE,0ੜ׆・Ϟσル地۠構築ࣄ業」にয఺を当

て、SDGsの取組やޙࠓの展๬౳を紹介する。

「αステΟφϒϧλ΢ϯχηί」のߏங
～環ڥを生かし、資源、ܦ済が循環する࣏ࣗの·ͪ ～

（北海道χセί町）

χセコ町໾場からݟた༽ఙࢁ 「χセコϏϡープϥβ」಺の௚ചॴ
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おり、直売所は地元住民をはじめ多くの観光客で
賑わい、年間売上げは 3 億円にも上る。

また、全国的に人口減少が進む中、ニセコ町は
1980年に人口減少が下げ止まり、その後は微増
が続いている。好調なインバウンドによる経済・
雇用の拡大により、国内・海外からの移住者が増
加しているためである。特に子育て世代の移住も
多いことから幼児センターや小学校の増築が行わ
れるなど、町に活気が生まれている。

（2） 取組のきっかけ
①͜れ·でのऔ૊

ニセコ町では、持続可能性のある町になるため
には経済の自立のみならず、地域住民の自治意識
が欠かせないものと考えており、「住民参加」と

「情報共有」を町のあらゆる仕事を進める上での
基本ルールとした「まちづくり基本条例」に基づ
き、町民一人ひとりが自ら考え行動する「自治」
を目指すまちづくりを続けている。町の重要な計
画をつくる際には住民参加を徹底しており、町の
総合計画と環境基本計画では、条例で定められて
いる審議会はもちろんのこと、まちづくり町民講

座など様々な場で町民の参加の下で検討を重ねて
きた。同時に条例に基づく情報公開も徹底してお
り、広報誌やホームページ上では策定経過や各段
階ごとの計画案が丁寧にまとめられており、策定
過程における議論などを詳しく知ることができ
る。そのほか「ニセコ町景観条例」「地下水保全
条例」「水道水源保護条例」「準都市計画」なども
自治の原則に基づき、住民自らが主体となってつ
くりあげたもので、住民と行政の協働によりニセ
コ町を守り・育てる取組を進めてきた。

これらの取組は、SDGsの目標17「パートナー
シップ」や目標11「住み続けられるまちづくり」
などに該当し、町のこれまでの取組そのものが、
SDGsが目指す取組であったとも言える。

②՝୊ͱޙࠓの͋る΂͖࢟
ニセコ町では前述のとおり一年を通して国内外

から観光客が多く訪れている。特に冬季はパウダ
ースノーを求めて年間160万人を超える観光客が
訪れており、世界ブランドのホテルやコンドミニ
アムの建設など、国内外から民間投資が盛んに行
われている。

一方で、人口増、企業進出に伴う住宅不足やイ

2020年「るχセコݟでࣈ数」）み数のਪҠࠐ٬ೖりޫ؍ 5 月൛より）
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ンフラ整備の遅れが産業を支える人手不足の要因
となっており、人手を確保するために住宅不足の
解消が喫緊の課題となっている。

観光と農業が二大産業であるニセコ町が持続し
ていくためには、産業を下支えする環境を住民自
らが守り、生かしていく必要がある。課題となる
住宅不足の解消に取り組む「NISEKO生活・モデ
ル地区構築事業」を中心に、経済面では稼ぐ力の
強化、社会面では安心して住み続けられる住環境
と地域コミュニティの構築、環境面では省エネ・
再エネ導入による資源循環を目指している。

そのためニセコ町は「NISEKO生活・モデル地
区構築事業」を中心として、再生可能エネルギー
を柱とする資源と、地域を豊かにする経済が循環
し、住民自治に支えられた「サスティナブルタウ
ンニセコ」の構築に向けた施策を進めている。

（3） 取組内容とその成果
①/*S&,0生活ɾϞσル஍۠ߏஙۀࣄ

ニセコ町では、「経済」「社会」「環境」の相乗
効果を生む統合的取組として、市街地近郊に「ニ

セコ町らしい」暮らしを体現した、持続可能な生
活空間であるモデル地区を構築することとしてい
る。単なる住宅分譲ではなく、エネルギーや建築
の専門家集団であるクラブヴォーバン（※）と連
携し、世界一のエコタウンと称されるドイツ・フ
ライブルク市のヴォーバン地区やスイス・ツェル
マット市を参考に、世界に発信するモデル地区の
形成を進めている。
※　世界に先駆けて持続可能なまちづくりを行っている
“ヴォーバン住宅地”を模範とし、日本国内で「持続可能な
低炭素型のまちづくり」をめざす、あらゆる立場の人たち
が学び集うためのネットワーク

この事業では住宅不足の解消のみならず、建設
する住宅には高断熱等の省エネの視点を取り入
れ、かつ、極力地元事業者へ発注して整備を進め
ることとしている。これにより、建設のコストは
1.1～1.2倍に増加するものの、同時に、断熱効果
の高い住宅の整備は、域外へのエネルギーコスト
（石油・電気など）の流出を長期間削減し、外部
流出していたエネルギーコストを地元に還元する
循環を作り出すことができる。

この取組は次のとおりSDGsの三側面（経済・

/*SE,0ੜ׆・Ϟσル地۠構築ࣄ業構૝策ఆ業຿ใࠂॻ（֓ཁ）　ൈਮ

令和2年度 地域活性化ガイドブック 令和2年度 地域活性化ガイドブック30 31

令和2年度 地域活性化ガイドブック 地方創生につながる自治体SDGsの取組



環境・社会）の循環を生む。

（ڥ済˱環ܦ）
地元事業者が建設を担うことで省エネ住宅建設

のノウハウを獲得し、地元に資金が循環する仕組
みとなるとともに、住宅建設後はエネルギーコス
トが長年に渡り削減され、外部に資金が流出しな
い経済モデルの構築ができる。

（済˱社会ܦ）
分譲住宅ではなく賃貸住宅をメインにすること

で、町外からの一人暮らし世代や若い家族世代が
入居しやすく、Iターン・Uターン等において様々
な世代の受入れが可能となる。このことにより、
ニセコ町へ働き手としての移住や企業進出を促進
し、人口増やコミュニティ維持に大きな効果を生
み出すことにつながる。

（社会˱環ڥ）
モデル地区では集合住宅をメインにすること

で、町民のライフスタイルに合った住宅の提供が
可能となる。例えば、一軒家で一人暮らしをして
いる高齢者が賃貸住宅に移住し、その一軒家を結
婚、出産で家族の増えた子どもに引き継ぐなど、
住宅利活用の循環を生むことも可能となる。ま
た、住民が高断熱等の機能を持つ住宅で暮らすこ
とにより、ヒートショックの予防やエネルギーコ

ストの低減など生活の質の向上を実感し、町の環
境施策について理解が深まり、環境負荷低減に関
わる取組が加速していく。

②·ͪͮくΓجຊ৚ྫにΑΓ進Ίて͖た
「ॅຽࢀ加」ͱ「৘ใڞ༗」
「サスティナブルタウンニセコ」の普及展開を

下支えするのがこの条例に基づく取組である。前
述のとおりニセコ町は、まち・ひと・しごと創生
法以前から、「まちづくり基本条例」に基づき、

「町民が自ら考え、行動する自治の町」を行政と
町民のパートナーシップのもとに進めてきた。条
例は、町のあらゆる施策において、町民の納得と
協力を得るプロセスを踏むルールとも言える。

「NISEKO生活・モデル地区構築事業」を含む
SDGsの推進においてもこのルールに従って取組
を進め、活発なコミュニティ活動を創出し、新た
な自治組織・活動の普及展開を図っている。

また、モデル事業の推進に当たっては、ニセコ町
SDGsモデル事業推進協議会（以下「協議会」とい
う。）が設置されている。協議会は、第三者の意見
を求める場であり、透明性、客観性及び公正性を確
保した事業推進を担保する役割を担っている。協議
会には地元の企業や金融機関をはじめ町、土地開
発公社、専門家集団、地元工務店、土木事業者、
町民など多様なステークホルダーが参画している。

加えて、住民参加を進めるニセコ町では協議会
の場のみが議論や連携の場ではない。平成 8 年か
ら始めたまちづくり町民講座は令和 2 年 8 月まで

ୈ192ճ　·ͪͮ͘り町民࠲ߨの様ࢠ

/*SE,0ੜ׆・Ϟσル地۠構築ࣄ業ج本ઃܭ౳
ҕୗ業຿ใࠂॻ　ൈਮ
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に192回開催されており、町民と行政の議論と連
携の場となっており、SDGs事業の推進について
もこの場を活用する。町民講座の参加者が、町の
重要なステークホルダーとして、自らのフィール
ドで一人の事業推進主体となって、SDGsに貢献
することを目指す。地域コミュニティの自走に
は、行政に頼るばかりではなく住民の自治意識が
重要であり、「サスティナブルタウンニセコ」の
構築を通じて、既住民との連携の中で現代の新た
な自治活動を模索し、町内に展開していく。

また、町では会議を原則公開としたり文書（フ
ァイリング）管理システムによる文書の公開・検索
性を向上させたりしたほか、予算編成過程の公開、
次年度予算を町民とともに話し合う「まちづくり懇
談会」の開催、町民向け予算説明書の全戸配布な
ど徹底した情報公開を行い、町民との情報共有を
行っている。こうした住民とのパートナーシップの
構築を活かしてSDGsをより一層促進していく。

（4） 課題と今後の展望
町のSDGsの取組の根幹は多様な人材と住民主

体のまちづくりであるが、近年、自治会員（町民
同士）の関係は良好であるものの、人口の流動性
が高いことや自治会組織の高齢化、生活習慣の違
いから自治会への加入者が減少し、助け合いの精
神が低下傾向にあり、自治会存続に危機感を持つ
住民も増えてきた。

そんな中、「NISEKO生活・モデル地区構築事
業」が町民主体の動きを強めている。ニセコ町が
目指す持続可能なまちづくりの実現には、地域を
巻き込める新たな主体が必要との認識から令和 2
年 7 月まちづくり会社「株式会社ニセコまち」が
設立された。役場と民間事業者の出資によるまち
づくり会社が造成・開発・建設から販売・管理運
営、エネルギー供給・コンサルティングまでを一
貫して担い、住民を巻き込んで新しいニセコ町の
まちづくりの未来の一端を担う活動を開始してい
る。また、既存の「まちづくり懇談会」や「まち

づくり町民講座」においてもニセコ町のSDGsの
取組について話し合っており、町と住民、そして
住民同士のつながりが再び活発になりつつある。

ʪ·ͪͮくΓ会社のۀاཧ೦ʫ
当会社は、広く世界を視座しつつ、ニセコ町に

おける環境、経済及び社会の課題解決を使命とし
て自覚し、住むことが誇りに思える持続可能なま
ちづくりに挑戦し、実現することを理念とする。

ʪ·ͪͮくΓ会社のϏδϣϯʫ
1 ． ニセコ町が世界に誇る持続可能なまちとし

て、価値を高めていく
　・ 土地の開発から高性能住宅の建築および不動

産の管理、中長期的にまちの不動産価値を高
めていく

　・ エネルギーの分野から、地域内経済循環を強
化し、環境にも配慮され、地域にもお金が落
ちる仕組みを構築する

　・ 町と地域の事業者が中心となり、持続可能な
会社経営、自治運営を展開し、町を支える会
社へ

2 ． 北海道や日本における先進事例、SDGsモデ
ル都市「NISEKO」へ

　・ 観光リゾートタウンとしてだけではなく、先
進的な取組が道内外、世界からも注目を集め
る

　・ NISEKOモデルが道内、国内、世界へと広が
り、他地域から視察や研修があとを絶たない
状態を目指す

　・ 観光業のみならず、まちづくり、エネルギー
といった分野における実践的な教育の場を提
供する

また、ニセコ町ではSDGs事業の一環として環
境配慮の象徴となるような新庁舎を建築中であ
る。新庁舎には、SDGsの考えを取り入れ、住民
など来訪者の公共スペースを確保し、景観や環境
にも優れ、誰もが利用しやすい空間を提供する。
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徹底した「住民参加」と「情報共有」により町民
と共に進めるまちづくりのプロセスである。今後に
おいても、町民と協働する姿勢は決して変わらな
い。特にその象徴ともいえるのが毎月のように開
催される「まちづくり町民講座」だ。時には参加
者が数人のこともあり、時には町政に対して酷評
をもらうこともあるが継続して学ぶことで確実に
住民自治が育っている。町民講座の様子を伺うと、
講義を聞く姿勢や予定時間では収まりきらない質
疑応答など、町民の方々の熱い気持ちを感じた。

ニセコ町はこれまで実践してきた「住民参加」
と「情報共有」による町の取組を更に磨き上げ、
持続可能なまちづくり、SDGsの17のゴール達成
に向けた取組にチャレンジする。「まちづくり基
本条例」の精神を継承したニセコ町のSDGsの取
組の今後に期待したい。

設計について、クラブヴォーバンの専門家に助
言・指導を受けるとともに、まちづくり町民講座
やワークショップの開催を通して町民との協議を
重ねている。

SDGs普及のため、「まちづくり懇談会」では首
長自らがSDGsに取り組むことを宣言するととも
に、「まちづくり町民講座」でもニセコ町のSDGs
の取組について議論を重ねている。また、町の予
算を分かりやすく伝える冊子「もっと知りたいこ
としの仕事（町民向けの詳細な予算説明書）」、政
策広報と位置づけている広報誌「広報ニセコ」、
地元観光協会が運営するコミュニティＦＭ「ラジ
オニセコ」においてもSDGsの啓発など、事業の
普及展開を丁寧に進めている。

（5） おわりに
ニセコ町の取組においていずれも共通するのは、

●人　口：4,991人（令和 2 年 4 月຤日現在）
●面　積：197.13㎢
●連絡先：๺ւಓχセコ町企画環ڥ課

TEL　0136︲44︲2121

๺ւಓχηί町地域の概要

৽ிࣷのイメーδ

〈執筆者〉�地域活性化センター�企画グループ
大੢�大ً（ௗऔ県から派遣）
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（1） はじめに
陸前高田市は、岩手県の東南端で三陸海岸の南

の玄関口として宮城県との県境に位置し、令和 2
年 4 月末現在で人口は18,766人、面積は231.94㎢、
市の面積の約 7 割を森林が占めている。三陸沿岸
に位置しているため、海洋の影響と地理的条件か

ら、気候は四季を通じて比較的温暖である。平成
23年 3 月11日に発生した東日本大震災は、同市
に甚大な被害をもたらし、暮らしの基盤となる産
業が深刻な打撃を受けたが、復興を目指す中で、
従来の産業の復旧のみならず、地場産品の高付加
価値化や新しい産業の創造に取り組んでいる。令
和元年 9 月には、岩手県が整備する「高田松原津

事例紹介 2

市はฏ成23年ాߴख県཮લؠ 3 月11日に発ੜした౦日本大਒ࡂからの෮ڵをਐΊる中
で「ϊーϚϥイθーシϣンとい͏ݴ༿のいらない·ͪͮ͘り」に取り組Μで͖た。こΕに
は、「ϊーϚϥイθーシϣン」とい͏ݴ༿をඞཁとͤͣ、োがいの༗ແにؔΘらͣ୭もが
ੜ͖ੜ͖と฻らすੜ׆を当たりલにしたいとい͏ࢥいがࠐΊらΕている。こΕがSDGsの
る「୭Ұ人取り残͞ない」とい͏໨的と߹கしたことから、令和元年͛ܝ 7 月 1 日にؠ
ख県಺でॳΊて「SDGsະདྷ౎市」にೝఆ͞Εた。本稿では、市民や民ؒ企業౳による

「཮લాߴ市SDGsਪਐプϥットϑΥーム」のઃஔやϐーΧンナッπプϩδΣクトによる
持続可能な࢈業のৼߍߴ、ڵੜへのܒ発ࣄ業౳、多ذにΘたるࣄ業について紹介する。

「ϊʔϚϥΠθʔシϣϯ」と͍͏ݴ༿の
͍Βͳ͍·ͪ ͮ͘ り
～཮લ高ాࢢにおけるSDGs活ಈにつ͍て～

（市ాߴख県཮લؠ）

市のҐஔాߴख県཮લؠ
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波復興祈念公園」内に、国の「追悼祈念施設」と
県の「東日本大震災津波伝承館」を併設する「道
の駅　高田松原」がオープンし、市民だけでなく
市外からも多くの人々が訪れている。

（2） 取組のきっかけ
東日本大震災により多くの陸前高田市民がそれ

までの暮らしを奪われた。その後、復興が少しず
つ進み、生活環境が整備されるにつれて、要支援
者をサポートする人材の育成や、高齢者や障がい
者への配慮の必要性が表面化してきた。そのよう
な中で第 3 回国連防災世界会議の開催等を契機
に、「ノーマライゼーションという言葉のいらな
いまちづくり」が目標に掲げられることになっ
た。ノーマライゼーションとは「障がいのある人
もない人も同じように生き生きと暮らせる社会」
を意味し、障がい者の自立と社会参加の促進を目

指す理念である。
陸前高田市では、ノーマライゼーションという

言葉がなくても良いくらいに、誰もが多様性を認
め個性を尊重し合う社会を当たり前にしたいとい
う思いから、平成27年度にアクションプランを策
定し、その推進に取り組んできた。

同市の取組が、SDGsが掲げる「誰一人取り残
さない」という考え方と合致したことから、令和
元年 7 月 1 日、岩手県内で初めて国からSDGs未
来都市に選定された。合わせて、平成30年 6 月に
東北地方におけるSDGsの取組の加速及び普及啓
発を目的として発足した「東北SDGs未来都市サ
ミット（※）」にも参加した。

東北SDGs未来都市サミットは、令和2 年 1 月
16日に秋田県仙北市で開催された「東北SDGs未
来都市サミット・シンポジウム」において、SDGs
の達成や持続可能な地域づくりに取り組む「東北
SDGs未来都市サミット宣言」と、近年の異常気象

SDGsະདྷ౎市ܭ画のイメーδ
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を危惧し、地球温暖化防止に資する行動変容の方
針を定めた「気候非常事態宣言」を行っている。
※　東北地方で「SDGs未来都市」に選定された宮城県東
松島市、山形県飯豊町、秋田県仙北市が平成30年 6 月に
発足させ、令和元年 7 月に認定された岩手県陸前高田市
と福島県郡山市が新たに参加した。

（3） ཮લࢢాߴにおける
4%(Tະདྷ౎ܭࢢը

「ノーマライゼーションという言葉のいらない
まちづくり」は、SDGsの17番目の項目である「パ
ートナーシップで目標を達成しよう」に該当す
る。これを実現するために、例えば、市庁舎内駐
車場やトイレをはじめとして、ユニバーサルデザ
インを積極的に取り入れ誰もが利用しやすい施設
づくりに取り組むなど、まち全体が「すべての人
にやさしいまち」であることが必要だと考えてい
る。こうした環境整備に加え、心のバリアフリー
も推進しており、障がいのある人とない人がとも
に支え合って生きる「共生のまち」、市民同士の
交流だけでなく国内外から訪れる多くの人々が市
民と活発に交流する「交流のまち」、人口が減少
し続ける中で次代を担う子どもたちが夢や希望を

持ち活力と活気に溢れる「持続可能なまち」の実
現を目指している。

その実現に向け、市の未来都市計画において、
市民と行政がノーマライゼーションにおける共通
認識を持ち協働して取り組むことによって、震災
で大きな打撃を受けた経済（地域産業）と社会
（まちの整備）、環境（陸の整備と海の保全）をつ
ないで復興することが必要であることと明示し
た。この計画は、震災復興計画を継承した最上位
計画である「陸前高田市まちづくり総合計画」の
中に位置付けられており、SDGsの達成に向けて
特に力を入れ取り組むことを明らかにしている。

（4） 取組内容
①཮લ高ాࢢSDGs推進ϓϥοτϑΥʔム

SDGsを実現するためには行政だけでなく地域
全体で一体となって取り組む必要がある。そこ
で、SDGsに関連する活動に取り組んでいる、ま
たは関心を持っている市内の企業や団体、個人に
よる「陸前高田市SDGs推進プラットフォーム」を
令和元年11月 1日に設置した。同プラットフォー
ムは、障がい者の雇用創出と暮らしの自立支援に

SDGsਪਐプϥットϑΥームのձٞの様ࢠ
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取り組む社会福祉法人、地元の気仙杉を製材し地
域の工務店や建設会社に納品する製材所、SDGs
関連の本を発信し独自のエコバッグを作成する文
具店、在京の出身者が立ち上げ子育て中の母親の
雇用を創出する一般社団法人など、多様な会員同
士が交流し情報を交換しながら連携することで、
市内におけるSDGsの機運を高めている。同プラ
ットフォームによって、SDGsへの関心を高める
企業が増加しており、「SDGsは一部の個人や団体
が取り組むだけで達成されるものではない。この
プラットフォームは、地域の繋がりを大切にして
市民参加型で取り組んできた陸前高田市のまちづ
くりの特色が出ている」と、担当者である同市政
策推進室の佐山さんは言う。

②ϐʔΧϯφοπɾϓϩδΣクτにΑるۀ࢈のৼڵ
市では、持続可能な農業と誰もが就労できる場

の創出を目指して「ピーカンナッツ・プロジェク
ト」にも取り組んでいる。平成29年 7 月28日、同
市は、東京大学（生産技術研究所、大学院農学生
命科学研究科）及び株式会社サロンドロワイヤル
と共同研究契約・連携協力協定を締結し、ピーカ
ンナッツの生産・流通基盤構築による地方創生を
進めてきた。また、サロンドロワイヤルは、協定
後の8月1日に市内に「ゴールデンピーカン社」を

設立し、ピー
カンナッツの
流通の拡大を
目指している。
ピーカンナッ
ツは、北米原
産のクルミ科
の木の実で、
アメリカを中
心に日常的に
食べられてい
る食材で、日
本では希少だ
が、年々認知

度が高まっている。同プロジェクトは、高栄養
価・高収益作物で日本ではあまり栽培されていな
いピーカンナッツを、市内の遊休地を活用して植
樹・育成し、地域の特産品として販売することを
目指した市の主要事業である。これまで、3 者の
共同により、ピーカンナッツの健康効能や栽培管
理技術、最適品種の選抜について研究を進めてき
た。現在、試験植樹等を進める傍らで、令和4 年
6 月の供用開始に向けてピーカンナッツの6 次産
業化を推進する産業振興施設を整備している。ピ
ーカンナッツは、新たな雇用を生む事業として期
待されており、同市はこのプロジェクトに取り組
むことで「国産ピーカンナッツ発祥の地」を目指
している。ピーカンナッツ・プロジェクトを通し
て、持続可能な農業の仕組みづくりや産業の振興
が期待される。

「ϫʔクシϣοϓޠݴ未来」でのߍ立高ా高ݝखؠ③
市は、福祉を起点に新たな文化活動に取り組む

株式会社へラルボニーと連携し、令和 2 年 7 月、
岩手県立高田高校の 1 、 2 年生を対象として「未
来言語ワークショップ」を実施した。生徒たちは
アイマスクやヘッドフォン等を着用し「みえな
い、きこえない、はなせない」という状態の中で
どのように意思疎通を図るかということをワーク
ショップ形式で学んだ。例えば、「プレゼントを
どう表現するか」といったお題が出され、「みえ
ない、きこえない、はなせない」状況の中で工夫
しながら意思疎通を図る方法を探っていった。生
徒からは「相手の表情が見えない中でコミュニケ
ーションをとるのは、どう理解してもらえている
かわからず不安」「どう伝えるかを考えることは
日常生活でも必要なことだ。相手に自分のことを
伝え、相手のことを自分が理解するということを
意識していきたい」といった声が挙がった。ま
た、市の担当者によるSDGsについての講演など、
ノーマライゼーションに関する学習が同校のカリ
キュラムに位置づけられており、生徒に多様性や
異文化への理解を促すものとなっている。ϐーΧンナッπ
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ᶆSDGsにؔするษڧ会の։࠵
陸前高田市では、SDGs施策を単独の部署だけ

で推進するのではなくあらゆる部署で取り組むよ
うにしてきており、市職員の育成も大切なポイン
トとなっている。若手職員向けにSDGsカードゲー
ムを活用した勉強会を開催したこともあり、SDGs
について理解し業務で取り組む職員が少しずつ増
えていることを実感しているそうだ。

（5） 課題と今後の展望
SDGsを推進する上での課題は 2 つ挙げられる。

1 つは地域への周知だ。SDGsという言葉が地域
に浸透していない現状に対して、市では普及のた
めのパンフレットとポスターを制作し、市民にと
ってわかりやすく親しみやすい内容を発信してい
る。こうした広報ツールを更に積極的に活用する
ことが重要だ。SDGsは行政が主導して取り組み
がちだが、市民から自然に行動が起こり日常生活
にノーマライゼーションが当たり前のものとして
広がっていくことが期待される。

もう 1 つは、陸前高田市SDGs推進プラットフ
ォームの発展だ。同プラットフォームは、民間企

業だけでなく金融機関なども参加しており、地域
の発展に大きなポテンシャルを秘めている。しか
しながら、こうした機関と連携しての新しい動き
は生まれることが少ないのが実情である。その理
由の 1 つが、同市の取組が、福祉的アプローチに
よるものが主であるということだ。 1 つのテーマ
に特化するのではなく、教育や産業等、あらゆる
分野でノーマライゼーションを意識した取組とす
ることで、さらなる広がりを持つことができる。
より多くの市民や企業等がプラットフォームを活
かしながら自由な発想で柔軟に取り組むことので
きる土壌をつくることが求められる。佐山さん
は、「一旦、初心に戻りSDGsを考えたい。市内の
事業者が自分たちで何ができるか、何をしたらい
いかを共に考えていきたい」と先を見据える。

 令和元年 7 月のSDGs未来都市認定後に市が事
業を本格始動させようとした矢先、新型コロナウ
イルス感染症が流行し自粛を余儀なくされた。し
かしながら、そのような中でも同市でのSDGsの
取組は生まれている。令和 2 年 7 月29日には、日
産自動車株式会社をはじめとする 6 社と「電気自
動車を活用した持続可能なまちづくりに関する連

ະདྷޠݴϫークシϣップの様ࢠ
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陸前高田市は、多岐に亘る分野で地域にSDGs
の種を蒔くような取組を積み重ねている。既にあ
るプラットフォームの発展が、SDGsの基盤を整え
経済や社会、環境に好循環を生み出していく上で
の鍵である。地域の状況が多様化・複雑化する中
で、東日本大震災からの復興を目指し、「誰一人
取り残さない」と取り組む同市は、今後の日本社
会が学ぶべき地域のあり方を示してくれるだろう。

携協定」を締結し、今後、市は電気自動車を公用
車として導入し、地域への普及を目指す。また、
同年 9 月には社会課題に取り組む新規事業及び起
業を支援する「陸前高田市SDGs起業家支援プロ
グラム」を開始し、市内での起業を後押しするこ
とで持続可能なまちづくりを目指す。また、令和
3 年度に開かれる東京オリンピック・パラリンピ
ック競技大会ではシンガポールのホストタウンと
なっており、パラ競技アスリートと一般市民との
交流を深めることで、ノーマライゼーションを更
に推進していく方針だ。

●人　口：18,766人（令和 2 年 4 月30日現在）
●面　積：231.94㎢
●連絡先：ؠख県཮લాߴ市 政策ਪਐࣨ

TEL　0192︲54︲2111
63L  IttQ���XXX.DJtZ.SJLV[FOtBLBtB.JXBtF.KQ�

sIJsFJ�LBLVLB︲PsIJSBsF�sFJsBLV︲sVJsJO�
sEHs︲NJSBJtPsJ�sEHs︲NJSBJtPsJ.ItNM

地域の概要ࢢాߴख県཮લؠ

〈執筆者〉�地域活性化センター�企画グループ
（市から派遣ݪ੩Ԭ県຀೭）ࡊ崎�ਅٶ

཮લాߴ市が取り組ΉSDGsのϙスター（ࠨ）とパンϑϨット（ӈ）
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（1） はじめに
見附市は、県中央部に位置する新潟県内で最も

面積が小さい市（77.91㎢）であり、信濃川水系
の刈谷田川が流れ、豊かな水と清涼な空気に恵ま
れている。県内でも有数の田園地帯であることか
ら、春の芽吹き、夏の深緑、秋の紅葉と黄金色の
稲穂、そして冬の銀世界と、四季折々の風情を味
わうことができる。

北陸自動車道など交通網にも恵まれ、自動車で
30分足を延ばせば、海に山に様々なレジャーを堪
能できる。

産業では、「見附ニット」として知られている
ように昭和初期からニット産業が発展し、繊維の
総合的な生産機能が集積する全国有数の産地とし
て有名である。近年は企業誘致を進め、プラスチ
ック製品、金属製品、一般機械器具製造業の製造
品出荷額が増加し、製造業の主力となりつつあ
る。市西部の新潟県中部産業団地（見附テクノ・
ガーデンシティ）は平成29年 6 月に分譲率100％
を達成した。企業集積が図られ、働き場所の確保
に大きく貢献している。

（2） 取組のきっかけ
①औ૊લのঢ়گ、՝୊

見附市は平成14年から健康増進施策に取り組
み、平成21年から単なる健康福祉分野の施策だけ
でなく都市計画の視点も踏まえた施策へと範囲を
広げている。体も健康、心も幸せという「健幸
（けんこう）＝ウエルネス」をテーマとし、住ん
でいるだけで健康で幸せになるまち「スマートウ
エルネスみつけ」の実現に向けたまちづくりを進
めることを掲げた。健幸となるための 1 つの手法
として「歩くこと」を推奨し、平成24年 3 月には
全国初となる「歩こう条例」「健幸基本条例」を
制定した。そして、条例に基づき、公共交通の利
用促進やウォーキングの奨励等を通じて、「歩い
て暮らせるまちづくり」を推進してきた。

これから少子高齢化と人口減少が進む中で、住
民の地域への更なる定着を進めるためには、「地
域を共に良くしたい」という市民意識の向上が重
要な要素となる。見附市のまちの強みは地域コミ
ュニティが充実していることであり、平成18年か
ら地域コミュニティ組織の構築に着手し、 1 つの

事例紹介 3

ઃࢪग़した͘なる֎、͛ܝෟ市は、市のকདྷ૾として「スϚート΢Τルωスみつ͚」をݟ
ͮ͘りやެަڞ௨໢の整උなͲ、ࣗવに֎ग़し、า͖、人とަྲྀする·ͪͮ͘りを行って͖
た。令和元年 7 月、市のこ͏した「าいて฻らͤる·ͪͮ͘り（΢ΥーΧϒルシテΟ）」の
実現を໨ࢦした取組が、SDGsະདྷ౎市ٴͼ࣏ࣗମSDGsϞσルࣄ業にબఆ͞Εた。いͣ
Εも、৽ׁ県಺の࣏ࣗମでॳのબఆとなった。

本稿では、ݟෟ市が΢ΥーΧϒルシテΟのਂ化とఆணの取組にࢸった経Ң、۩ମ的な取
組಺༰、ޙࠓの展๬౳について紹介する。

ɹࢢ౎޾݈͢ࢦに໨ڞ民とࢢ
า͍ͯ฻Βͤる·ͪ ͮ͘ り
～ల։ੑの高͍SDGsϞσル࣏ࣗମٴී～

（৽ׁ県ݟෟ市）
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地域で 1 年以上の準備期間をかけながら、平成30
年に市内全域に11の地域コミュニティが設立され
た。「自分たちの地区の課題は自分たちで解決し
てもらう」ことを基本とし、地域自治を地域コミ
ュニティに委ねており、市民のソーシャルキャピ
タル（※）の高さが見附らしさとなっている。ま
た毎年春に市内全域の町内会長を集めた会議を開
催し、市のまちづくりの進捗状況を説明すること
で市民と市が目指すイメージを共有している。
※　ソーシャルキャピタル…人々の協調行動を活発にす
ることによって、社会の効率性を高めることのできる、

「信頼」「規範」「ネットワーク」といった社会組織によ
って蓄積された力。従来からある物的資本や人的資本な
どとは異なる新しい概念。

②औ૊のܦҢ
当初、見附市は「SDGsとは縁がない」と考え

ていたが、SDGsの考え方を理解するに連れて、
見附市が行ってきた人口減少社会となっても持続
可能な健幸まちづくりを目指す取組とSDGsの地
球規模での持続可能性を図ろうとする取組は、親
和性が高いと考えた。これからのまちづくりにお
いても、行政だけでなく市民も力を発揮する「共
助」の考え方を重要と考えている。SDGsの「立

場が違ったとしても、全員で取り組もう」という
理念と関係する「誰一人取り残さない」という考
え方に共感し、SDGs未来都市に応募した。

もともと見附市は「スマートウエルネスみつけ」
の実現に向け、地域コミュニティが充実している
というまちの強みを生かしながら、子育てや高齢
化、防災といった幅広い課題を地域の人たちと共
有し、力を合わせて解決を図る取組を進めてき
た。SDGsをきっかけに新たな取組を実施したわ
けではなく、以前から取り組んでいた健幸まちづ
くりの施策を経済面、社会面、環境面といった
SDGsの目標に沿って分類し、体系的に整理して
いった。「健幸都市の実現」の更なる推進に向け
て、見附市はSDGsのゴール 3 「すべての人に健
康と福祉を」を最優先事項に設定している。

（3） 取組内容と成果
見附市は、更なる少子超高齢化と人口減少に備

え、歩くことで健康増進を図るとともに、まちな
かに歩行者を増やすことで、人と人とが触れ合う
交流の場の創出を目指している。にぎわいのある
中心市街地として都市機能を集約し、将来にわた

΢ΥーΧϒルシテΟのイメーδਤ
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り持続できる都市形成を図るため、ウォーカブル
シティの深化と定着に向けて次の 5 つのポイント
を設定し、戦略的に進めている。
①出かけたくなる場所の創出（経済面）
②歩きたくなる、歩いてしまう歩行環境の整備
（社会面）

③都市機能の集約化、まちのコンパクト化（社会
面）

④過度な自家用車依存から脱却するための公共交
通の整備（環境面）

⑤自然災害への備え（環境面）
5 つのポイントに基づき、見附市は特に 5 つの

事業に力を入れている。
それは、「公共交通の充実」と「まちのにぎわ

い」という自律的好循環を構築するための事業や
まちの理想モデル地区整備事業、SDGsの考え方
を更に普及する事業である。

ɾެަڞ௨のར用ଅ進（ϙイϯτᶆ）
過度な自家用車依存から脱却しウォーカブルシ

ティを体感してもらうため、公共交通の更なる利
便性向上と利用促進を図る取組を行ってきた。市

は、外出機会や回遊人口を増やし、まちのにぎわ
いへとつながる好循環を創出したいと考え、コミ
ュニティバスを中心に充実を図っている。より多
くの市民が利用しやすいよう、コミュニティバス
の運行ルートと運行形態に工夫を凝らした。コミ
ュニティバスは市内の中心となる施設を通るルー
トで、民間バスやJR信越本線との乗り換え接続
も考慮し、概ね30分間隔で運行している。また、
今までコミュニティバスに乗車したことがない市
民をターゲットに、コミュニティバスを活用した
スタンプラリーや運賃100円割引キャンペーンも
実施してきた。結果として、コミュニティバス利
用者は年々増加し、平成30年には運行当初の平成
17年と比べて 5 倍以上になった。

コミュニティバスや民間バスが近くを運行して
いない郊外の地区については、平成20年から事前
予約型のデマンド型タクシーを運行し、公共交通
空白地域の解消を図っている。デマンド型タクシ
ーは便利な反面、事前予約を必要とするため、運
行開始当初は新しい公共交通手段に戸惑いを感じ
る住民もいた。これに対し、市は地域住民に利便
性を丁寧に説明し、理解を得ていった。今では着

࣏ࣗମSDGsϞσルࣄ業のମܥਤ
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実に利用者が増え、デマンド型タクシーは地域の
大切な交通手段となっている。

ɾ݈޾΢ΥʔΩϯάίʔスの੔උ（ϙイϯτ①、②）
歩行者の歩く楽しみを演出するため、景観に配

慮した街路樹や公共緑地、植樹桝の整備を進める
とともに、地域コミュニティ組織との連携でウォ
ーキングコースのマップを作成したり、コミュニ
ティバスの停留所や公共緑地に気軽に休息や会話
ができるような健幸ベンチを設置した（市内約
500基）。外出できる環境の整備と歩道のバリアフ
リー化により、どの年代の方でも心身共に健幸で
安全に歩くことができる空間としている。また、
通りを花でにぎやかにしようと、コミュニティ組
織が植栽活動を行っている地域もある。

安全安心な歩行空間の確保には中心市街地を通
過するだけの車両の抑制も重要であると考え、隣
接市から市街地（まちなか）を通らずに目的地を目
指すことができるよう、主要箇所には外環道への誘

導看板の設置を進めている。このことにより、市街
地に用事のない車両の進入が抑制され、歩行者の
安全も担保される。公共交通の利用促進の取組と
も合わせ、まちなかのにぎわいにつながっている。

ɾ ΢Τルωスタ΢ϯۀࣄ（三側面をつͳ͙౷߹తऔ૊）
見附駅西側には、まちの将来像「スマートウエ

ルネスみつけ」を具現化して「見える化」した住
宅地「ウエルネスタウン」というモデル地区があ
る。充実した暮らしに必要な「住まい」「健康」「交
流」がそろう、理想的な地域の住環境創出をコン
セプトとしている。エリア内では電柱を地下に埋
設し、遊歩道や公園などの憩いの場を整備した。
また、市内唯一のマンホールトイレがあるので、エ
リア内に防災倉庫を整備して自然災害へ備えるシ
ンボル地区として整備している。防災倉庫の整備
に当たっては、利用が終了した福島県の仮設住宅
を活用し、資源の再利用と環境負担低減を行った。

ウエルネスタウンには全国から様々な視察が訪
れている。SDGsのゴール 3 「すべての人に健康
と福祉を」が体感できる日本のモデル地区とし
て、SDGsの更なる普及に向けて発信している。

ɾ ϓϩάϥミϯάʷSDGsϞσルۀࣄの࣮ࢪ
（三側面をつͳ͙౷߹తऔ૊）
市はSDGsが身近な自分事であることを理解し

てもらうため、子どものうちからSDGsを学ぶ機会
を提供し、子どもから保護者、地域住民へと
SDGsの考え方が浸透し、根付いていく仕組みの

コミϡχテΟόスར༻者のਪҠ

΢ΥーΩンάコースのࣾձ実験
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構築に取り組んでいる。
東アジアで唯一、国連と高等教育機関が教育を

通じて地球規模の課題に取り組むアカデミック・
インパクトにおいて、SDGsゴール 9 「産業と技
術革新の基盤をつくろう」の取組を牽引する役割
を担うハブ大学に任命された長岡技術科学大学と
連携し、プログラミング教育を通じてSDGsを学
び実践できるカリキュラムの構築を図っている。
令和元年12月から令和 2 年 1 月にかけて、市内小
学校 1 校で 5 ・ 6 年生にSDGsを題材にしたプロ
グラミング教育のモデル授業を全10回行った。モ
デル授業の回数を重ねるに連れて、子どもたちは
プログラミング的思考力が向上するとともにゴー
ルの番号やターゲットを暗唱できるほどSDGsへ
の理解も深め、取組の成果が早くも出始めている。

ɾ SDGsύʔτφʔ੍౓の࣮ࢪ
（三側面をつͳ͙౷߹తऔ૊）
見附市は、SDGs未来都市として市民や市内企

業への普及啓発にも力を入れ始めた。令和 2 年度

から「みつけSDGsパートナー制度」を創設し、
SDGsの考え方や「スマートウエルネスみつけ」の
取組に賛同する団体を募集している。これまでに

「SDGsパートナー制度」に認定した18のパートナ
ー団体には認定証やステッカーを交付し、SDGsや
見附市のまちづくりに寄与する取組を推進してい
る。SDGsの取組をパートナー制度創設以前から積
極的に行っていた団体もあり、パートナー制度を
機に「SDGs未来都市みつけ」としてお互いが目
指す将来の方向性を改めて共有したケースもある。

（4） 課題と今後の展望
ウォーカブルシティの更なる深化と定着を目指

し、経済面、社会面、環境面の三側面から今後も
様々な取組を行っていく必要がある。

ͳるར用ଅ進ߋ௨のަڞެ①
三側面を下支えする公共交通について、市はこ

れまで特に力を入れてきたが、今後も更なる利用

Ϟσル地 「۠΢Τルωスタ΢ン」 ΢Τルωスタ΢ン಺のϚンホールトイϨ

SDGsを୊材にしたプϩάϥミンάڭ育のϞσルࣄ業 パートナーஂମの ̍ つ：௕Ԭٕज़Պֶ大ֶ
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SDGsに興味を持つ第一歩となることを期待し、
今後の展開を考えていく。

（5） おわりに
公共交通の充実やまちのにぎわいは、他の多く

の地域でも課題となっているが、各地には様々な
形で地域コミュニティが存在している。見附市は、
その地域コミュニティを中心に市民との協働を大
切にし、良好な関係を築きながらまちづくりに取
り組む事例であり、他の地域でも導入しやすく普
及展開が高いモデルである。SDGs未来都市の波
及効果でまちが全国から
注目を受け、子どもたち
が意欲的にプログラミン
グを学ぶなど、市民が自
発的にSDGsに取り組む
ようになったという好結
果をもたらしている。市
内企業や市民にSDGsの
考え方を継続して情報発
信していくことが、SDGs
の実現に向けて一人ひと
りができる行いを促すこ
とにつながるだろう。

促進を図ろうとしている。バスの時刻表を調べな
くても利用しやすいよう、コミュニティバスの運
行間隔を20分間隔とする目標を掲げている。一方
で、バスの運転手不足という課題を抱えており、
持続可能な公共交通網の構築に向けて（※）グリ
ーンスローモビリティの活用も検討している。
※　グリーンスローモビリティ…電動で、時速20km未
満で公道を走ることが可能な 4 人乗り以上のパブリック
モビリティのこと。自動車よりも運転が簡易で高齢者も
運転しやすい。近距離移動を得意と し、バスが走れない
地域や高齢化が進む地域など、既存の交通機関を補完す
る新たな輸送サービスとして活用が期待されている。

②SDGsのߟえํのීൃܒٴ
未来を担う子どもたちの教育について、プログ

ラミング教育と合わせてSDGsを学び実践できる
カリキュラムを、全ての市内小学校で実施できる
よう進めている。こうした取組は、令和 2 年度か
ら必修となったプログラミング教育の指導方法に
悩む先生にとっては、標準化されたカリキュラム
が問題解消の糸口になるとともに、子どもや保護
者、更には地域住民にとっては、SDGsへの理解
が深まっていく一助となることが期待される。

これに対して、企業がSDGsに取り組むことの
メリットが明確に示しづらいこと、つまり、ビジ
ネスとSDGsが連携している好事例の情報がない
ことを課題と捉えている。市は、SDGsに関する
パートナー制度が市内企業や市民団体にとって

●人　口：40,074人（令和 2 年 5 月 1 日現在）
●面　積：77.91㎢
●連絡先：৽ׁ県ݟෟ市企画調整課౎市政策ࣨ

TEL　0258︲62︲1700

৽ׁ県ݟෟࢢ地域の概要

〈執筆者〉�地域活性化センター�企画グループ
੨໦�大（Ѫ஌県大෎市から派遣）

「みつ͚SDGsパートナー」の
ステッΧー
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（1） はじめに
富山市は、平成17年 4 月 1日に 7 市町村が合併

したことにより、富山県のほぼ中央から南東部分
までを占めている。水深1,000ｍの「海の幸の宝
庫」である富山湾、標高3,000ｍ級の「雄大な北ア
ルプス立山連峰」など、多様な地勢と自然を誇る。

全国的に「くすりのまち」として有名であるが、
近年は環境、バイオ、IT関連産業の育成に努める
とともに、立山連峰や越中おわら風の盆といった観
光資源を活かした産業の発展にも取り組んでいる。

（2） 取組のきっかけ
以前から富山市のまちづくりの基本方針の 1 つ

として「コンパクトシティ」が挙げられており、
その後SDGsへの取組に深く関わってくる。

コンパクトシティを進める前は、高い道路整備
率、市民の強い戸建て志向と郊外の安い地価があ
いまって、市街地が薄く広がってしまい、自動車
交通への依存度が高くなっていた。

その結果、中心市街地の空洞化や、空き家・空

き地等の増加等が起こり、公共交通が衰退し、車
を運転しない住民は暮らしにくいという状況が生
まれていた。また、市街地が広がったことで、イ
ンフラ維持更新費用の増加、固定資産税の減収が
懸念されることとなった。

JR富山港線も利用者が減少したことによって廃
線の危機を迎え、LRT（次世代型路面電車システム）
による再生案について、市長自らが地域に赴き、
市民に対しての説明会を年間120回行った。その熱
意が形となり、公設民営の「富山ライトレール株
式会社（令和2 年 2月22日に富山地方鉄道株式会
社と合併）」が設立され、LRTの経営主体となった。

事例紹介 4

෋ࢁ市は、国連でSDGsが࠾୒͞ΕるҎલから、政෎の地ํ૑ੜࣄ業で͋る「環ڥϞσ
ル౎市」「環ڥະདྷ౎市」に͓いて、「環ڥ」「ࣾձ」「経ࡁ」のࡾつのՁ஋૑଄と実現を໨
し、SDGsのཁૉをؚΜͩ取組をਐΊて͖て͓り、ฏ成30年に಺ֳ෎の「SDGsະདྷ౎ࢦ
市」ٴͼ「࣏ࣗମSDGsϞσルࣄ業」にબఆ͞Εた。

2030年に͚޲て「コンパクトシテΟઓུによる持続可能な෇加Ձ஋૑଄౎市の実現」
に取り組Μでいる࠷中で͋る。

本稿では、෋ࢁ市がSDGsのਪਐに取り組Ή·での経Ң、ࢪ策ٴͼ取組಺༰、実績౳を
紹介する。

౎ࢢのཧ૝Λɺ෋ࢁかΒɻ
～ SDGs͸๛かͳ未来をつくるたΊの世界のڞ௨ޠ～

（෋ࢁ県෋ࢁ市）

෋ࢁӺߴՍԼL3Tۭؒ
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そして、公共交通を活性化させ、それを軸と
し、沿線に居住、商業、文化等の都市の主な機能
を集積した拠点集中型のコンパクトなまちづくり
が始まった。

①۲ͱおஂࢠ
富山市のコンパクトシティの特徴は、「串とお

団子」の都市構造である。「串」は一定以上のサ
ービス水準が確保された公共交通、「お団子」は
自動車に依存しなくても日常生活に必要な都市機
能が整った都市圏を目指している。

平成17年度時点では約28％であった公共交通の
便利な地域に住む人口割合を、令和 7 年度には約
42％にすることを目標としており、実現するため
に、①公共交通の活性化②公共交通沿線地区への
居住推進③中心市街地の活性化を推進している。

平成30年度での住民基本台帳人口による調査結
果では、約38.7％の住民が公共交通の便利な地域
に住んでおり、計画は順調に進んでいる。

②ίϯύクτͳ·ͪͮくΓにおける効果
富山ライトレールの開業、市内電車の環状線化、

南部と北部で分断されていた路面電車の接続によ
り、車を自由に使えない人が利用できる交通手段

を確保した。併せて、中心市街地活性化の施策と
して、一年を通して使用可能な全天候型ガラス屋
根広場の整備や空き地の活用、市民と事業者を補
助対象としたまちなか居住推進事業を行った。そ
の結果、平成20年度以降、中心市街地では転入人
口が増加し、平成24年度以降には公共交通沿線居
住推進地区の転入人口も増加へと転じている。

富山県全体の地価が下落する中で、富山市は 5
年連続で地価が上昇している。要因として、商業
地はLRT化、再開発の活発化、住宅地では中心市
街地周辺での利便性の向上、まちなか居住推進事
業の進展等が挙げられる。

また、65歳以上の高齢者を対象に、日中の時間
帯に限り、公共交通を使って中心市街地へ出かけ
る際の料金を 1 回100円とする「お出かけ定期券
事業」を行っている。おでかけ定期券を申込む際
に負担金として1,000円を支払うだけで、支払い
後は100円で公共交通を自由に利用ができる。市
内高齢者の約24％がお出かけ定期券を所有し、 1
日あたり約1,400人が利用している。

お出かけ定期券を利用する所有者の平均歩数を
計測したところ、中心市街地への来街日は非来街
日と比べると、 1 日あたり2,151歩の歩数増加効
果がみられた。

෋ࢁ市が໨ࢦす౎市構଄
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1 日当たりの増加歩数を基に、医療費の削減効
果を計算すると、年間約7,900万円の医療費削減
につながっている。また、継続して利用すること
で介護予防にもなり、お出かけ定期券を使ってい
る人と使っていない人での要介護認定の数にも差
が出るなど効果が現れている。

（3） 取組内容
富山市がこれまで取り組んできたコンパクトな

まちづくりは、国からも高い評価を受け、平成20
年「環境モデル都市」に、平成23年「環境未来都
市」に選定された。

平成30年には「SDGs未来都市」及び「自治体
SDGsモデル事業」に選定され、目指す将来像に

「コンパクトシティ戦略による持続可能な付加価値
創造都市の実現」を掲げ、事業名を「LRTネット
ワークと自立分散型エネルギー・マネジメントの
融合によるコンパクトシティの深化」としている。

そして、SDGs未来都市における目指す将来像
に基づき、5 分野（①都市のかたち②市民生活③
エネルギー④産業⑤都市・地域）において、SDGs

の推進に資する取組を進めている。これまで進め
てきたLRTネットワークをはじめとする公共交通
活性化施策と、再生可能エネルギー等の地域資源
の地産地消を達成する自立分散型エネルギーイン
フラのネットワークを組み合わせることで、公共
交通を軸としたコンパクトなまちづくりを深化さ
せ、技術・社会イノベーションの創出による、持
続可能な付加価値の創造を目指すものである。

また、市全体として取り組むため、各種計画に
SDGsの推進を反映させるとともに、庁内に市長
を本部長とするSDGs未来都市推進本部を設置し、
環境部が中心となり、各部局の枠組みを越えて組
織横断的な連携を図りながら進めている。

①౎ࢢのかたͪ　～ެަڞ௨を࣠ͱしたίϯύク
τͳ·ͪͮくΓの࣮ݱ～
質の高いインフラ設備を通じて、地域生活拠点

とのネットワーク機能を高めるコンパクトシティ
の形成を目指している。

富山駅周辺地区では、北陸新幹線と並行在来線
の連続立体交差事業や、駅前広場の整備などが進
められており、様々な交通機関が接続されること

෋ࢁ市の໨ࢦす౎市構଄のスパイϥルΞップ
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で、乗り換えの利便性の向上と、周辺地区との結
びつきが強化される。

市内各地では、自治体が運行費用を負担し運営
するコミュニティバスと、地域が主体となって運
営する地域自主運行バスにより、車を利用できな
い住民にも配慮した事業を行っており、今後は路
線バスへのEV（電気自動車）、FCV（燃料電池車）
の導入可能性を調査し、交通の利便性を高めるだ
けでなく、CO2削減も図っていく。

また、市民を対象に、普段の自動車の使い方を
見直す「モビリティ・マネジメント～とやまライ
トレールプロジェクト～」を行うとともに、小中
学校で「のりもの語り教育プログラム教材」を展
開しているほか、ICカード学生証導入校への啓発、
駅・バス停別利用促進事業、親子でお出かけ事業
等の公共交通利用に向けた取組を推進している。

੒ͱ࣭ܗຽ生活　～ϔルシʔˍަྲྀシテΟのࢢ ②
の高͍ϥイϑɾϫʔクスタイルの֬立～
地域が一体となり、健康・子育て・教育に取り

組める「ヘルシー＆交流シティ」を形成し、市民
にとって質の高いライフスタイルとワークスタイ
ルが享受できる都市の実現を目指している。

自動車に依存したライフスタイルから、歩くこ
とや公共交通の利用を通じ多くの人と交流し、挨
拶と会話を楽しむ「歩くライフスタイル」への転

換を促すため、ICTを活用した「Toyama Smart 
Life Point事業」を実施しており、令和元年11月
から運用を開始した「とほ活」アプリは、令和 2
年10月現在5,000名以上に利用されている。

また、平成29年には小学校の跡地を活用し、公
民連携により市型地域包括ケアシステムの構築を
目的に、公共施設と民間施設が併設する複合施設

「総曲輪レガートスクエア」を整備した。その中
にある富山市まちなか総合ケアセンターでは、全
国でも珍しいお迎え型体調不良児保育や、出産後
の女性の「産後うつ」に対するケアを行うなど、
子育てしやすい都市づくりを進めている。

③ ΤωルΪʔ　～ηʔϑˍ環ڥスϚʔτシテΟの
～ͱ஍ҬΤωルΪʔɾϚωδϝϯτの֬立ݱ࣮
富山市では、公共交通沿線の小学校跡地に安

全・安心かつ環境負荷を低減した「セーフ＆環境
スマートモデル街区」を整備している。この街区
では、太陽電池、リチウムイオン蓄電池、家庭用
燃料電池の3電池を全戸に整備するとともに、エ
ネルギーの利用状況を見える化し、創り出される
エネルギーと消費されるエネルギーの収支を年間
でゼロにする「ネット・ゼロ・エネルギータウン」
の実現を目指している。街区内の公園にはリチウム
イオン蓄電池、防災備蓄倉庫、災害時にテントを
取り付けられる防災パーゴラや、トイレとしても使

ʪ地域แׅέΞڌ఺ʙ૯ྠۂϨΨートスクΤΞʙʫ
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えるベンチなどを
備え、隣接する公
共施設とも連携し
た災害対応の機能
を持たせている。

また、再生可能
エネルギーを活用
した農業活性化プ
ロジェクト「富山
型低炭素化モデル
事業」にも取り組
んでおり、太陽光

発電設備を整備して、再生可能エネルギーを農業
等に広く活用しているほか、農業用水を活用した
小水力発電や地中熱を活用したハウスも整備して
いる。収穫した作物は、小学校や福祉施設へ提供
し、食育・環境意識の醸成を図っている。

ᶆ࢈  活ྗの向্にΑる技術ɾ社会イϊۀ࢈～　ۀ
ϕʔシϣϯの૑଄～
市内の企業との連携や新技術の活用等を通じ

て、「技術・社会・イノベーション創造都市」の
形成を図っている。

富山市では、居住地域の98％をカバーする
LPWA（省電力広域ネットワーク）網と、収集し
た情報を蓄積・処理するためのIotプラットフォ
ームからなる「富山市センサーネットワーク」を
構築している。

平成30年度にはセンサーネットワークを活用し
たパイロット事業として、富山大学と共同して市
内の小学校 2 校で「子供を見守る地域連携事業」
を展開した。児童にGPSセンサーを持たせ、収集
した個人情報を含まない登下校の位置情報を分析
し、児童の登下校路の実態を「見える化」した。
分析結果を小学校、PTA、自治振興会等と共有し、
見守り活動の検討資料として活用するなど、地域
の安全・安心の向上を図っている。令和元年度に
は市内小学校14校で活用し、今後も実施校を増や
す予定である。

その他の活用方法として、センサーネットワー
クから得られたデータによるスマートシティの推
進、民間企業や研究機関への実証試験環境として
の無償提供も行っている。

ᶇ ౎ࢢɾ஍Ҭ～ଟ༷ͳステʔクϗルμʔͱの࿈ܞ～
官民連携・国際展開の推進により、都市ブラン

ド力の向上を図り、世界に富山市のSDGsの取組
を発信することで、世界全体のSDGs達成に貢献
することを目指している。

小学生への環境教育の取組として、Ｇ 7 富山環
境大臣会合開催記念「未来に繋ぐ小学生植樹体験
事業」を、市内の小学生4,000人を対象に平成29
年度から令和 3 年度まで実施する。この事業で
は、約1,000本の植樹を実施し、年間約 4 tのCO2

を削減することを目標としている。
また、市民・企業・行政が一体となり、自主的

にチームを結成し市民総参加で地球温暖化防止行
動に取り組む「チームとやまし」プロジェクトを
推進している。令和 2 年10月現在、登録チーム数
は1,008チーム、チーム員数は25,532名となって
おり、平成20年度からの10年間の活動で25,349t
のCO2が削減された。

その他にも、専用ホームページを開設し、オリ
ジナルロゴマークを市民投票で決定するととも
に、小中学校でのSDGs教育を推進し、令和元年
には、富山市SDGs推進フォーラムを開催してい
る。今後は、地域や職場などでSDGsを広め、自

セーϑˍ環ڥスϚートϞσル֗۠

SDGsະདྷ౎市とや·ϩゴ ෋ࢁӺલのSDGsϙスター
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た情報と、民間企業が有する情報を共有し、官民
が連携して集約したデータを分析・活用すること
で、IoT技術を活用した新産業の育成を推進して
いく必要がある。

（5） おわりに
持続可能な社会の実現に向け、「社会課題の集

約」であるSDGsの視点から自分の暮らすまちの
課題を捉え、その解決のために、市民一人ひとり
がどのような取組が出来るのかを考え実践してい
く必要がある。

富山市では、公共交通を軸としたコンパクトな
まちづくりのなかで、市民が車に依存せず、全世
代が、住み慣れた地域で人間らしい生活や自分ら
しい生活を送ることのできる「生活の質」が高い
都市を形成していくことを目指している。

今後は、これまでの公共交通の活性化をベース
として、豊かな自然資源や地域の再生エネルギー
を戦略的に利活用し、中心市街地と地域生活拠
点、農村集落の経済的・社会的なつながりを強化
していくこととしている。これにより、コンパク
トなまちづくりの更なる深化と多様なステークホ
ルダーとの連携を図り、「付加価値創造都市」の
実現を目指していくことが最終目標である。

ら実践する「SDGs推進コミュニケーター」を養
成していく。

官民連携の強化を図るために、市と民間企業と
でSDGsの推進に関する包括連携協定を締結して
いるほか、国際連携事業も実施しており、東南ア
ジアを中心に、JICA、環境省、現地政府等の資
金を活用し、市や市内企業の技術・ノウハウを国
際展開している。

（4） 課題と今後の展望
現在、富山市が抱えている課題として、「人口

減少・超高齢化社会」「市民のつながりの低下」
「地域エネルギー資源の未活用」「新産業の育成」
が挙げられる。
「人口減少・超高齢化社会」「市民のつながりの

低下」については、交通を軸としたコンパクトな
まちづくりを通して課題解決に注力してきてお
り、SDGsの取組でも推進していくものである。
「地域エネルギー資源の未活用」については、市

域の7 割を占める森林や全国第2 位の包蔵水力、
地熱といった豊富な地域資源エネルギーを利活用
し、地産地消モデルを構築することで都市の脱炭素
化、気候変動対策を講じることが求められている。
「新産業の育成」については、次世代技術に係

る競争が激化する中で、地域経済が取り残されな
いため、富山市センサーネットワークから得られ

●人　口：414,971人（令和 2 年 4 月຤現在）
●面　積：1,241.77㎢
●連絡先：෋ࢁ県෋ࢁ市環ڥ෦環ڥ政策課

TEL　076︲443︲2053

෋ࢁ県෋ࢢࢁ地域の概要

〈執筆者〉�地域活性化センター�企画グループ�
ླ໦�ॆ（ܗࢁ県ஔ޿ࣀ域ߦ੓ࣄ຿૊߹ΑΓ派遣）

令和2年度 地域活性化ガイドブック 令和2年度 地域活性化ガイドブック50 51

౎市の理૝を、෋ࢁから。 4事例紹介



（1） はじめに
珠洲市は、石川県の能登半島の先端に位置し、

金沢市からは車で約 2 時間の距離にある。日本海
の暖流に囲まれた温暖な気候で「揚げ浜式製塩」
や「あえのこと（農耕儀礼）」「キリコ祭り」な
ど、里山里海とともに生きてきた特徴ある生業や
生活様式、伝統文化が受け継がれており、シャー
プゲンゴロウモドキなど希少種をはじめとする生
物多様性にも恵まれている。こうした様々な要素

が国際連合の食糧機関（FAO）から高く評価さ
れ、平成23年 6 月に「能登の里山里海」として珠
洲市を含む能登の 4 市 5 町が新潟県佐渡市ととも
に世界農業遺産（GIAHS）に認定された。世界
農業遺産の認定を受けたことで珠洲市としても、
生物多様性の保全と持続可能な利用について未来
の世代に引き継ぐことを目的に平成31年 3 月に、
珠洲市生物文化多様性基本条例を制定した。

平成19年より金沢大学と連携して進める、恵ま
れた里山里海の環境を活用した地域振興のための

事例紹介 5

ੴ઒県चऱ市では、人口がࣗવ減とࣾձ減ซͤてຖ年370人΄Ͳの人口減গ޲܏が続
͖、この޲܏が続͚͹人口が現在の 1 ສ 4 ઍ人から2040年には7,200人ఔ౓になること
が༧૝͞Εている。ͦこで「2040年に人口 1 ສ人ҡ持を໨ࢦす」とい͏ج本໨ඪをఆΊ、
人口減গର策を実ࢪしている。こΕ·で取り組Μで͖たੈք೶業Ҩ࢈「能ొのཬࢁཬւ」
の׆༻や、大ֶ連携による人材育成ࣄ業（能ొཬࢁཬւϚイスター育成プϩάϥム）の取
組を発展ͤ͞、地域と経ࡁをつな͙たΊのڌ఺として「能ొSDGsϥϘ」を開ઃした。

本稿では、चऱ市がこΕ·での取組がকདྷੈ୅につな͙持続可能な·ͪͮ͘りへとつな
がっていった経Ң、取組಺༰、取組実績౳について紹介する。

ೳొ൒ౡのઌ୺にϨδϦΤϯτͳ
「஌」と「ڞ૑」の4%(TϓϥοτϑΥʔムͮ͘ り

～「ώτ」でつͳがるचऱࢢを目ࢦして～

（ੴ઒県चऱ市）

࿣߶崎からݟるचऱ市
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人材育成事業（能登里山里海マイスター養成プロ
グラム）が、平成27年にプラチナ大賞（※）を受
賞し、平成30年には珠洲市のこれまでの複合的な
取組が評価され「SDGs（持続可能な開発目標）
未来都市」に認定された。
※　少子高齢化やエネルギー問題など先例のない先進国
ならではの課題を、イノベーションによる新産業創出な
どアイデアあふれる方策などで解決している自治体や企
業の取組を評価する民間団体「プラチナ構想ネットワー
ク」が平成25年度から毎年実施している表彰制度。

（2） 取組のきっかけ
昭和24年、町村の合併によって市制を施行した

珠洲市は、里山里海の資源をベースに 1 次産業が
地域市内経済をリードしてきた。しかしながら、
都市部への人口流出が続くなか半島先端域という
立地条件から物流面でのハンデもあり過疎化が進
行した。また、近年の人口減少は表の通り社会減
よりも自然減が 2 ～ 3 倍多く、人口増への転換は
非常に困難である。高齢化率は全国平均の26.7％
と比較して46.6％（平成27年国勢調査）と高く、
未来の地域経済を担う若い人材が不足している。

電源立地施策が平成15年12月に終了して以降、
珠洲市の地域振興施策は大きな転換を迫られた。
時期を同じくして「国立大学法人金沢大学」が能

登地域への地域貢献事業の一環として、研究拠点
施設を設置するという話が持ち上がった。そこで
珠洲市は、金沢大学との連携をきっかけとして人
材育成、つまりは「ヒト」を中心とした取組によ
る地域振興を図る方向に舵を切った。

（3） 取組の内容
①「ώτ」த৺の஍Ҭৼڵのཁʂ
「ೳొཬࢁཬ海SDGsϚイスタʔϓϩάϥム」
平成18年、金沢大学が能登地域での地域貢献

事業の一環として空き校舎（旧小泊小学校）を珠
洲市から借り受け、奥能登地域の研究機関である

「能登学舎」を設置した。
平成19年からは珠洲市をはじめ、輪島市、穴水

町、能登町と大学との連携による人材養成事業
「能登里山里海マイスター養成プログラム」を実
施している。受講者は、能登の再活性化を担う次
世代リーダーを想定し、約10か月間の履修期間の
中で能登半島でのフィールドワークや金沢大学の
講師陣による講義・演習が行われている。

当時、本来であれば 5 年間の補助事業で終了と
なる予定であったが、廃校を改修していたことや、
本プログラムを通じて、地域資源を活用した取組
や移住者が増え始めていたこともあり、珠洲市と

चऱ市の人口減গの޲܏
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金沢大学の共同で事業を継続することとなった。
修了生の中には、奥能登の生き物調査や伝統的

な活動を伝え、平成27年に生物多様性アクション
大賞を受賞した「まるやま組」を主催する萩野由
紀氏、奥能登でクヌギから高付加価値のお茶炭を
生産することで里山保全と生業創出に貢献してい
る「大野製炭工場」を経営する大野長一郎氏など
が含まれている。

また、このプログラムは平成30年の「SDGs未
来都市」選定を機に、令和 2 年度からは「能登里
山里海SDGsマイスタープログラム」と名称変更
し、SDGsの理念も取り入れたプログラム内容に
改定した。改定後のプログラムでは、「能登の里
山里海」を起点に、里山里海の豊かな資源を活か
し能登の地域課題に取り組む人材、自然と共生す
る持続可能な地域社会モデルを世界に発信する人
材の育成を目指している。

こういった取組により、令和 2 年 3 月末までの
13年間に、延べ196人のコアな関係人口となる能
登里山里海マイスター修了生を輩出した。

②चऱࢢのັྗൃ৴ʂ「Ԟೳొܳࡍࠃ術ࡇ」
平成29年には「最果て」がテーマの先端アート

の祭典として「奥能登国際芸術祭」を開催した。
地域の文化を形にする芸術祭で、世界農業遺産

「能登の里山里海」という先人たちが守り伝えて
きた農業システムをはじめとする歴史や風土を目
に見えやすい形で表現しており、市外や外国から
多くの方が来場し、市の魅力向上に寄与した。

芸術祭では、塩田千春氏をはじめとする国内外
で活躍するアーティストの方が市内の廃校施設や
砂浜、旧駅舎など約40か所で、珠洲市内のそれぞ
れの地域にある歴史や特徴、魅力、自然の豊かさ
などをアートを通じて表現している。平成29年 9
月 3 日から10月22日までの50日間に約71,000人が
来場した。

同市奥能登国際芸術祭推進室の金田室長は「芸
術祭の最終目的は人口減少対策である」という。
持続可能な観光としてイベントを継続開催してい
くためには多くの人が来場し経済を循環させるこ

大ֶ連携

「能ొֶࣷ」֎؍
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とが重要である。その一
方で、この文化祭の主眼
の 1 つは住民が地域に誇
りを持ち、地域文化を大
切にすることである。そ
れが人口減少対策につな
がるという考え方である
が、これはSDGsにも通
ずる考え方である。

芸術祭を開催したこと
で、世界農業遺産の“持
続可能な農業システム”が具現化し住民にも理解
してもらいやすくなったほか、芸術祭をきっかけ
にゲストハウスを開業するという経済面での副次
的効果も生まれている。

今後は先端アートプロジェクトにSDGsの「誰
も取り残さない」という哲学を中心に据え、バリ
アフリー、ジェンダーフリーを推進するなど、
SDGsに資する価値を発信することで広く遠くに
発信し、交流人口の拡大を図る。

また、第１回芸術祭の運営は市役所のみで行っ
ていたが、負担が大きいことから、「一般社団法
人サポートスズ」が第 2 回（令和 3 年 9 月予定）
開催へ向けて設立され、退任した地域おこし協力
隊員や移住者が運営を担っている。

૑の৔ʂڞすࢦ済面の活ੑ化を目ܦ③
「ೳొSDGsϥϘ」の設立ӡӦ
能登里山里海マイスタープログラムなどの金沢

大学との連携を通して、生態系の解明や資源利活
用などの研究成果があっても、全体としては地域
経済への波及に至っておらず、経済・環境・社会
の三側面の中で経済面に課題があった。そこで、
平成30年10月 1 日、珠洲市を含む奥能登地域に
おいて、三側面における様々な取組の相乗効果を
発揮するため、経済面へのつながりを作る産官学
金のプラットフォームとして「能登SDGsラボ」
が金沢大学能登学舎内に開設された。

ラボにおいて大学側の研究成果や地元企業等の
ニーズを吸い上げ、これまで希薄であったステー
クホルダーへのアプローチを強め、経済面でのつ
ながりを作り、地域経済の活性化を目指している。

珠洲市と金沢大学の共同運営で設置されている
同施設では、具体的な取組として以下の７つの分
野に取り組んでいる。

1 ．研究成果と経済のマッチングを加速する
2 ． 能登里山里海マイスター修了生の企業、就

職、定住を行政・経済面から支援フォローア
ップを行う

3 ． 市民と能登SDGsラボによる新たな教育プロ
グラムの開発を行う

4 ． 世界農業遺産「能登の里山里海」の活用拡大
に向けた持続可能な地域経済の研究、国際会
議の企画開催を行う

5 ． アジアの課題となっている若者の農業離れに
よる農村の荒廃を再生するパートナーシップ
を確立する

Ԟ能ొ国際ܳज़࡞ࡇ඼「ਆ࿩の続͖」࡞：ਂᖒ࢙޹

Ԟ能ొܳज़ࡇϩゴ

能ొSDGsϥϘの開ઃ
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6 ． 国連大学のブランチ（分校）である、「いし
かわ・かなざわオペレーティング・ユニット
（国連大学OUIK）」との連携による地域の生
物文化多様性への理解、里山イニシアチブ等
の国際ネットワークを活用した発信を行う

7 ． 石川県立大学と連携する水産資源と発酵食文
化の研究開発を実施する

研究と経済のマッチングの機会創出の取組とし
て、令和 2 年 7 月に中小機構北陸本部が石川県
野々市市内で運営する起業家育成施設「いしかわ
大学連携インキュベータ（i‒BIRD、アイバード）」
に能登SDGsラボのサテライトオフィスを開設し
た。金沢近郊の企業や大学との新商品開発や共同
研究を推進することで、珠洲市企業の振興を後押
しするために、付加価値を高めた商品づくりや販
路拡大につながる事業プランを地元企業と共に考
え、寄り添いながら経営課題の解決に向けたサポ

ートを行っている。
現在、アイバード

に入居している製造
加工業者と市内事業
者との商品開発に向
けた動きがあり、珠
洲市の珪藻土や海産
物、炭の加工品など
を小ロットからの製
造販売ができないか
意見交換を進めてい
る。

（4） 今後の課題と展望
①ೳొSDGsϥϘのϓϥοτϑΥʔムػೳのڧ化

持続可能な地域経済を目指していくには、マイ
スタープログラム修了生と地域経済とのマッチン

খֶੜ͚޲の
SDGsڭՊॻの࡞成
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実験を開始する。一般社団法人を立ち上げて運行
管理を委託し、運行時間の調整や路線の見直しな
どを行う予定である。

また、運賃が無料であれば二種免許がない人で
も運転できるようになるため、例えば子育てが落
ち着いた母親世代が昼間に運転することによって
ドライバーの確保やスキマ時間のお小遣い稼ぎに
つなげるなど、バス運行の維持に向けた工夫を検
討していく予定だ。

（5） おわりに
珠洲市には豊かな自然を活用した人々の営みで

ある「里山里海」という資源があった。
これを再評価する過程で関係者を巻き込み、持

続可能な地域社会を作っていくことが珠洲市の
SDGsへ向けた取組である。

その土地に元からある自然や人などの資源を活
かし、足りない部分を補うために関係者をつない
でいく取組は多くの自治体にとって参考になるの
ではないだろうか。

今後はSDGsの理念をその他事業へも拡充させる
ことによって、事業の魅力化を図り外部へ発信し
ていくことでUIターンを取り込み、若年層の割合
を増やし社会増につなげていくことが期待される。

グを促進する必要があり、引き続きサテライトオ
フィスや大学との域学連携で培った人脈などを活
用し、関係人口の増加を図っている。加えて、能
登SDGsラボを法人化し、収益を得ながら雇用を
生み出すなど独自で継続して運営できる体制を目
指していくことも必要である。プラットフォーム
機能を活性化させることで「現在 3 つの大学、そ
して企業と連携しているが、連携ほど強固でなく
とも関係を維持し『人口より関係人口のほうが多
いよね』というくらいを目指していければ」と金
田さんは展望を話す。

②࣋ଓՄೳͳަ௨ࡦࢪ　～࿏ઢόスの全ઢແঈ化～
地域活動を持続するためには、移動の問題を解

決することが喫緊の課題となっている。珠洲市の
主な移動手段は車であるが、公共交通機関はバス
のみで地域住民にとって欠かせない生活の足であ
る。特に平成24年以降は運転免許返納者が増加傾
向の中、平成30年では90名の方が返納しており、
今後バスに移動を頼らざるを得ない方がさらに増
えてくることが予想される。

一方、バス運行会社にとっては人口減少により
赤字が重なりバス運行を維持することが困難とな
ってきている。

珠洲市では今までバス運行会社に対して赤字を
補填していたが、その補填額の範囲内で運賃を無
料とし、効率の良い運行体制とできないかの実証

●人　口：13,916人（令和 2年 4月30日現在）
●面　積：247.20㎢
●連絡先：ੴ઒県चऱ市 企画ࡒ政課 企画係

TEL　0768︲82︲7716

ੴ઒県चऱࢢ地域の概要

〈執筆者〉�地域活性化センター�企画グループ�
Ѩଟ�ઍਘ（鹿児島県ߐۋ町から派遣）
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（1） はじめに
鯖江市は福井県のほぼ中央に位置し、北は福井

市、南は越前市に接している。県の中央部にあるこ
とから、鉄道や国道が南北に縦断するなど交通利
便性が高く、近隣市町村からの若者の転入が多い。

産業では、眼鏡・繊維・漆器といった三大地場

産業からなるものづくりのまちとして有名である。
「めがねのまちさばえ」という市のキャッチコピー
からわかるように、眼鏡フレームの国内生産シェ
アは9 割以上を占めている。長年にわたる眼鏡フ
レームの製造・開発を通じて、チタンに代表され
る難加工材の精密加工技術が蓄積されており、こ
れらの技術を活かし、医療やウェアラブル情報端
末など成長分野への参入を目指す企業も見られる。

（2） 取組のきっかけ
鯖江市の地場産業は古くから下請け分業体制が

とられ、家内工業が多い。女性も事業を支える役
割を担い、家事・育児・介護との両立を図りなが
ら働くことが当たり前の環境にあった。そのた
め、鯖江市は女性の就業率（55.1％、全国平均：
48.3％）・労働力率（56.4％、全国平均：50.0％）・
共働き率（62.5％、全国平均：47.6％）と全国上
位となっている。最近では仕事面だけでなく、ま
ちづくりの面でも活躍する女性が増えてきている。

鯖江市は、SDGsが普及する以前から企業に対し
女性活躍に向けての働きかけを行っており、市独自

事例紹介 6

෱Ҫ県ḉߐ市はものͮ͘り分໺を中心に発展し、成௕を਱͛て͖た·ͪで͋る。
ͦのḉߐ市で「ঁੑの׆༂な͘してSDGsに͓͚る17の໨ඪのୡ成は͋り͑ない」とい

か͞ΕていないঁੑのΤンパϫーメントをਤるた׆いのもと、જ在的な能ྗがे分にࢥ͏
Ί、「ঁੑ׆༂プϥットϑΥーム૑ग़ࣄ業」がఏҊ͞Ε、令和元年౓に࣏ࣗମSDGsϞσ
ルࣄ業にબఆ͞Εた。

本稿では、ঁੑにとって働͖やすい৬場の環ڥ整උ͚ͩでな͘、ঁੑ׆༂に͚޲たҙࣝ
ͮ͘りにも取り組Ήにࢸった経Ңやͦの಺༰なͲについて紹介する。

ঁੑً͕͘ 「め͕Ͷの·ͪ ͞͹͑」Λ
໨ͯ͠ࢦ
～ঁੑのΤϯύϫʔϝϯτをਤるऔ૊～

（෱Ҫ県ḉߐ市）

ḉߐ市のҐஔ
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で女性が働きやすい職場づくりを行う企業を表彰す
る「ワーク・ライフ・バランス賞」を設けている。

企業と連携した取組をさらに進めるため、
SDGsの目標 5 「ジェンダー平等の実現」を柱と
したSDGs未来都市計画「持続可能なめがねのま
ちさばえ～女性が輝くまち～」を提案し、令和元
年 7 月「2019年度SDGs未来都市・自治体SDGs
モデル事業」に採択された。

（3）  取組内容
鯖江市は、女性がすべての分野において重要な

役割を果たし、地域社会の一翼を担うことで、雇
用の創出、女性の活躍など、経済、社会、環境の
三側面に好循環を生み出し、若者が住みたくな

る・住み続けたくなるまち「持続可能なめがねの
まちさばえ」を目指している。

その実現に向けて、女性の潜在能力を引き出
し、三 側面をつなぐ統合的な取組として、「女性
活躍の世界発信」「女性活躍に向けた意識啓発」

「活動拠点整備」からなる「女性活躍プラットフ
ォーム創出事業」を推進している。この取組では
女性の意識を啓発し、活動を活発化することで、
活動拠点に様々なステークホルダーが集まり、情
報交換を通じて、さらなる活動が創出されること
を目指している。そしてこの取組を国際会議等で
報告することにより、国内外に鯖江市の取組が発
信され横展開が図られるとしている。

鯖江市は、SDGsを展開していくためには行政
主導ではなく市民や市民団体、企業などあらゆる

循環޷ଆ面のࡾ業を中心としたࣄ༂プϥットϑΥーム૑ग़׆ੑঁ
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ステークホルダーによる連携が重要であると認識
している。SDGsを展開していくのは人であり、連
携することで高い相乗効果を生み出すことにもな
る。これらステークホルダーが互いに高め合うこ
とができる関係になるためには、潜在能力が十分
に活かされていない女性のエンパワーメントを図
ることが効果的であり、女性が活躍できる環境を
整えることで、家庭の環境が改善され、子どもや
男性、そして地域全体として自らの、また相互の
エンパワーメントに好影響を与えることになる。

以下では、まずはじめに鯖江市がSDGsモデル事
業に採択される前から行ってきた、女性が主役と
なって進めるまちづくりの取組について紹介する。

① ෯͍޿世୅のঁੑ活༂ 
～ḉࢢߐ໾ॴ+,՝、ḉ0ࢢߐ$՝の݁੒～
鯖江市では平成26年に、まちづくりに関心が薄

いとされている女子高生をターゲットとしたまち
づくりチーム「鯖江市役所JK課」を結成した。
行政が提案するのではなく、女子高生自らがやり
たいことに大人を巻き込みながら企画・実施する
ことを目的としたプロジェクトである。平成26年
4 月に13人からスタートし 7 年間で88人の女子
高生が参加している。

JK課では地域のごみ拾い、オリジナルスイー
ツ、眼鏡フレームの開発のほか、「お洒落でゆる
い運動会」など各種イベントを女子高生らしい視
点で企画している。このプロジェクトは平成27年
度ふるさとづくり大賞自治体部門「総務大臣賞」
（総務省主催）、平成30年度地域づくり表彰「全国
地域づくり推進協議会会長賞」（国土交通省主催）
を受賞したほか、高校の現代社会の副読本の表紙
を飾るなど全国から注目されている。

平成26年 6 月にはJK課に触発された40～50代
の女性を中心に「鯖江市OC（おばちゃん）課」
も結成された。OC課では提案型市民主役事業と
して「全国OCサミットin鯖江」をこれまで 4 回
開催し、「市民主役・市民協働のまち鯖江」で頑
張る女性たちがそこで出た意見を市長に提言する

など、女性活躍に向けた課題解決策を市の施策に
反映させようとしている。

福井県では高校生の 4 割が県外へ転出すること
から人口減少が懸念されているが、JK課を卒業
した51人のうち 8 割が県内に進学、就職をしてい
る。「JK課の取組を通じて鯖江市が好きというふ
るさと愛が若者に根付いてきたのでは」と市の担
当者は手応えを感じている。

令和元年10月にはJK課卒の 1 期生が中心とな
りJK課のサポートを目的とした「鯖江市JKOG
課」が結成された。メンバーの中には一度は県外
に出たものの、やはりまちづくりに関わりたいと
Uターンした者もいる。鯖江市は、長期的な視点
から市を引っ張っていく女性リーダーの育成につ
ながることを期待し、JKOG課への支援を続けて
いくこととしている。

次に「女性活躍プラットフォーム創出事業」に
おける、三側面をつなぐ統合的な取組である「女
性活躍の世界発信」「女性活躍に向けた意識啓発」

「活動拠点整備」について紹介する。

②ঁੑ活༂の世界ൃ৴
平成30年 5 月、牧野百

ひゃく

男
お

前市長はニューヨーク
国連本部で開催された「ニューヨーク国連本部
SDGs推進会議」に出席し、JK課の取組も含め女
性の活躍がまちの魅力につながり人口が増えてい
ることを紹介した。そのきっかけは、平成19年、
国連における女性問題の第一人者である大使のア
ンワルルK.チャウドリー氏（当時は国連事務次
長）が鯖江市を訪れ、昔から女性が活躍している
鯖江市の風土に感銘を受けたことにある。

同氏は、鯖江市の伝統工芸の技術の高さやそれ
を支える女性の活躍、市政推進の軸として掲げる
SDGsの目標 5 「ジェンダー平等の実現」の推進
活動に触れ、地方都市でも世界のモデルケースに
なり得ることを実証していると評価した。国連の
会議でこのことを紹介するなど市を全面的にサポ
ートしたいとの申し出を同氏から受けたことが、
市長の国連本部スピーチにつながった。なお、同
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氏は令和元年にも市を訪れ、JK課等との意見交
換や「さばえSDGs推進シンポジウム」などでの
スピーチを行っている。

こうした人口 7 万人弱の小さな市の市長が国連
でスピーチしたことは報道で大きく取り上げら
れ、鯖江市民がSDGsに興味を持つ契機となった。
また、国内外に本市の取組を知ってもらうことと
なり、SDGsに取り組もうとしていた多くの企業
とつながりを持つきっかけにもなった。

③ ঁ ੑ活༂に向けた৺ཧతࢧԉ
～イϯϙ スタʔ঱ީ܈θϩӡಈ～
鯖江市では男女共同参画について、女性が参画

しやすい環境を整備しようという視点で、子育て
環境、働きやすい職場環境の整備に重点をおき、
様々な取組を行ってきた。しかし、環境面の整備
をどれだけ進めても、女性の活躍がなかなか進ま
ないという現状があった。こうした中、能力が十
分にあるのに、自分を過小評価してしまう傾向を
指す「インポスター症候群」を含む自己肯定感の
低さが女性に多く見られるということについて国
連の会議で知り、インポスター症候群の調査・研
究・対策を地方公共団体としてもできないかと感
じたことが、この取組をはじめる契機となった。

そして、令和元年 5 月、鯖江市、NPO法人国
連の友Asia-Pacific、女性社員が98％という東京
の企業ヴィエリスと 3 者協働でインポスター症候
群の調査及び研究活動「インポスター症候群ゼロ

運動」をスタートさせた。
プロジェクトでは、インポスター症候群の実態

調査及び啓発活動として、鯖江市は市民らに、ヴ
ィエリスは社員や顧客らにアンケート調査を行
い、調査結果は 3 者で共有したうえで、結果を他
の国際機関に報告するなどして効果的な解消法を
探っている。

プロジェクトの初年度である令和元年度は、ま
ずアンケート調査を実施し、調査を通じてインポ
スター症候群は病気ではなく自分を必要以上に過
小評価してしまう心理傾向であることを周知し
た。また、女性の自己肯定感を高める講座を試験
的に開催した。自分の好きなものや目標、過去の
成功体験などを「宝物」としてファイルにし、そ
れを他人に認めてもらうことで、自分の再発見や
自信につなげることを目的とした講座で、一定の
効果があったと担当者は話す。

今後は、インポスター症候群に関するデータを
さらに蓄積し、対策につなげる活動を行ってい
く。インポスター症候群の認知と対策は、女性の
意識改革の第一歩であり、インポスター症候群ゼ
ロ運動を通じて自信を持って活躍する女性を増や
したいとしている。

ᶆ「͞ばえSDGs推進ηϯタʔ」։設
チャウドリー氏から世界の女性活躍の歴史や最

新の取組を紹介するとともに、市の女性活躍に向
けた取組を紹介できる女性資料館の設置を提案さ

χϡーϤーク国連本෦SDGsਪਐձٞの様ࢠ
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れたことを受け、令和 2 年 9 月、鯖江市のランド
マークであるめがね会館の 9 階に地域に おける
SDGs推進の拠点として「さばえSDGs推進センタ
ー」をオープンした。

センター内には、SDGsのうち「ジェンダー平
等の実現」を軸にした市の取り組みを紹介するパ
ネルや、SDGsの認知度を高めるために作製した
啓発グッズなどを展示している。市の職員が常駐
し、SDGsに関する会議やセミナーの開催も実施
している。

市は、この施設を、世界に情報発信する拠点と
して位置づけている。

（4） 課題と今後の展望
①ঁੑの੓࣏へのࢀըҙࣝの向্

女性の高い就業率を誇り、以上の取組を実施す
る鯖江市であるが、管理職や政治への女性参画は
まだ低い。鯖江市における女性の管理職の割合は
13.8％で、全 国平均16.4％に比べて低く、地域の
代表者に占める女性の割合も、市議会議員 1 人、
町内会長 0 人にとどまる。また、鯖江市の女性の
投票率は低迷しており、女性の投票率を上げよう
と令和 2 年に市内では初の開催となる鯖江市長選
公開討論会を女性の企画・運営で実現するなど、
女性の力を底上げしようとする取組が生まれてい
る。市の担当者はこのような取組が糸口となり少

しでも政治分野に関心を持つ女性が増えればと考
え、これからもこのような取組を支援していきた
いとしている。

ͳるSDGs推進に向けたߋ② 4 ऀ࿈ܞ協ఆక݁
鯖江市と国連の友Asia-Pacific、日本眼鏡関連団

体協議会、（一社）福井県眼鏡協会は令和 2 年 3
月、 3 月 8 日の国際女性デーに合わせて「オレン
ジめがねキャンペーン」を実施した。キャンペー
ンでは、「眼鏡」「女性」「SDGs」をキーワードと
し、全国の眼鏡の小売店が、チラシ、ポスターに
よるジェンダー平等の啓発活動を行ったほか、各
店舗独自に女性デーを設け、女性へのサービス提
供などを行った。このキャンペーンでは、鯖江市
のSDGsのシンボルマーク「グローカル」が用い
られた。SDGsの17の目標を左右各 8 目標に分け、
それらを目標 5 「ジェンダー平等の実現」のオレ
ンジ色のブリッジでつなぐデザインとなってい
る。「めがねのまちさばえ」らしく、片方のレン
ズで世界の動きをとらえ、もう片方のレンズで地
域を考え行動することを表している。このキャン
ペーンが、SDGsの推進について、何から手を付
けていいかわからずにいた眼鏡業界における
SDGsの取組を加速化させることになった。

このキャンペーンを通じ様々な業界とつながり
が持てたことにより、令和 2 年 9 月、鯖江市、国
連の友Asia-Pacific、（一社）福井県眼鏡協会、株

͞͹͑SDGsਪਐセンター
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共通指標として多様なステークホルダーと連携し
つながることで、現代の様々な課題を解決するこ
とは目標17「パートナシップで目標を達成」にも
通じるものである。

今後も企業への啓発は継続するとともに、SDGs
推進センターを拠点に眼鏡業界をはじめとする多
様なステークホルダーとのつながりを強化するこ
とにより、経済・社会への好循環を築くことが期
待される。

鯖江市はSDGsの目標 5 「ジェンダー平等の実
現」を軸とし、今後も女性活躍や女性のエンパワ
ーメントを中心に取り組み、世界への発信につな
げていきたいとしている。

式会社W TOKYOが連携を強化し、経済・社会・
環境の好循環と相乗効果の創出を図ることを目的
に、連携協定を締結した。今後はオレンジめがね
キャンペーンを継続するとともに、令和 2 年10月
にはコロナ禍で大ダメージを受ける眼鏡産業を活
性化しようと「さばえめがねをかけよう」キャン
ペーンをスタートさせるなど、この 4 者が日本眼
鏡関連団体協議会、LINE Payと提携しながら女
性活躍を軸に鯖江の眼鏡のファンを増やすことと
している。

（5） おわりに
鯖江市はSDGsの取組が縁となり、多様なステ

ークホルダーとつながることができた。SDGsを

●人　口：69,345人（令和 2 年 5 月 1 日現在）
●面　積：84.59㎢
● 連絡先： ෱Ҫ県ḉߐ市政策経営෦ΊがͶの·ͪ͞͹͑ઓུ課

͞͹͑SDGsਪਐάループ
TEL　0778︲42︲8938
."*L S$︲SDGs!DJtZ.sBCBF.MH.KQ

෱Ҫ県ḉࢢߐ地域の概要

〈執筆者〉�地域活性化センター�企画グループ
ਗ਼ਫ�ཀ子（ࢁས県北ై市から派遣）

ΦϨンδΊがͶΩϟンϖーンの様ࢠ ḉߐ市のSDGsϩゴ
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（1） はじめに
豊田市は愛知県の北部に位置し、平成17年 4 月

に周辺 6 町村を編入合併して誕生した中核市であ
る。総面積は918.32㎢と県内一の大きさを誇り、
県面積の約18％を占めている。

また、同市は自動車産業の生産拠点が集積す
る、日本を代表する工業都市であり、製造品出荷
額は、平成14年から平成30年にかけて17年連続
全国 1 位を誇る。（平成30年度工業統計調査）

一方、総面積の約 7 割が森林であり、北部から
東部にかけての山間地には愛知高原国定公園、天
竜奥三河国定公園が広がるほか、東海随一の紅葉
の名所と言われる香嵐渓、藤岡地区のふじの回

廊、面ノ木原生林の樹氷等、四季折々の自然風景
を楽しむことができる。

人口は約42万人で、県内では名古屋市に次いで
多いものの、山村地域では、2025年頃から少子高
齢化による過疎の進行が見込まれている。市では
このように共存する「都市」と「山村」それぞれ
の強みを活かしつつ、これらをつないでいくこと
で、地域課題解決に向け施策を進めている。

（2） 取組のきっかけ
豊田市は、平成20年度に環境モデル都市として

国に選定され、翌年には、「次世代エネルギー・
社会システム実証地域」にも選定されたことを契
機に、環境分野の取組を中心に低炭素化と持続的
発展を両立する地域モデルとして全国の地域をリ
ードしてきた。その後、平成30年には、SDGs未
来都市として内閣府から選定された。平成29年に
策定した第 8 次豊田市総合計画における将来都市
像である「つながる　つくる　暮らし楽しむま
ち・とよた」の実現に向け、環境モデル都市とし
て実践してきた数々の事業の更なる深化を目指
し、「経済」と「社会」を加えた三側面から統合
的な取組を進めている。

事例紹介 7

日本を୅දする޻業౎市として஌らΕる๛ా市では、ฏ成20年౓に環ڥϞσル౎市と
して国にબఆ͞ΕてҎ߱、低୸ૉ化と持続的発展を྆立するϞσルとしてશ国の地域をリ
ーυして͖た。「౎市」と「ࢁଜ」の 2 面ੑを׆かし、多様なステークホルダーが連携し
ながらSDGsୡ成に͚޲た取組を͛޿ている。

本稿では、બఆ·での経Ңとともに、ॏ఺ࢪ策やڌ఺ࢪઃ、地域をつな͙プϥットϑΥー
ムなͲSDGsに資する取組やීܒٴ発に͚޲た取組の΄か、市が௚面する課୊を紹介する。

ϛϥΠのϑπʔΛͭ͘ るɺとよͨのาΈ
～つͳがる　つくる　฻らしָしむ·ͪ ɾͱΑたの࣮ݱ～

（Ѫ஌県๛ా市）

߳ཛྷܢ
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（3） 取組内容
˗ॏ఺ࡦࢪ

豊田市ではSDGs達成に向け、都市と山村が共
存し、多様な人材、技術、豊富な地域資源を有す
る豊田市の強みを活かし、それぞれのちからをつ
なぎながら、「エネルギー」「モビリティ」「ウェ
ルネス」を重点とした取組を広げている。

・エネルギー：無理なく無駄なく快適に、低炭素
な暮らしに転換

・モビリティ：誰もがどこからでも移動できる自由
・ウェルネス：心身が健康で、生きがいと満足感

のあるそれぞれの暮らし

エネルギー、モビリティ、ウェルネスを重点と
した新たな事業創出に向け、三側面においてはそ
れぞれ以下を目標としている。

૑出ۀ࢈఺化ͱ৽たͳڌ済ɿ࣍世୅ࣗಈंのܦ ①
にΑるۀ࢈のڧਟ化
製造業を中心とした“ものづくりのまち”とし

て有する技術やノウハウに加え、企業、若手、女
性、農業者と商工業者等が分野横断的に連携し、
それぞれの強みを生かしながら、事業の展開や拡
大を目指す。

② 社会ɿଟ༷ͳ୲͍खがࢧえる৽たͳ社会システ
ムのߏங
モビリティや先進技術等の実証成果、都市と山村

の良好なつながり、活発な市民活動、企業のCSR
活動等を最大限に活用するための多様な担い手が
支える新たな社会システムを構築し、交通安全対
策をはじめとした市民の安全・安心を確保する。

③ 環ڥɿ環ڥϞσル౎ࢢのݧܦ΍࣮੷を活かした
௿୸ૉ化の推進
市民の再生可能エネルギー導入支援、公共施設

への再生可能エネルギーの積極的導入、森林保全に

よる二酸化炭素（CO2）の吸収量増進等を進める。
民産学官連携、広域連携による低炭素化に向け

た取組や実証事業を行い、環境先進の取組を推進
し、市民や都市の中における低炭素な暮らしの浸
透を目指す。

˗ 三側面ͱ、౎ࢁ、ࢢଜをつͳ͙ 2 大ϓϥοτϑ
Υʔム
豊田市をまるごと活用し、都市、山村双方の人

や企業、技術等をつなぎ、実証・実装により三側
面からの取組を進めるのが、「豊田市つながる社
会実証推進協議会」と「おいでん・さんそんセン
ター」の 2 大プラットフォームである。

①๛ాࢢつͳがる社会࣮ূ推進協議会
市民、企業、金融機関、教育・研究機関、官公

庁をつなぐプラットフォームで、令和 2 年 9 月末
時点で、市のほか、77団体で構成されている。

平成22年に「次世代エネルギー・社会システム
実証地域」として、地方都市型低炭素社会システ
ムの構築に寄与することを目的とし、様々な企業
や教育・研究機関等を集めた「豊田市低炭素社会
システム実証推進協議会」を発足し、持続可能な
都市づくりに向けた実証実験を行ってきた。実証
期間を経て、平成28年10月には同協議会を「豊
田市つながる社会実証推進協議会」として改組し
た。現在は、会員間の連携の強化を図りながら、
AI・IoTを積極的に活用し、豊田市の抱える地域
課題の解決に向けた社会システムの構築や、新た

（ڥձ・環ࣾ・ࡁ経）ଆ面ࡾ
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なスマートシティ（つながる社会）の実現を目指
している。

協議会としての大きな目標は以下の 3 点であ
る。これらは市全体の目標ともいえる。

・資源・エネルギーの地産地消：2050年までに
CO2を1990年比で50%削減

・超高齢社会への対応：2050年までに平均寿命
の増加分を上回る健康寿命の増加

・交通安全の推進：2050年までに交通事故死者
数 0 人

ʲ推進協議会にΑる࣮ূɾ࣮૷ྫࣄʳ
Ξɽ࣍世୅ܕϞϏリテΟの活用～ )B�NP 3*D& Χʔ

シΣΞリϯάサʔϏス～
超小型電気自動車（コムス）を好きな時に好き

なステーションで乗って、好きな時に好きなステ
ーションで返すことができるシェアリングサービ
スである。市街地を中心に、平成24年から実証運
用しており、公共交通と連携した補完交通として
の機能だけでなく、低炭素な交通社会の実現を目
指している。令和 2 年 6 月現在、市内には67ヶ所
のステーションがあり、地域住民を中心とした多
くの人に利用されている。更なる利用多角化を検
討するとともに、走行データを利用し、安全運転
の実証実験等にも活用されている。

イɽਫૉ活用
豊田市では、水素と酸素の化学反応で発電した

電気で走る燃料電池バスを 3 台保有しており、実
際に市内を運行している。外部への電源供給シス
テム（以下「外部給電機能」という。）を搭載し、
バス 1 台で一般家庭24日分の電気を発電すること
ができるため、災害時の避難所等での移動電源車
としての活用も期待されている。後述するエコフ
ルタウンにはオンサイト型の水素ステーションが
あり、燃料電池自動車約30台分の水素を製造・貯
蓄することができる。

平成30年 4 月には、愛知県、知多市、中部電力

株式会社、東邦ガス株式会社、トヨタ自動車株式
会社、株式会社豊田自動織機と連携して、「知多
市・豊田市再エネ利用低炭素水素プロジェクト」
を立ち上げ、再生エネルギー由来の水素を製造、
供給、利用する地産地消の低炭素水素サプライチ
ェーンを構築し、水素活用を推進している。

΢ɽスϚʔτϋ΢スのීٴଅ進
豊田市では、家庭で使用するエネルギーを「創

る」「蓄える」「節約する」機能を備え、無理なく
省エネを実現するエコ住宅をスマートハウスと定
義している。ソーラーパネルを利用した太陽光発
電によりエネルギーを創出し、作られたエネルギ
ーを住宅用蓄電池に蓄え、HEMS（※）により必
要に応じて住宅全体のエネルギーを制御しながら
電気を活用していく仕組により、無理なく、無駄
なく、快適な生活を提案している。

市では、スマートハウスに係る固定資産税等の
減税や補助金の交付、企業と連携したSDGsポイ
ントの付与等を行い、スマートハウスの普及促進
をしている。
※　HEMS（ホームエネルギーマネジメントシステム）：
住宅内の家電、電気設備を最適に制御するための管理シ
ステム

②お͍でΜɾ͞ΜͦΜηϯタʔ
都市と山村の交流をコーディネートし、人と

人、地域と企業・団体をつなぐプラットフォーム
として、平成25年に設立された。住民、企業、団
体、NPO、研究者等が集い、都市と山村をつな
ぎ、それぞれの地域課題解決のための取組、多彩
なライフスタイルの実現、地域の新たな魅力創出
を支えることで、都市においても山村においても
人々が暮らしを楽しむ社会を目指している。具体
的には、都市部企業と山村の人材や資源とのマッ
チング、移住相談受付、山村をフィールドとした
なりわい塾の開催等を行っており、移住相談にお
いては、「いなか暮らし総合窓口」を設置した平
成28年度から令和元年度までの 4 年累計で、161
件の相談を受けている。
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ʲ౎ࢢͱࢁଜをつͳ͙ྫࣄʳ
ΞɽͱΑたཬࢁழ೑ΧϨʔϓϩδΣクτ

カレー専門店をフランチャイズ経営する株式会
社ワイズは、センターのマッチングによる社員の農
業研修で山村の課題（獣害）を目の当たりにし、
飲食店のノウハウを活かした地域貢献プロジェクト
に取り組んだ。地元の猪鹿工房株式会社山恵が獣
肉加工をし、高校生がパッケージをデザインして出
来上がった「猪肉キーマカレー」等は、市内の多く
の小売店も販売に協力し、これら関係者の共働が
ビジネスとして実を結んだものである。このプロジ
ェクトは、獣害対策、ジビエ振興、食文化や観光
ビジネスを通じた教育等、多くの分野に貢献した
好事例として、平成30年に「ディスカバー農山漁
村の宝」（農林水産省）の優良事例に選定された。

イɽηΧϯυスクʔル
豊田市内の小学生を対象に、山村部において 1

～ 2 泊の農山村体験、農家ホームステイを実施し
ている。校内での通常授業（＝ファーストスクー
ル）に対し、山村部での体験授業を「セカンドス
クール」という形で実施しており、セカンドスク
ールには学校単位で学年のすべての子どもたちが
学校教育として参加する「学校版」と、学校が休
校の日に希望する子どもたちが農山村体験をする

「フリー版」がある。農作業や自然の中で「ほん
ものの体験」を通じて、共同作業や世代を超えて
交流することで生きる力を育んでいる。

˗ 2 つのϓϥοτϑΥʔムにΑる「つͳがる」の
֦大活ಈڌ఺ྫࣄ
豊田市における多様なステークホルダーが連携

し、 2 大プラットフォームの「人」「技術」「知」
をつなぎ、相互効果による価値の創造を拡大する
ための拠点として、以下の施設がある。

① ঁ ੑし͝ͱテϥス$BQQVDDJOP（Χϓνʔϊ）ɿܦ済
豊田市は未就学児を抱える女性の離職割合が高

く、また、就職を希望するにもかかわらず実際に

就職活動を行う女性が少ないといった特徴がある。
そのため、女性のための再就労、継続就労、キャ
リアアップ等の「女性の働く」を総合的に支援す
る施設として当施設が開設された。結婚、出産、
育児、介護を機に離職した女性の再就職を支援す
る。キャリアコンサルタントによるカウンセリン
グ等により就職決定まで細かくサポートしている。

②つくϥοηルɿ社会
人口の減少、高齢者の増加、農地の荒廃といっ

た過疎化が進んでいた旭地区で、平成23年度末に
廃校となった旧築羽小学校の跡地を活用して地域
の人々の「つどう」「はたらく」「つくる」をコン
セプトにした活動拠点として創設された。コワー
キングスペースやシェアオフィス、コミュニティ
カフェ、シェア工房等を有している。

廃校時、跡地活用について、「地域の理解が得
られること、地域活性化及び地域福祉の向上に繋
がる提案であること」を条件に市が全国公募し、
地元民らで構成された検討委員会で審査・投票を
行い、活用団体が決定された。

地域の新しい拠り所として地域住民が中心とな
りリノベーションを行い、平成30年 4 月のオープ
ン後、月500人ほどの方が訪れている。

③ͱΑた&DPGVM 5PXO（Τίϑルタ΢ϯ）ɿ環ڥ
豊田市のSDGsに関する先進的な取組を見て、

とよたEDPGVM TPXO

令和2年度 地域活性化ガイドブック 令和2年度 地域活性化ガイドブック66 67

ミϥイのϑπーをつ͘ る、とよたのาみ 7事例紹介



触れて、体験できるSDGs情報発信拠点として平
成31年 4 月にリニューアルした。都市と山村が共
生する豊田市の地域特性がコンパクトに再現され
ており、体験型のコンテンツがあるパビリオンを
はじめ、水素ステーションやスマートハウス等の
施設が整備されている。専門スタッフによる「ガ
イドツアー」では豊田市におけるSDGsの取組紹
介に加え、次世代モビリティ試乗体験もできる。

˗࣏ࣗମにΑるSDGsのීൃܒٴ
①ி಺のཧղのਁಁͱ෦ॺؒ࿈ܞのڧ化

SDGs達成に向け、自治体が一体となって事業
を推進していくためには、庁内各部署の理解と連
携の強化が必要不可欠である。平成30年のSDGs
未来都市選定後、未来都市推進課を中心とし、ま
ずはEラーニングやSDGsカードゲーム等を使っ
た研修会を実施し、庁内での理解を広めた。

普及に向け重要な観点は、「今までしてきた取
組を否定したり、新しい事業を始めるということ
ではなく、これまで取り組んできたことを底上げ
する」という意識である。豊田市の今までの取組
を発展させ、持続可能なまち（＝SDGs達成）に
つながる実績を国内外へ広く発信し、SDGsに対
する理解者や協力者（パートナー）を増やしてい
きたいと考えている。

②ͱΑたSDGsύʔτφʔのืू
「とよたSDGsパートナー」は、SDGsの普及啓

発を図ることを目的とし、SDGsの達成や豊田市
の地域課題の解決に向けて連携する企業・団体の
登録制度として、令和元年11月に発足した。豊田
市とパートナー（団体・企業等）が連携し、持続
可能な取組や活動を推進するとともに、多様なス
テークホルダーとの連携・協働により、SDGsの
普及啓発に取り組むことが応募の基本条件であ
る。令和 2 年 9 月末現在で162団体が登録してお
り、パートナーには企業のほか、金融機関、市内
中学校・高等学校等の教育機関も含まれる。

③ SDGsཧղଅ進に向けたࢢຽࢀըܕɾମܕݧϓ
ϩάϥムの࣮ࢪ
SDGs情報発信拠点施設であるとよたエコフル

タウンでは、SDGsの取組紹介や、SDGsに関する
イベントを実施している。前述のとよたSDGsパ
ートナーがイベント開催における技術提供等に協
力する事例も生まれてきている。

ᶆֶߍ向けの出લतۀ΍ΨイυπΞʔの࣮ࢪ
SDGs未来都市に選定されたことにより、市内

の学校や市民においても、SDGsへの関心が高ま
りつつある。小中学校の総合学習の時間や先生向
けの研修会で、市の担当者がSDGsに関する出前
授業を実施したり、とよたエコフルタウンのガイ
ドツアーも活用されている。

ᶇ S",63"ϓϩδΣクτにΑる࣍世୅ࣗܕಈंの
ٴී
市では平成27年度より、環境に優しく災害に強

いまちを目指し、次世代型自動車の普及促進に向
け、「とよたSAKURAプロジェクト」を実施して
きた。令和 2 年 9 月には、トヨタ自動車株式会社
や販売店と連携し、豊田市のみならず全国へ外部
給電機能を有した次世代型自動車の普及拡大を目
指し、「SAKURAプロジェクト」へと改名した。
車の外部給電機能を活用する仕組づくりとして、

「ふやす（次世代型自動車の一層の普及）」、「つな

S",63"プϩδΣクト
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のレベルを向上させていくことが課題である。
とよたエコフルタウンでは、新型コロナウイル

ス感染拡大防止対策として、令和 2 年 5 月に初め
てリモートガイドツアーを実施した。「新しい生
活様式」の定着を図るためにも、今後はオンライ
ンも活用しながら、更なる普及を目指す。

③ SDGsύʔτφʔの֦ॆͱ、ΑΓೳಈతにऔΓ૊
Μで΋ら͏たΊの࢓૊ͮくΓ
SDGsの普及促進に向け、今後もパートナーの

募集や周知を継続していく。その上で、パートナ
ーそれぞれが「自律的に」取組を進めていくこと
に期待し、多様なパートナー同士が連携・共働し
ていくための仕組づくりを進めていく。

（5） おわりに
産業の中枢都市として自動車産業の生産拠点が

集積し、資金や先端技術を持つ多くの企業との連
携による実証事業などは、本市のみにしかできな
い取組であるとも言える。しかし、市町村合併に
より広い市域となり、都市部と山村部の両面の強
みを有する本市の「つながり」による課題解決の
手法は、多くの自治体にとって参考となるものと
言えるであろう。

ぐ（外部給電設備を有した自動車を避難拠点に最
適な状態でつなぐ）」、「つかえる（災害時に外部
給電機能を確実に使う）」の 3 つのキーワードを
掲げ、外部給電機能を社会全体で有効活用できる
ように発信していく。

（4） 課題と今後の展望
①੒果ࢦ標の設ఆ

豊田市ではSDGsの達成に向け、様々な分野で
事業に取り組んでいる。今後は、取組の成果を分
かりやすく提示していくことが更なる周知や普及
啓発につながると考えている。SDGsの達成状況
は、一般的な行政施策をベースに、地域ごとの特
性が活かされた指標で評価されることが望まれる
が、残念ながら、まだ全国統一的な成果指標は設
けられていない。市は、様々な協議会等が有する
ネットワークや近隣の他の自治体との連携を図り
ながら、今後、成果指標の設定について検討して
いく予定である。

ٴຽへのSDGsのීࢢ②
豊田市では様々なステークホルダーがSDGs達成

に向け取り組んでいるものの、市民レベルのSDGs
認知度は未だ20%程度（令和 2 年 3 月末時点）で
ある。市民にとって、「SDGsが日常」となるよう
に働きかけ、更に、「認知」から「行動」へと意識

●人　口：424,867人（令和 2 年 5 月 1 日現在）
●面　積：918.32㎢
●連絡先：Ѫ஌県๛ా市企画政策෦ະདྷ౎市ਪਐ課

TEL　0565︲34︲6982
63L IttQs���XXX.DJtZ.tPZPtB.BJDIJ.KQ�

Ѫ஌県๛ాࢢ地域の概要

〈執筆者〉�地域活性化センター�企画グループ�
ງҪ�ྰل（෋ࢁ県ೆ౑市から派遣）
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（1） はじめに
真庭市は岡山県北部、鳥取県境に位置し、2005

年 3 月31日に 9 町村が合併して誕生した。総面積
は829㎢で、岡山県内で 1 位の面積を誇る。北部
は蒜山高原や津黒高原などの広大な高原地帯、中
部は湯原温泉郷や勝山のれんの街などの歴史ある
風景、南部は吉備高原や商・工業地が広がるな
ど、それぞれ多彩な地域資源を有している。

総面積のうち、79.2％を森林が占める典型的な
中山間地域であり、古くから木材の産地として知
られ、生産から加工、流通までの体制が整い発展
してきた。製造品出荷額の4 分の 1を木材関連産
業が占め、西日本有数の木材集積地となっている。

（2） 取組のきっかけ
真庭市では、「都会にはないが真庭市にはある

豊かな暮らし（真庭ライフスタイル）」という理
念のもと、循環型社会を目指し、木質バイオマス
発電などSDGsと結びつく政策を行っていた。
SDGsの達成を実現することが、真庭市の永続的
な繁栄に貢献するという思いから、2018年 4 月 1
日に「未来杜市（SDGs）推進室」を設置した。
「杜

と

市
し

」という漢字は、合併時に市の方針とし
て策定した「豊かな自然と地域資源を活かした人
と環境にやさしい『杜市』づくり」という基本理
念で初めて使用された。「杜」は、もり（＝森）と
も読み、真庭市の特徴でもある豊かな森林資源を

事例紹介 8

૯面積໿ 8 ׂを৿ྛが઎ΊるԬࢁ県ਅఉ市は、߹ซલの 9 町ଜの࣌から৿ྛを׆かし
た໦࣭όイΦϚス資源のར׆༻・ྛ業࠶ੜによる·ͪͮ͘りを׭民協働でਪਐしている。
2018年には、಺ֳ෎の「SDGsະདྷ౎市」ٴͼ「࣏ࣗମSDGsϞσルࣄ業」にબఆ͞Ε、
経ࡁ・環ڥ・ࣾձの 3 ଆ面のࣗ཯的޷循環のܗ成による中ؒࢁ地域のӬ続的な発展に޲
͚た地ํ分ࢄ型のϞσル地域を໨ࢦしている。

ਅఉϥΠϑスλΠϧʷ4%(T
～ਓͱ環ڥに΍ し͍͞「ై

ͱ

ࢢ
し

」 くͮΓ～

（Ԭࢁ県ਅఉ市）

ඹݪߴࢁ উࢁのΕΜの֗
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表しており、地域が固くまとまることを意味して
いる。一方、「市」はにぎやかな町や市場を表し、
大勢の人が集まることを意味している。これらか
ら、「杜市」とは自然と共存性をより深めた、調和
のとれたまちのことを表すものとなっている。

こうした取組により、真庭市は内閣府の第 1 回
「SDGs未来都市」及び「自治体SDGsモデル事業」
に選定されるなど、全国的にも注目されている。

（3） 取組内容
˗目ࢦす࢟
「SDGs未来杜市真庭」としては、経済・環境・

社会の 3 側面の自律的好循環の形成によって、中
山間地域の永続的な発展に向けた地方分散型のモ
デル地域を目指している。

ɾܦ済ɿ஍Ҭ資源を活用した「ճるܦ済」の֬立
木質バイオマス等の再生可能資源によるエネル

ギー自給率（以下「エネルギー自給率」という。）
100％達成、生ごみ等の有機廃棄物を利用した環

境保全型農業から生まれた農産物の地産地消など
により、市外に流失していたお金が市内で循環す
る「回る経済」を確立させる。

ɾ 環ڥɿΤωルΪʔの஍࢈஍ফ
～ΤωルΪʔࣗڅ཰1��ˋのୡ੒～
全国の平均的なエネルギー自給率が約15％であ

るのに対して、バイオマス発電所の稼働などによ
り、真庭市のエネルギー自給率は既に30％を超え
ている。木質バイオマスのほか、太陽光や小水力、
有機廃棄物などによる小規模な発電を組み合わせ
ることで、地域自給型のエネルギーシステムを構
築し、エネルギー自給率100％の達成を目指す。

ɾ 社会ɿ環ڥに഑ྀしたܦ済活ಈを͜͏ߦͱがで
͖るਓࡐのҭ੒
郷土に愛着を持ち、環境に配慮した経済活動を

持続的に行える人材を育成していく。

˗ॏ఺తۀࣄ
真庭市がこれらの好循環を目指すために特に力

3 ଆ面（経ࡁ・ࣾձ・環ڥ）
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を入れている事業は、次の 4 つである。

①「໦を使͍੾るਅఉ」ۀࣄ
ΞɽਅఉόイΦϚスൃిॴのՔಇ

真庭市は2014年にバイオマス産業都市として
国に認定され、2015年からは地元10団体の出資
により真庭バイオマス発電所が稼働した。発電所
の燃料にはチップ化した木材を使用し、発電能力
は 1 万kWで、年間約 2 万 2 千世帯分の電力を供
給している。

発電所の燃料となるチップの原料は、間伐後の
林地残材や製材の端材である。素材業者や製材業
者から、山に放置されていた未利用材や廃棄物と
して処分していた端材、樹皮を資源として買い取
ることにより、これまで無価値だったものが年間
14億円相当の価値を生み、市内に還元されるよう
になった。さらに、山林所有者にも 1 トンあたり

500円支払われる仕組を作り、これまでに約1.3億
円が山主の収入となった上、林地残材の整理が促
され、以前に比べ山が整備された。

発電所の売上高は、稼働 4 年目である平成30年
7 月～令和元年 6 月で年間約23.2億円に上り、市
内のエネルギー自給率は約32％となっている。ま
た、発電所や集積基地などのバイオマス関連事業
で50人以上の雇用が創出されるなど、地域経済に
大きく貢献している。

イɽ໦ࡐのधཁ֦大～$-5౳の活用～
CLTは、木材を利用した構造材のことで、2016

年 4 月にCLT関連の建築基準法告示が公布・施行
され、使用可能となった。近年ではCLTによる新
たな需要拡大にも取り組んでいる。

CLTは、工期を短縮でき廃材が少ない、軽量で
基礎の規模を縮小できる、CO2の排出量が少ない、
高い断熱性があるといった多くのメリットから、
従来の鉄筋鉄骨に代わる新たな構造材として注目
されており、真庭市でも、市内ホテルのほか、図
書館や市営住宅、保育園といった公共施設にまで
活用されている。

2019年には、2020東京オリンピック・パラリ
ンピックのメイン会場となる「新国立競技場」の
設計者として知られる建築家隈研吾氏の設計監修
により、真庭産のスギやヒノキがCLTの芸術品と
いもいえるパビリオンに姿を変え、東京（晴海）
で披露されており、木材活用の新たなシンボルと

ू積ج地

ਅఉόイΦϚス発ిॴ

パϏリΦン「$LT 1"3, )"36.*」
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なっている。今後、このパビリオンを真庭市内に
移築し、都市部との交流や文化拠点として活用す
るとともに、CLTに関する情報発信をしていくと
のことであった。

②「༗ػഇغ෺資源化」ۀࣄ
2014年に市内の民間事業者により、生ごみ等

を資源化し、ごみ処理費用の削減と有機廃棄物の
活用を目的とした協同組合が設立された。この組
合ではモデル事業として、市内の一部の家庭を対
象に生ごみの回収を行い、し尿・浄化槽汚泥とあ
わせて実証プラントでメタン発酵させ、年間
1,500トンのバイオ液肥にしている。現在、市民
に無料で配布しているほか、野菜や米の栽培に利
用している。

生ごみの分別収集を始めてから可燃ごみが約 2
割減少している上、メタン発酵の副産物であるバ
イオガスはプラントの電力として活用するなど、
環境面だけでなく、経済面でも好循環がみられ
る。

今後は生ごみの収集地域を全市に拡大させるた
め、本格プラントの建設を進めていく予定である。

ͪ·てみたくͳるɾॅΜでみたくͳるͬߦ」 ③
ͮくΓ」ۀࣄ
真庭市では、一級河川旭川沿いのサイクリング

ルートの整備や、自転車を活用した健康づくりな
どに取り組んでいる。排気ガスを排出しない自転

車を活用することで、健康や環境に配慮した観光
産業を進めている。

また、一般社団法人真庭観光局を中心に、真庭
市と連携して、バイオマス発電所や集積所、CLT
工場などのバイオマス事業関連施設を案内する

「バイオマスツアー真庭」を2006年から開催して
いる。このツアーは、バイオマス関連施設だけで
なく地域の取組全体を知る機会となっており、こ
れまでに 3 万人以上が参加している。

ᶆ「未来を୲͏ਓͮくΓ」ۀࣄ
環境に配慮した経済活動を行うことができる人

材を育成していくため、大学と連携し、教授や学
生による環境についての「出前講座」を市内の
小・中学校、高校で開催している。

また、2016年からは真庭市、地域住民、NPO
法人が連携して、真庭市にU・Iターンしたい人
や都市と農山村をつなぎたい人等を対象に、市内
の農山村エリアをフィールドとした、これからの
農山村の在り方とライフスタイルを模索する「真
庭なりわい塾」を開催している。この塾をきっか
けに、例えば、真庭市に移住しキャンプ場の管理
運営や多様な自然体験プログラムを企画する人も
いるなど、多彩な「なりわい」をつくる人々が増
えている。

その他、小学校やこども園・中央図書館を、豊
富な森林資源を活かした木造建築とすることによ
り、木の香りを身近に感じることができる学びの
場づくりを行っている。

（4） 今後の展望
更なるSDGsの推進に向け、真庭市では以下の

取組を進めていく。

①஍ҬϚイクϩάリουߏ૝
「地域マイクログリッド」とは大規模発電所の

電力供給に頼らず、地域でエネルギー供給源と消
費施設を持ち地産地消を目指す、小規模なエネルӷංのແྉ഑布
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ギーネットワークのことである。2018年 9 月の北
海道胆振東部地震による北海道エリア全域におよ
ぶブラックアウトをきっかけに、真庭市において
も、真庭市のバイオマス発電所で生産した再生可
能エネルギーを、大手電力会社に頼ることなく市
内で直接消費することができる仕組づくりに注力
することとなった。

国や電力会社、大学研究者、真庭バイオマス発
電所と検討を重ねた結果、できることから取り組
んでいくという考えのもと、今後は以下の 3 段階
に分けて取組を進めていくこととしている。
Ξɽ バイオマス発電所で作った電気を電気自動車

に蓄え、災害等による停電の際に避難所へ輸
送する体制を整える。

イɽ バイオマス発電所から市内の変電所に電力を
供給するシステムを整備する。

΢ɽ 木質バイオマス発電所を新たに増設し、市内
の電量をすべて再生可能エネルギーで賄える
ようにする。

上記の取組と並行し、バイオマス発電の燃料と
して、主流の針葉樹に加え、天然の広葉樹の活用

を模索していく。

②ਅఉSDGsԁ୎会議の։࠵
SDGsの理念、目標を理解し、真庭市が目指す

SDGs未来杜市の実現に向け、真庭SDGsパートナ
ーに登録した市内外の企業や団体、個人からなる
円卓会議を2019年10月27日に設立し、官民挙げ
てSDGsに取り組んでいる。この会議は、構成員
自らが可能な取組を積極的に実行し、その取組を
広く周知することや、構成員同士の連携により、
取組の効果を一層広げることを目的として、年 1
回程度開催している。真庭SDGsパートナーには、
2020年 8 月末現在で150団体、15個人が登録し、
環境、教育、福祉、医療、産業といった、あらゆ
る分野のステークホルダーが参画しており、中に
は未来を担う高校生もいる。

૝ߏκʔϯڀݚҭڭஙݐɾ໦଄ࡐɾ໦ۀྛ ③
真庭市は、木の伐採から加工、建築まで一連の

流れを学べる「林業・木材・木造建築教育研究ゾ
ーン」の創設を目指し、2020年 7 月 2 日、岡山大

ਅఉSDGsԁ୎ձٞ
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（5） おわりに
SDGsは行政の取組だけで達成できるものではな

く、市民活動として、市民一人ひとりが意識し実践
していく必要があることから、真庭市はSDGsパー
トナー制度、円卓会議など、行政主導の事業だけ
でなく、今後は市民自らが行動するための仕組づく
りや意識づけの手法を考えていくこととしている。

また、経済、社会、環境の 3 側面に関し、真庭
市では特に経済、環境については、木材産業や地
域循環共生圏への取組により市が抱える課題解決
において進んでいる状況である。今後は、「共生
社会」に向け、より「ひと」を起点とした政策を
もう一歩前進して考えなくてはいけないと市の担
当者は語る。

真庭市は、上記のような取組を進め、自律的好
循環を形成することで、地域の魅力を向上しつ
つ、人口が減っても地域に幸せを感じ、市民が安
心して暮らすことができる、日本の中山間地域の
永続的繁栄のモデルを目指している。SDGsの目
標達成は2030年とされているが、世界の持続可
能な開発に終わりはない。SDGs未来都市である
真庭市は、今後も長期的な視点で中山間地域の永
続的な繁栄を目指した、人と環境にやさしい「杜
市」づくりの実現に努めていく先進地である。

学や隈研吾氏（特別招聘教授）、県農林水産部、
真庭地区木材組合等との検討委員会を設立した。
豊かな森林資源や木材産業の集積した真庭市の強
みやポテンシャルを活かすべく、産官学連携を進
め、大学の教育研究機関や国・県の研究機関の設
置を推進することで、教育はもちろん、地域・ま
ちづくりや経済への効果につなげていくことを目
指している。

ᶆ஍Ҭのಈ͖
SDGsの推進には市だけでなく、市民一人一人

が意識し、自らの暮らしや行動を少しずつ変えて
いくことが必要である。リサイクルや電気をこま
めに消す、地元の食品を食べる、近所の子どもや
お年寄りのことを気にかけるなど、意識していな
くても日常的にSDGsに通ずる考えを実践してい
る人は多く、このような行動を継続していくこと
が大切である。

最近では市内のNPO法人がSDGsをテーマとし
た啓発キャンペーンを行うなど、民間のイベント
も実施されている。また、地元高校生がケーブル
テレビでSDGsを題材とした番組を制作・放送し、
SDGsの大切さを発信しており、若者を中心に
SDGsが浸透してきている。その他、中央図書館
ではSDGs関連の文献のコーナーを設けるなど、
市民がSDGsに関心をもつきっかけづくりを行っ
ている。

●人　口：44,527人（令和 2 年 5 月 1 日現在）
●面　積：828.53㎢
●連絡先：Ԭࢁ県ਅఉ市૯߹政策෦૯߹政策課

TEL　0867︲42︲1169
63L IttQs���XXX.DJtZ.NBOJXB.MH.KQ�

Ԭࢁ県ਅఉࢢ地域の概要

〈執筆者〉�地域活性化センター�企画グループ�
ງҪ�ྰل（෋ࢁ県ೆ౑市から派遣）
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（1） はじめに
西粟倉村は岡山県最北東端に位置し、江戸時代

には参勤交代に使われた因幡街道沿いにある人口
1,440人の村である。面積5,797haのうち5,491haが
森林で、その約84％が間伐等による長期的な森林
の管理が必要となるスギ・ヒノキの人工林である。

西粟倉村は「平成の大合併」で合併ではなく、
「自主自立の道」を選択した。主軸になる産業も
ない中、平成16年から 3 年間、「地域再生マネー
ジャー事業」を活用して外部の専門人材を登用
し、村の将来像や産業、経済の活性化について住
民、行政、企業が協働して検討を重ねた。

そこで、地域で一番重要な資源は“森林資源と
人の良さ”と考え、20世紀型の大量生産・大量消
費型モデルではなく、小さい村なりの“身の丈に
合った”雇用と経済をつくることにより持続可能
な村になれるとの結論に至った。

この結論に基づき「百年の森林事業」や、「ロ
ーカルベンチャースクール」などの取組を実施
し、平成23年と対比すると、平成31年には人口
の社会増を達成し、中学生までの子どもの数が約
20%増加するなどの成果をあげたが、より一層持

続可能な村となるために新たな産業の創出が必要
と考えている。

そこで、ローカルベンチャーが生まれ育つ環境
や経済コミュニティを構築し、2030年に向かって

「生きるを楽しむ」をキャッチコピーに、更なるヒ
ト・コト・カネの流動を巻き起こす施策を展開して
いる。これによって、地域に暮らす人たちが各々の
役割を担い、楽しみながら暮らすことのできる「百
年の森林に囲まれた上質な田舎」を目指している。

（2） 取組のきっかけ
① ୯ಠ࣏ࣗମͱして࢒る͜ͱをܾΊたଜの「ඦ೥

の৿ྛߏ૝」
西粟倉村は、立派な100年生の森林に囲まれた

「上質な田舎」をつくるため、これまでの約50年
間に育ったスギ・ヒノキの人工林を放置するので
はなく、更に50年先を見据えた森林管理を進める

「百年の森林構想」を平成20年に着想した。
この構想では、100年生の森林に囲まれるとい

った50年後のあるべき姿を設定し、村が所有者か
ら森林を10年間預かり所有者の負担なく整備する
こと、また、ベンチャー企業である株式会社西粟

事例紹介 9

੢҄૔ଜは、খ͞いଜなりの l਎のৎに߹ったz ൫とした持続可能なଜجをࡁと経༺ޏ
を໨ࢦし、「ඦ年の৿ྛ構૝」を立てた。構૝をもとに環ڥの整උがਐみ、·た、構૝に
育や෱ڭ、化している。ۙ年ではੑ׆がࡁがੜ·Ε、経༺ޏ業によってىしたए者のײڞ
。循環が૑ग़͞Εている޷ଆ面のࡾձのࣾ、ࡁ経、ڥ業もੜ·Ε、環ࣄなͲのࢱ

本稿では、持続可能なଜの実現に͚޲た੢҄૔ଜのํ͑ߟ、取組の経Ңを·とΊるとと
もに、ޙࠓͲのよ͏に「ඦ年の৿ྛにғ·Εた্࣭なాࣷ」を໨ࢦすかを紹介する。

「ඦ೥の৿ྛߏ૝」かΒ
「ੜきるΛָ͠Ή」΁

～ͩれͻͱΓ、औΓ࢒ ͳ͍͞஍ํ૑生のऔ૊～

（Ԭࢁ県੢҄૔ଜ）
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倉・森の学校と連携し、間伐材に付加価値をつけ
て販売することにチャレンジした。

将来の姿にとどまらず、その実現のためのスキ
ームを示したことで、森林施業を担う事業者や、
間伐材に付加価値をつけて販売する事業者が不足
するなど、実現に向けて人材不足を解消する必要
があることが明らかとなった。

人口約1,500人の村による持続可能な村を目指し
た構想で、将来の森林の姿や、若者が村で活躍で
きる姿を示したことにより、地域での起業を目指す
若者の間に共感が生まれ、起業するのであれば

「『百年の森林構想』に挑戦している西粟倉村で」と
いう若者を集めたのである。この結果、森林整備事

業や木製品を製作する事業など林業・木材産業で
10社が起業し、約120名の新規雇用を創出している。

また、林業従事者の増加に伴い森林整備で搬出
された未利用木材など豊富な資源を利用し、間伐
未利用材を利用する薪ボイラ―の温泉施設への導
入や、公共施設への温水の供給により暖房・給湯
を行う地域熱供給システムの構築、避難施設の電
力を自給可能とする木質バイオマス発電施設の建
設など、低炭素社会の取組にもつながっている。

② ৽たͳ資源活用を΋たらす「ϩʔΧルϕϯνϟʔ
スクʔル」
西粟倉村は、百年の森林構想に共感した様々な

プレーヤーの増加を契機に、起業を政策的に推し
進めるため「起業＋移住」をコンセプトとした

「ローカルベンチャースクール」（以下「スクー
ル」という。）を平成27年から開始した。ローカ
ルベンチャーを「地域にある、まだ活用されてい
ない資源を価値に変え、地域に新たな経済や暮ら
しの豊かさを創造する起業者」と位置付け積極的
な育成を行っている。

スクールでは、村を拠点に起業できる事業計画
を募集し、 1 次選考を通過した計画にはその内容

ඦ年の৿ྛ構૝の֓ཁਤ（現在）

όイΦϚス発ిॴのνップサイϩ（౤ೖ口）
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に合わせて地域内外のキーパーソンや専門家も加
わり、計画の完成度を高める。応募者が移住要件
に合えば、地域おこし協力隊制度などを活用し、
4 年目に起業を目指す制度である。
当初は村単独で進めていたが、単独自治体での

実施には限界があると考え、平成28年からは地方
創生推進交付金を活用して全国 9 自治体及び東京
のNPO法人ETIC.と協働して進めている。中間支
援事業者のプログラムを活用し、地域で起業する
基礎を学ぶことによって、より地域に根差した事
業の提案が可能となった。

この支援制度では、西粟倉村に住む間に起業を
志す受講生が「自分が本当にやりたいこと」の発
見と「自己実現」を重視しており、薪ボイラーの
管理を行うエネルギー事業者など令和 2 年度まで
に起業したローカルベンチャーは45事業となった。

西粟倉村は、これまで環境を整備し、スクール
の取組により経済を発展させてきたが、林業中心
の産業に傾注した取組となっていた。

また、百年の森林構想に基づき集約した森林面
積は約 5 割程度にとどまっており、地形的な制約
があるうえ、森林所有者が遠隔地に居たりするこ
と、小規模な森林所有者が散在するなどから作業
路網が整備できず放置されたままの森林の存在も
課題となっている。そこで、これらの課題に対応

し、環境・経済・社会の三側面の好循環を生み出
すよう、次の事業を実施している。

（3） 取組内容
①஍ํ૑生推進൝の設ஔ

西粟倉村は、平成29年に役場内の横断チームと
して「地方創生推進班」を設置した。班では、10
年が経過した「百年の森林構想」について、次の
10年の指針となる「生きるを楽しむ」というビジ
ョンの着想や、その具体化のためのシンボルプロ
ジェクトの策定を、官民連携により民間の知恵や
技術を導入し進めている。

これは、▽地域課題をITやロボット技術によっ
て解決する研究所▽Iターンの移住者など共働き
する世代のためのお母さんが心安らぐプロジェク
ト▽西粟倉村には高校がなく、高校進学で村外に
出るまでに自ら考える力を養うためのこども未来
アカデミーなど、職員が考えるありたい将来の姿
を実現するために企画したものである。

村はこれらの課題を発信し、解決策を求めた。
それに共感したスクールの参加者など、地域で起
業したいと考える者たちとの協働によりアイデア
を考え、仮説検証を重ねながら実証実験を行い、
次の 3 つのプロジェクトが正式に事業化された。

地ํ૑ੜਪਐ൝の֓ཁਤ
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ア．企業や大学と連携し、地域課題解決にIT・ロ
ボティクスなどを活用し事業の創発に取り組む

「一般財団法人むらまるごと研究所」の設立
イ．一般社団法人Nestと協働し、学校と地域が一

体となった教育体系の構築
ウ．一時託児や病児保育など地域ボランティアに

よる子育て支援体制の整備

新たな事業を立ち上げるにあたって、村では、
教育・福祉など内需型の起業は村の規模では安定
した経営とならないため、都市部または他拠点で
の事業をベースにしながら、村において事業展開
することで経営を安定させることが重要と考えて
いる。移住・定住にこだわらず、都市部と地方の
多拠点化も視野に入れることによって、より一層
多様な分野への広がりが期待される。

②ϩʔΧルϥイϑɾϥϘ
スクール応募者の中には、何かを始めたいが地

域資源に関する知識が無いため、西粟倉村で実現
したい事業計画をすぐに立案できない者も多く、
平成29年に「ローカルライフ・ラボ」を新設し
た。これは、西粟倉村で起業を目指すが、地域資
源や人とのつながり、文化を深く知らないために
事業計画の立案に至っていない者を 1 年間研究員

として採用する制度である。
2 年目からはスクールへの移行を目指すが、地

域の企業に就職し、企業の「右腕人材」として働
くことも可能である。地域に住むことで自分の生
き方や実現したいことを見つけ、コーディネータ
ーや村の伴走を受けながら形にする、いわば「農
耕型」の仕組みと言える。また、ローカルライ
フ・ラボも地域おこし協力隊の制度を活用し、令
和 2 年度は36名が協力隊として活動している。

地域で 1 年間過ごし地域の資源を知るからこ
そ、事業の芽に気づくことが可能となり、より地
域に根差した事業の計画ができる。前述した地方
創生推進班の取組と相まって、ローカルベンチャ
ーとして起業する産業が、これまで中心だった林
業・木材産業から、教育・福祉など多様な分野へ
と広がっている。

③ ৿ྛ৴ୗۀࣄͱ৿ྛ3& DFsJHO
現在、森林所有者の 3 割が村外在住者で、今後

も相続により都市部の所有者の増加が見込まれる
上、森林管理に無関心な所有者も多いことから、
森林の荒廃が懸念される。

そこで西粟倉村は、株式会社百森の創業を支援
し、村が行ってきた森林管理事業を民営化すると
ともに、三井住友信託銀行・住友林業株式会社と

ϩーΧルϕンνϟーとしてى業する·でのϑϩーਤ
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連携し、平成30年度末から森林信託事業を実施し
ており、令和 2 年度には第 1 号となる利用者が現
れている。

この森林信託では、次のような流れで森林を引
き受け、整備を行う。

ア．森林所有者が三井住友信託銀行（受託者）に
森林を預託し、受託者は株式会社百森に森林整
備を委託する

イ．受託者は適正な森林管理の義務を負い、木材
販売収益を森林所有者に支払うとともに、森林
所有者の固定資産税を代行して村に納付する

ウ．村は株式会社百森に施行負担金を支払い、所
有者に代行して信託手数料等を受託者に支払う

エ．森林所有者は、収益が発生した場合に村が代
行した信託手数料を支払う

森林所有者は森林整備費用と年々の固定資産税
の負担が軽減され、また信託の性質上、所有者が
死亡した場合は相続者への受益権の移行で済むた
め、相続手続きが容易となる。

西粟倉村の根幹となる森林資源について、前述
した森林所有者に関する問題に加えて、山頂部や
河川沿いの地形的制約から経営が困難な森林もあ
る。村の全ての森林を整備し、木材生産を行うこ
とは現実的ではない。

そこで西粟倉村は、地理的条件が良く経営に適
する森林（経済林）を重点的に整備し、経営に適
さない森林は人工林から自然林に転換するなど、

村全体の森林生態系の見直しが必要と考えた。諸
条件を考慮の上、経済林、自然林に加えて民家近
くに存在する里山林と森林の機能を 3 つに分化す
ることによって森林経営エリアの最適化を図り、
地域の特徴に応じた山林経営を目指す、森林の再
構築（RE Design）を行っている。

森林価値を最大化し、環境、経済、社会の三側
面を循環させる上で根幹となる森林資源を一層発
展させることにより、更なる三側面の好循環の創
出を目指す。

（4） 今後の展望・課題
西粟倉村は、森林RE Design（再構築）により

森林生態系を再構成し、森林価値の最大化を目指
している。将来の姿を見据えたときに、経済林で
はいかに搬出コストを下げるか、経営に適さない
森林では伐採後は自然萌芽により自然林化を狙う
のか、もしくは新たなビジネスを展開するのかな
ど、地域ごとの活用手法を考えなければならない。

西粟倉村は森林の活用において、方針に説得性
を持たせ、若者たちの起業につながる共感を得る
ためには、森林に関する調査・研究のデータから
根拠を持ったビジョンを伝えることが重要と考え
ている。そのためには専門的な知識を持つ主体と
の関係性が必要となる。

ただ、村のみで新たなつながりを創出すること
は困難であるため、その役割を担う組織として期
待されているのが一般財団法人むらまるごと研究
所である。村が個別に扱っていたデータについ

「৿ྛ3E DFsJHO」の֓ཁਤ
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害虫に負けない食物を生み出す技術

（5） おわりに
西粟倉村は、SDGsという言葉が叫ばれる以前

から村の持続可能性に危機感を持ち、「百年の森
林構想」を着想し施策を展開してきた。環境をは
じめとして、経済、社会の地域循環を生み出した
考え方・取組はまさにSDGsそのものと言える。

構想では、放置された森林の管理には外部の者
の力が必要なことを示し、スクールにおいても、
起業を志す受講生が「自分が本当にやりたいこ
と」を見いだすとともに、「自己実現」の支援に力
を入れるなど、「人のつながり」を重視している。

行政のみでの課題解決が困難なことにいち早く
気づき、課題解決を目指したステークホルダーと
の関係性の構築が、西粟倉村にこれまでの成果を
もたらした理由だと考えられる。

総花的で大きすぎる目標ではなく、小さい村な
りの“身の丈に合った”取組を実施すること、

「人とのつながり」を重視し、村外の多様な人と
創発的な関係の中で雇用と経済をつくることが西
粟倉村の根幹を支える考え方であり、持続可能な
地域を目指す全国自治体においても重要な視点と
なるのではないだろうか。

〈執筆者〉�地域活性化センター�企画グループ�
ౢా�୓࣮（෱Ҫ県から派遣）

て、研究・情報のプラットフォームを形成し、オ
ープンデータ化により 2 次利用を可能とすること
で、大学・企業が地域で研究を行えるようマッチ
ングを狙い、新たな調査・研究・ビジネスの種と
することを目指している。

森林経営に適さない自然林について、伐採後の
土地でのバイオインフォマティクス（生命情報科
学）（※）を活用した里山農業や、グリーンツー
リズム等の新しい森林ビジネスの起業を目指して
おり、これらの新たなビジネスの展開に必要とな
る資金調達が課題となっている。

西粟倉村はこの課題に対して、森林ファンドの
組成など投資家を呼び込む仕組みづくりを検討
し、「お金にひも付く関係人口コミュニティ」の
構築により、西粟倉村のファンとなってもらうこ
とで「西粟倉村へ関わる関係人口拡大」へつなげ
ることを目指している。

投資を呼び込むには、村の取組について根拠を
持ったビジョン、共感が重要であり、前述したむ
らまるごと研究所との協働による新たな関係人口
の創出が、課題解決の核になると期待される。

小さい村でありながら環境、経済、社会の好循環
を生み出し、持続可能な村を目指すその取組から、
西粟倉村は令和元年度のSDGs未来都市（SDGsモデ
ル事業）に選出されており、ESG投資を実践する起
業家たちからの共感も得られるのではないだろうか。
※　情報の活用により品種改良を加速させ、気候変動や

●人　口：1,444人（令和 2 年 3 月຤現在）
●面　積：57.93㎢
●連絡先：Ԭࢁ県੢҄૔ଜ地ํ૑ੜਪਐࣨ

TEL　0868︲79︲2111

Ԭࢁ県੢҄૔ଜ地域の概要
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（1） はじめに
長崎県壱岐市は、九州本土と朝鮮半島間にある

玄界灘に浮かぶ総面積139.42㎢、人口26,136人
（令和 2 年 4 月30日時点）の島全体で 1 つの市を
形成している。農業や水産業等の 1 次産業が盛ん
であり、壱岐牛、米、アスパラガス、イチゴ、ウ
ニ、イカ、マグロが特産である。また、麦焼酎発
祥の地としても知られ、「壱岐焼酎」は世界貿易
機関（WTO）により知的所有権の一つである、

地理的表示が認められている。
市内にある弥生時代を代表する原の辻遺跡は、日

本最古の船着場跡や住居跡などから魏志倭人伝に
記された「一

い

支
き

国
こく

」の王都であったとされ、国の特
別史跡に指定されている。古代より海上交易の要衝
であり、中継貿易の拠点や迎賓地として栄えた。海
岸一帯は壱岐対馬国定公園に属し、透明度の高い
海を臨むビーチや猿岩をはじめとする景勝地、1,000
を超える大小の神社や祠が点在しており、こうした
地域資源を活かした観光業にも力を入れている。

事例紹介10

཭島に͋ってগྸߴࢠ化や人口減গなͲの課୊がݦஶで͋るұذ市では、経ࡁ発展とࣾ
ձ的課୊のղܾを྆立ͤ͞ることがで͖るSPDJFtZ5.0で実現したいະདྷの࢟をඳ͖、行政
͚ͩはな͘民ؒ企業や地域住民なͲの多様なステークホルダーとのlର࿩zを௨͡て住み続
͚らΕる·ͪͮ͘りをڞ૑している。ͦこでは、"*や*T、*PTٕज़を࢖ۦしながら、 6 ࣍
ଶをੜみग़していܗ業の࢈市になかった৽たなذ業化やϫーέーシϣンなͲこΕ·でұ࢈
る。·た、طଘࣄ業をݟ௚し৽たな取組にνϟϨンδし続͚ていることから、地ํ૑ੜの
先ਐ࣏ࣗମとして஫໨͞Ε、数多͘の٬࡯ࢹが๚Εるよ͏になり、·たؔ係人口やҠ住者
が૿加して͖ている。

本稿では、۩ମ的な取組をަ͑ながら、ұذ市のSDGsへの取組಺༰について紹介する。

ͻと・ と͜・΋の͕ͭͳ͕るౡ「ұذ」
～ұذでで る͖ͳらͲ͜ で΋で る͖ʂ～

（௕崎県ұذ市）

ܠ෇ۙの෩ߓϊӜڷ 市಺の೶業地෩ܠ
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（2） 取組のきっかけ
壱岐市では、平成27年10月に「壱岐市まち・ひ

と・しごと創生人口ビジョン・総合戦略」を策定し、
少子化対策、移住・定住促進、子育て支援及び農
業、水産業等の産業振興を施策の中心に据えた。ま
た、平成29年 4月の有人国境離島法施行に伴い航
路・航空路の運賃低廉化が実現し、農水産品や原
材料の輸送コストの軽減が図られたことから、滞在
型観光の推進、雇用機会の拡充に取り組んでいる。

同市では元々、住民参加による地域づくりがあ
まり行われていなかったことから、上記施策を推
進するにあたり、“対話”を通じた住民との地域
課題の解決を目的として、平成27年度から富士ゼ
ロックス株式会社の協力のもと「壱岐なみらい創
りプロジェクト」を実施している。

SDGs未来都市へのエントリーのきっかけは、

全国離島振興協議会会長を務めていた市長の思い
だった。壱岐市内でのSDGsの認知度を向上させ
るとともに、SDGs達成に向けて壱岐市が率先的
に取り組んでいくべきという強いリーダーシップ
のもと、それまで実施していた対話型プロジェク
トにSDGsの手法を取り入れ、離島のモデル地域
となることを目指した。

そして、未来の姿から逆算して現在の施策を検
討するバックキャスティングの思考によって、行
政と住民が夢を描きながらワクワクした気持ちで
地域づくりに取り組むことを目指している。

（3） 取組内容に͍ͭͯ
①*OEVsUSZ4��をۦ使した৽たͳ � 化Ϟσルۀ࢈࣍

ۀࣄஙߏ
壱岐市では2030年の将来像として、以下の 4 点
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より、一人一人が快適で活躍できる社会「壱岐活
き対話型社会「壱岐（粋）なSociety5.0」」を目指
している。

Ξɽ2000年続く交流・対話の島の歴史を未来へつ
ないでいく

イɽ先端技術を積極的に取り入れ、少子高齢化等
の社会的課題解決と基幹産業である 1 次産業を
中心とした経済発展を両立させる

΢ɽリアルとバーチャルを掛け合わせ、様々な人
や情報がつながることでイノベーションを起こ
し続ける

Τɽあらゆる課題に対応できるしなやかなさを持
たせる

このような社会を目指すためのモデル事業が、
「Industry4.0を駆使した新たな 6 次産業化モデル
構築事業」である。第 1 回SDGs未来都市に選定
された多くの自治体が環境未来都市型であるのに
対し、壱岐市は離島であることから多くの人が住
み続けるためには経済循環の効率化が必要である
考えから、経済面に重点を置き、社会面及び環境
面は持続可能な経済を創ることを補完するものと
して取り組むこととした。

この結果、平成30年度にSDGs未来都市及び自
治体SDGsモデル事業に選定され、SDGs先進自治
体としてトライ＆エラーを繰り返しながら、様々
な事業に取り組んでいる。

上記のモデル事業については、壱岐市、壱岐市
観光連盟、富士ゼロックス株式会社、福井コンピ
ュータアーキテクトの 4 団体で設立した「一般社
団法人壱岐みらい創りサイト」が中心となり、壱
岐テレワークセンターを拠点に取り組んでいる。

②೶ۀʷテクϊϩδʔが生み出す「スϚʔτ೶ۀ」
壱岐市では、基幹作物であるアスパラガスの栽

培から収穫、仕分、輸送、加工、販売までの各工
程にIoTやAIなどの最新テクノロジーを組み込む
ことで、2030年にあるべき6 次産業化の姿を目標

に据えながら、それをできるだけ早期に実現し、
スマート農業のモデル自治体となるとともに、ア
スパラガスをブランド化することを目指している。

アスパラガスは収益が大きいものの、その栽培
には非常に労力を要する作物である。そこで、持
続的な栽培を可能とするため労力削減にAIを活用
した。

アスパラガスは通常 1 農家で複数のハウスで栽
培をしていることから、水やりが大きな負担とな
っている。そこで、スマート農業システムを開
発・提供している株式会社オプティムと共同し、
最適なタイミングで自動かん水する「自動かん水
システム」の開発に取り組んでいる。しかし、ア
スパラガス栽培は日本での歴史が浅く、研究デー
タも少ないことから、令和元年度はまず栽培にお
ける環境データ等の収集及び分析を行った。その
データから仮説を立て、令和 2 年度は実際の農家
の協力のもとで、AIに作業工程等を学習させてか
ん水を自動化するシステムを導入し、年度内のシ
ステム完成を目指している。

完成した「自動かん水システム」は、令和 3 年
度以降、株式会社オプティムが全国的に販売展開
することで日本全体のスマート農業化及び農業を
主要産業としている地域の経済の自律的好循環に
つなげたいとして、壱岐市はモデル自治体として
広報の役割も担っている。

③ର࿩から未来を生み出す「ұذͳみら͍૑Γϓ
ϩδΣクτ」
壱岐市は、平成27年10月、富士ゼロックス株

式会社・富士ゼロックス長崎株式会社（以下「富
士ゼロックス」という。）と「壱岐なみらい創り
プロジェクト」についての連携協定を結んだ。こ
のプロジェクトは、富士ゼロックスの支援により
子どもから高齢者まで幅広い世代の住民が主体と
なり、対話を通じて新しい未来を共創していく活
動である。

富士ゼロックスは、東日本大震災の復興支援を
きっかけに岩手県遠野市と連携し、同市が抱えて
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いる少子高齢化やまちの活性化等の課題に取り組
み、相互に新たな価値を創造していくことを目的
として、対話を通じたまちづくりを実践してきた。

一般的にはコピー機を扱う会社という印象が強
い富士ゼロックスだが、コミュニケーション重視
を会社の基本理念に取り入れており、同社のコミ
ュニケーション技術研究所が考案した独自の技術
を活用して産学官民が連携し、知恵を出し合う場
づくりを行っていた。この遠野市の取組を視察し
た壱岐市長が、同様の取組を実施したいと考えた
ことがきっかけとなった。

このプロジェクトには、住民同士の対話による
戦略テーマの設定と、官民協働による離島振興モ
デル創りという二つの目的がある。対話の場とし
て、住民自らが市の未来を考える「壱岐なみらい
創り対話会」がスタートし、現在は「SDGs対話
会」（以下「対話会」という。）に名称を改め、市
民自らがSDGsを考え、実践するマインドが醸成
できるよう、SDGsコミュニケーションインフラ
としての確立を図っている。

平成27年度から対話会を始め、現在は年 5 回の
対話をとおして、住民の“未来のためにやりたい

こと”が創出されている。実施当初から令和元年
度までの 5 年間で累計2,131名の参加、42テーマ
での発案があり、そのうち壱岐テレワークセンタ
ーの設立や市内神社巡りルートの設定など30テー
マが実現している。各回50～100名程度が参加し、
その半数を高校生が占めており、市の未来を真剣
に考える若い世代の声を反映するとともに、幅広
い年齢層での対話による共創の場となっている。

この対話会をきっかけに地方創生を専門とする
学部のある大学へ進学し、将来は市役所に入りた
いと言う高校生が出てきたほか、市のSDGsの取
組に自ら関わりたいという思いから島外出身者が
市に移住して市役所に入庁するケースもあり、対
話会は若い世代への人材育成に寄与し、市全体の
活性化につながっている。

令和 2 年度はこのプロジェクトから派生した新
たな取組として「みらい創りプロジェクト2.0」
を実施している。市の未来を担う高校生の人材育
成を目的に壱岐高校と連携し、イノベーション人
材育成プログラムとして壱岐高校内に部活動を創
設した。通年プログラムとして、中長期的に効果
的かつ継続的に行えるよう「総合的な探求の時
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間」の授業と連携していくほか、教職員の参画も
検討している。当該部活動には現在25名の生徒が
入部し、市の未来について、「一人旅でも壱岐を
楽しんでもらえるよう、地元の人とつながれるオ
ープンチャットを開始する」、「閑散期である冬も
壱岐を楽しんでもらえるように、島ヒュッゲを開
発する」など 5 テーマを提案し、その実現に向け
て市や企業のバックアップを受けながら部員みん
なで日々取り組んでいる。

ᶆұذテϨϫʔクηϯタʔ
平成27年度に実施した第 1 回の対話会におい

て、市の遊休施設を活用した交流スペースづくり
というテーマが出され、総務省ふるさとテレワー
ク推進事業及び地方創生拠点整備交付金事業を活
用し、富士ゼロックスと連携して平成29年度に壱
岐テレワークセンターを整備した。

整備にあたっては、史跡の国宝で国特別史跡に
指定されている「原の辻遺跡」の収納倉庫（敷地
面積約600㎡）をリノベーションし、 3 分の 2 を
テレワークセンター、 3 分の 1 を市民が使えるコ
ミュニティスペースとした。

壱岐市は市内全域に光ファイバー網が張り巡ら
されるなど、テレワークに適した環境であるた
め、「実りの島、壱岐」の歴史・自然・グルメの
魅力を活かしたリゾート型テレワーク（ワーケー

ション）をコンセプトに、福岡県を中心とした都
市圏の企業や壱岐市民及び市内企業にテレワーク
センターなどの施設を提供、一般社団法人壱岐み
らい創りサイトが施設管理しながら、併せて
SDGs推進拠点としても活用している。

施設内はサテライトオフィス、フリーアドレス
席のほか、子どもの遊び場やサークル活動等に利
用できるコミュニティスペースを併設している。
また、同施設から少し離れた場所に、利用者向け
の短期滞在型住宅（シェアハウス）を建設し、ワ
ーケーションの誘客を加速化させている。その結
果、平成29年10月のオープン以来、毎月200名以
上の利用が続き、令和元年 8 月時点で累計5,500
名以上がこの施設を利用している。この取組が評
価され、令和元年度には一般社団法人日本テレワ
ーク協会が主催している「第20回テレワーク推進
賞」において自治体最優秀賞を受賞した。

（4） 今後の展望 ʙະདྷの೔ຊの͋る
΂き࢟ΛlұذzかΒʙ

①SDGs未来౎ࢢから「スʔύʔシテΟ」へ
SDGs（Society5.0）、みらい創りプロジェクト

（市民協働）、テレワーク（官民連携）をベースと
し、更に進化・深化させて、市民のみならず全国
及び世界の人々が住みたいと思う未来の島の姿を

テϨϫークセンター（ϑリーΞυϨス੮） コミϡχテΟスϖース
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きる」と他の地域にも希望を持ってもらえるよう
な、全国のベンチマークモデルとなるのが目標だ。

（5） おわりに
SDGsモデル事業を通して、令和元年度は約30

自治体、企業約60社、大学約10校が壱岐市内へ
視察に訪れ、島内の活性化に加え、観光誘客や移
住者の増など徐々に経済効果が生まれており、人
や企業を中心として経済・社会・環境の持続可能
となるような好循環を着実に生み出している。

これは、何より“人”を思い、人との“つなが
り”を一番に考えながら実施してきたこと、そし
て策定した事業計画をそのまま取り組むだけでは
持続可能な地域にはなりえないと考え、常に事業
を見直し、発見した課題に対する新たな事業への
転換など、市の未来を考え、取り組み続けた結果
である。

市だけではなく、日本全体を持続可能な社会に
するにはどうすればよいかを念頭に入れながら事
業展開する姿は、これからの自治体運営及び地域
づくりのあるべき姿だと思う。

今後、SDGs未来都市からスーパーシティ構想
への飛躍に向け、どのような“ワクワク”を生み
出していくのかとても楽しみである。

創るため、今後は「スーパーシティ構想」への取
組を検討している。2030年の将来像に向け、自然
というリアルと都会というバーチャルを掛け合わ
せた社会を目指し、ともに歩んでいける企業と市
の未来を共創していく。

②ұذでで͖るͳらͲ͜で΋で͖る
壱岐市は、計画におけるKPI（重要業績評価指

標）の達成だけでなく、SDGsの『誰一人として
取り残さない』という理念を大切にし、モデル事
業を進めていくプロセスの中で生まれる様々な人
との出会いやそれにより創発される事柄からの学
びの大切さを重視している。

一般社団法人壱岐みらい創りサイト事務局長の
篠原氏は、「行政と企業が契約の範囲内だけで仕
事をする時代は終わり、どこまでお互いが未来の
ことを考えて取り組んでいるかを重視する時代に
なり、相互が真剣に取り組める関係性を築いてい
くことが事業の持続化につながる。それが難しい
のであれば、無理に事業を続けていく必要性はな
い」と語り、今後については、「企業を介して、全
国の様々な自治体とつながっていきたい。物理的
に距離が近いから連携するのではなく、遠くても
共通した思いを持った自治体と連携して、ともに
サスティナブルな未来を描いていきたい」と、人
とのつながりを何よりも大切にしている。市のモ
デル事業を通して「壱岐でできるならどこでもで

●人　口：26,136人（令和 2 年 4 月30日現在）
●面　積：139.42㎢
●連絡先：௕崎県ұذ市૯຿෦SDGsະདྷ課

TEL　0920︲48︲1137

௕崎県ұࢢذ地域の概要

〈執筆者〉�地域活性化センター�企画グループ�
઒ా࣮׮�（੨৿県藤崎町から派遣）
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（1） はじめに
小国町は、九州のおおよそ中央、熊本県の最北

端にあり、世界一といわれる阿蘇カルデラの外輪
山から大分県へと向かうなだらかな傾斜地に位置
している。総面積約137㎢のうち約78％を山林が
占め、標高300mから800mの間の高冷地帯にある
ため、夏も涼しい。また、年間を通した降水量は
2,300㎜と多雨多湿でもある。

さらに、阿蘇～久住地域に分布する火山帯に隣
接していることから、豊富な温泉資源や全国有数
の賦存量と推定される地熱資源を有している。

産業では、小国町の象徴でもある「小国杉」を

活かした林業や、濃厚な味で有名なジャージー
牛、ダイコン、キュウリ、ホウレンソウ等高冷地
野菜を生産する畜産農業が行われている。また

「杖立温泉」「わいた温泉郷」や、滝を裏側から眺
めることのできる「鍋ケ滝」など豊かな自然を活
かした観光業が盛んである。

新紙幣千円札の肖像画に採用された世界的細菌
学者・北里柴三郎博士の出身地でもあり、北里柴三
郎記念館は新たな観光の目玉として注目されている。

（2） 取組のきっかけ
①小国町がSDGsに取り組むことになったきっ

事例紹介11

人口7,000人にຬたないখ͞な町がSDGsະདྷ౎市にબఆ͞Εる·でには、地域の課୊
にରしてࣗ分ࣄとして͖޲߹って͖たྺ࢙が͋る。

本稿では、খ国町がSDGsະདྷ౎市としてબఆ͞Εる·での取組から現ঢ়に͓͚る課
୊、͞らにはޙࠓの展๬について紹介する。

খͳりと͍ࠃ Ͳ͑΋ɺ住٢͠のࠃͳり
～஍೤ͱ৿ྛを活かした஍Ҭ՝୊へのऔ૊につ͍て～

（町ࠃຊ県খ۽）

ಓのӺΏ͏ステーシϣン খ国υーム಺෦
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かけは、1970年代に遡る。当時、価格の安い外国
産の木材が国内に流入したことに伴い、小国町の
ブランド杉の「小国杉」も価格が下落した。こう
した状況を改善すべく小国町では、小国杉の「地
産地消」をテーマとしたまちづくりの提唱・実践
を始めた。

具体的な取組として、小国杉を使用したユニー
クなデザイン建築があげられる。道の駅として利
用される「ゆうステーション」やスポーツや音楽
イベント等に利用される「小国ドーム」、研修宿
泊施設の「木魂館」の大型木造建築群がこの時期
に建築された。これらの建物は約30年たった現在
も活用され、町民の生活の中に溶け込み、他地域
との人材交流の場としても役立っている。

その後、小国杉の利用をテーマとした「地産地
消型のまちづくり」は環境分野まで波及し、「環境
をテーマとしたまちづくり」へと広がっていく。

平成25年度には、温室効果ガスの大幅削減など
高い目標を掲げ、先駆的な取組にチャレンジする
都市として、国から環境モデル都市に選定され
た。小国町はこれを契機として再生可能エネルギ
ーに着目し、地域内での電力自給を目的とした太
陽光・風力発電施設の設置、EV充電ステーショ
ンの整備など低炭素社会の実現に向けた取組を推
進していった。

また、環境モデル都市の主たる取組として以下

3 つの具体策を実施している。

・「木の駅プロジェクト」
・「新電力会社設立」
・「子どもたちへの環境教育」

この中でも特に地域内の経済循環が成功した事
例として「木の駅プロジェクト」に注目が集まった。

木の駅プロジェクトは、間伐材（間引きされた
木）などの林地残材といったこれまで有効活用さ
れていなかった森林資源を、山地所有者や森林ボ
ランティアが「木の駅」に出荷し、対価として町
内で使用可能な地域通貨を受け取るという仕組み
である。集めた森林資源は、木質バイオマスボイ
ラーの薪燃料として使用される。
「軽トラとチェンソーで晩酌を」を合言葉に始

まった本取組は、今まで無価値であったものに新
たな価値を見出すことで、地域経済の循環や重油
使用量の減少によるCO2排出削減による環境保全
に寄与している。

このように小国町は、SDGsの概念が発現する
前から環境、社会、経済の側面にアプローチする
取組を行ってきた歴史がある。

2015年の国連サミットでSDGsの概念が確立・
認知された後、小国町においても前述した取組に
SDGsの視点を取り入れ、2030年のあるべき姿を

໦のӺプϩδΣクト
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「地域資源（地熱と森林）を活かした循環型の社
会と産業を創出し将来にわたって持続可能な町」
として、更なる環境・社会・経済の三側面の好循
環を目指している。

（3） 取組内容
఺の੔උڌɾަྲྀڀݚ①

小国町はSDGs推進・実装の核となる拠点づく
りとして、廃校だった「旧西里小学校」の整備を
進めている。この経緯には、これまでの小国町の
再生エネルギー開発が関係している。もともと小
国町は、地熱発電のほか、太陽・水力・風力発電
やチップボイラー等の豊富なエネルギー資源関連
施設があるものの、それぞれを民間企業が管理し
ており、単独の事業として完結していた。

そこで、これら点在していたエネルギーの情報
を結集し「地熱と森林資源活用に関する調査・研
究」「産学官民との対話と交流」「SDGs推進のた
めの人材育成と交流」を目的として整備すること
にしたのである。

ここを拠点として、「町内が一体となった低炭
素行動の実現」という「環境」の課題、「交流人
口の拡大、地域内コミュニティの維持」という

「社会」の課題、「地域資源の利活用」という「経
済」の課題の三側面の課題解決を目指している。

なお、この事業は国のSDGsモデル事業にも選
定されている。

②஍೤ൃి
小国町は、「杖立温泉」や「わいた温泉郷」と

いった豊富な温泉のみならず、蒸気・熱水といっ
た地熱資源を有している。特に、小国町における
地熱資源は全国でも有数の賦存量があるものと推
定されており、これを民間会社が発電に利用して
いる。

地熱による発電方法は主に、フラッシュ発電と
バイナリ発電（※）の 2 種類に分類されるが、小
国町では両方での発電が行われている。

特にフラッシュ発電で得られる発電量は、一般
的な家庭 1 日の電力使用量である約 9 kWhの約
220戸分である2,000kWhにもなり、これは、小国
町全域をカバーできるほどの電力量である。

一方で、発電した電力を町内一般家庭向けに融
通する仕組みがまだ整っておらず、現状では、民
間電力会社に売電している状況である。今後は、
小国町が地元企業等と共同で設立した新電力会社
と協働し、電力を安価な値段で住民に提供できる
仕組みの構築を目指すこととしている。

これにより、化石燃料購入等による町外への流
出コストを最小限にすることができ、地域内経済
循環を活発化させることが期待されている。
※　フラッシュ発電：主に200℃以上の高温地熱流体で
の発電に適しており、地熱流体中の蒸気で直接タービン
を回し発電する方法　バイナリ発電：水よりも沸点の低
い二次媒体を使用するもので、より低温の地熱流体での
発電に適しており、地熱流体で温められた二次媒体の蒸
気でタービンを回して発電する方法

③஍೤にΑる໦סࡐ૩ࢪ設
木材を建築用資材として利用するためには、水

分の蒸発による変形を防ぐために乾燥させる必要
がある。この工程は重油や灯油といった化石燃料
を使用することが一般的であるが、小国町では

「地熱の蒸気」を利用して乾燥させている。この
方法で乾燥させる場合、CO2の排出が少なく低炭
素に寄与するほか、地熱蒸気の効果により木材の
艶や香りも良くなるなど、品質向上にも役立って
いる。小国杉が小国町のブランド木材として広くڌྲྀަڀݚ఺として整උを行ったچ੢ཬখֶߍ
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建築資材に利用されている理由の一つはこうした
取組によるものかもしれない。伐採から乾燥、さ
らに出荷までを町内で完結させているこの取組
は、全国的にも類を見ないものである。

このようにしてできる町産木材は、町内14棟の
木材乾燥施設がほぼ毎日稼働しているにもかかわ
らず、供給が追いつかなくなるほど好評であり、
増産に向けて施設の増改築を検討している。

ᶆ௿୸ૉͳίミϡχテΟަ௨システム
小国町は山間部に位置し約78％が山林であるこ

とから、生活する上で交通手段の確保が必要不可
欠であるが、町内では車の運転が心配な高齢者が
増加している。このため、小国町ではEV車の乗
合タクシーを導入するなど、高齢者をはじめ、町
民が生活の手段を失わないようにしている。

しかし課題もある。例えば、町民は車で熊本市
街まで出かけることが多いが、この場合、EV車
だと電力が足りなくなってしまうとのことであ
る。このようなEV車特有の課題に加えて、乗合
タクシーのため、予約の期日の制限があることや
待ち時間が長いなど、町民にとって不都合な点も

多い。
こうした現状を踏

まえ、今後は町を循
環する「グリーンモ
ビリティバス」（CO2

排出が抑えられるバ
ス）の導入を検討し
ており、そのための
実証実験を行う予定
である。

地域で運営するコ
ミュニティ交通シス
テムの構築により、
住民生活の質の向上
や観光者の移動手段の確保、さらにはCO2の削減
が期待できる。

ᶇਓࡐҭ੒
小国町は北里柴三郎博士が残した「学習と交流」

という精神を柱として人材育成に力を入れてきた。
小国杉の地産地消によるまちづくりで建設され

た木魂館が研修宿泊施設として利用され、県内外

14౩͋る໦材ס૩ࢪઃ

૩中の໦材ס
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から毎年多くの学生や研修生を受け入れてきたこ
とは、「学習と交流」という精神が具現化されて
きた証拠である。

それに加え、SDGsの考え方を普及する取組と
して、平成30年度から小国小学校・中学校で
SDGsについて学ぶ特別授業を複数回実施し、小
国町におけるSDGsの取組について児童生徒自身
が考える機会を提供している。

また、平成31年には「第 1回おぐにの自然・暮
らし・お財布（SDGs）のことを考えるフォーラ
ム」を開催した。フォーラムには小国中学校の生
徒や町民ら約400人が参加し、SDGsについて有識
者等による特別講義やワークショップを実施した。

このような小国町でのSDGs教育は地元紙にも
連載企画として取り上げられ、熊本県内でも注目
度が非常に高まっている。

今後は、上記フォーラムのほか、参加者を企業
や個人事業者などに限定した勉強会の開催を検討
している。例えば、観光・旅館業向け、商店、学
校のように、小規模な分野別の勉強会を開催する

ことで、より参加者の業種や業態に沿った具体的
なSDGsの取組につながる学びが可能となる。

（4） 課題と今後の展望
地熱発電は、井戸を掘削して出る蒸気によって

発電するが、この井戸は掘削のみで通常約10億円
もの経費がかかる。また、かなり高精度で慎重な
調査をしたとしても蒸気が確実に出る確証はな
く、ほんの少しでも掘削場所を誤ると蒸気が出な
いこともあり得るため、容易に掘削に取り掛かる
ことができない。また、地熱資源の乱開発によ
り、既存の温泉水量が減ってしまう等、影響も懸
念されている。

このため、地域住民による発電事業者である
「わいた会」のほか、地熱開発に関わるステーク
ホルダーらと協議会を設置し、乱開発をせず責任
を持った開発を促す目的で「小国町地熱資源活用
協議会に係る協定」を令和 2 年 8 月に締結した。

人口が7,000人を割り込み、地域コミュニティ

ୈ 1 ճ͓͙にのࣗવ・฻らし・͓ࡒ布（SDGs）のことを͑ߟるϑΥーϥム
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（5） おわりに
SDGsと聞くと、一般的に大企業や大都市で実

施されるものというイメージが強いのではないだ
ろうか。小国町でも当初は、小さな町でSDGsの
実践は難しいと認識していたが、有識者等から

「小さい町でもSDGsの実践はできる。もし小国町
で実践できたら他の地域でも取り組む団体が増え
るかもしれない」とアドバイスを受けたことをき
っかけとして「小さな町でこそ取り組むべき」と
認識を改めていった。その結果、国からSDGs未
来都市に選定されるまでになった。

認識を変えることでSDGsを実践できた小国町
の例は、SDGsの施策はどの自治体であっても実
施可能であることを証明している。

小国町は「まちづくり」「環境」「SDGs」とその
時代によって言葉は異なるものの、地域の強みを
活かし、その時代で直面した課題の解決を目指し
てきた町である。これは、必ずしも森林や地熱とい
った資源が豊富であったからだけではないだろう。
「国小なりといえども青山四方を巡りて住吉の

国」は小国町の名前の由来となったと言われる伝
説の一説である。由来のとおり「住みよし町」と
するため、地域の課題について自分事として取り
組む小国町の姿勢に学ぶべき点は多いと考える。

の崩壊や地域産業の空洞化が懸念されている中、
実際に消防団員不足や、仕事の担い手不足など、
様々な悪影響が表われ始めている。

小国町ではこの状況を打破するべく、移住定住
支援のほか、関係人口・交流人口の増加を目指
し、環境省が実施する地域循環共生圏（地域の活
力を最大限に発揮する構想）の考え方を取り入れ
た課題解決に向けた取組の実施を計画している。

小国町はSDGs未来都市に選定されたことで、
森林・地熱協議会等や地元金融機関など、様々な
ステークホルダーと連携協定を締結する機会が増
加し、良い影響が表れ始めている。

例えば、金融機関との連携は「実際に経済が動
くことを強く実感させる出来事だった」とのこと
である。

現在、金融機関との連携をもとに、民間企業が
小国町とSDGsに関するパートナーシップを結ん
だ場合、当該企業が金融機関からの融資を優先し
て受けられるようにするなど「企業が融資を受け
やすくするための仕組み」の導入を進めている。

このように、企業への融資ハードルを下げるこ
とで、SDGsに関する取組を行う企業数の増加が
期待できるほか、町内における雇用拡大、ひいて
は人口増加も期待できるのではないかと考える。

●人　口：6,577人（令和 2 年 5 月 1 日現在）
●面　積：136.94㎢
●連絡先：۽本県খ国町政策課企画係

TEL　0967︲46︲2118

町地域の概要ࠃຊ県খ۽

〈執筆者〉�地域活性化センター�企画グループ�
（県から派遣ۄ࡛）�༔༎ాݪ
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（1） はじめに
大崎町は、鹿児島空港から車で約 1 時間、九州

最南端である鹿児島県の大隅半島の東南部に位置
している。

志布志湾に面する南部、広大な農地が広がる中
部、山林が広がる北部で構成された総面積100.67
平方キロメートル、人口約13,000人の町である。

この地域は豊かな水産物に恵まれている上、北
部にかけて広大な大地が広がり、温暖な気候を生
かした良質な農畜産物が育まれる。海の幸と陸の
幸を楽しめる大崎町は、鶏肉やパッションフルー
ツ、うなぎの生産量が日本一の町で、食料自給率
も400％を誇っている。

大崎町では、27品目のごみの分別を徹底化した
『大崎システム』により、ごみのリサイクル率が
80％を超え、平成18年度から12年連続日本一を
達成した。

平成30年には、第 2 回ジャパンSDGsアワード
内閣官房長官賞を受賞し、令和元年にはSDGs未
来都市自治体モデル事業にも選定されるなど、国
内外からも注目されている。

豊富な農畜産物を返礼品としたふるさと納税は、
行政の熱心な広報と、リサイクル率日本一による
知名度上昇とが相まって、平成27年度ふるさと納
税寄付額実績町村部門で全国1 位を記録した。

（2） 取組のきっかけ
大崎町の取組は今でこそ、国内外から注目され

ているが、その背景には深刻な問題があった。
大崎町にはごみ焼却施設がなく、町内で出たご

みは、平成 2 年から大崎町と隣接市である志布志
市と共同で建設・運営している埋立処分場に埋め
立てるしかなかった。そして、ごみの量が計画段

事例紹介12

鹿児島県大崎町では「住民参加による低コストかつ持続可能な資源循環型の廃棄物処理
システムを『大崎システム』と呼ぶ。このシステムにより、残余年数の期限が迫っていた
埋立処分場の延命化を実現した。

本稿では、住民・企業・行政の協働による、徹底したごみの分別から成り立つ『大崎シ
ステム』の実績や経験とともに、多様なステークホルダーとのパートナーシップを構築
し、『大崎システム』の国際展開と人材育成を中心とした「SDGs型リサイクル地域経営」
の発展的取組を紹介する。

「大崎システム」による
住民・企業・行政の3者連携の取組
～世界標準、大崎に向けて～

（鹿児島県大崎町）
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階よりも大幅に増加し、数年後には処分場が満杯
になることが見込まれるという問題が、この取組
の背景にあった。

この解決にあたって、 3 つの方法を検討した。
1 つ目は、焼却炉の建設である。焼却炉の建設

費は国の補助金により半分程度を補うことが可能
だったため、他の自治体では焼却炉の建設が主流
となっていた。当時の大崎町のごみ処理にかかる
コストは約 9 千万円で、焼却炉の建設後の維持費
には年間約 1 億 5 千万円から 2 億円かかり、維持
費だけで約 2 倍以上の経費が必要になることか
ら、焼却炉建設は断念した。

2 つ目の検討は、新たな埋立処分場の建設であ
る。

当時の埋立処分場は、生ごみなどの有機物から
発生する悪臭や、ハエやカラスが異常発生する

「迷惑施設」だった。そのため、周辺住民の理解
は得られず、新しい土地を探すにも反対運動が起
きることが予想され、新たな埋立処分場の建設に
ついても断念した。

そして最終的に選択したのは、既存の埋立処分
場の延命化である。

平成 9 年の容器包装リサイクル法が本格施行さ

れ、缶・ビン・ペットボトルの 3 品目分別の開始
による埋立ごみ量の減少をきっかけに、大崎町は
これまでのごみ処理方法を大きく見直した。埋め
立て処分から、徹底した分別収集を行うことで、
最終埋立処分地へのごみの量を削減させ、埋立処
分場の延命と存続利用を図ることとなった。

埋立処分場を延命化するためには、多品目にわ
たるごみの徹底した分別収集が求められ、それに
は住民の協力が不可欠である。大崎町は、抱える
課題・問題をありのままに集落へ伝え、住民に現
状を理解してもらうとともに、税金投与による財
政負担の問題や将来の子供たちへ何を残すべきか
をじっくりと話し合った。

説明会には、一人でも多くの住民に参加しても
らうため、役場側から日時を指定するのではなく、
住民側の予定を聞きながら進め、各集落の住民へ
の説明は集落のリーダーが行い、「説得」ではなく

「納得」してもらえるような丁寧な対応を心掛け
た。約150の集落ごとに3回ずつ、のべ約450回の
説明会を実施したが、ごみの分別収集を始めるに
あたって、『ごみ処分の問題は、他人事ではなく自
分事である』という当事者意識を全住民に持って
もらいたかったという思いによるものである。

清掃センターへの埋立処分量（t）　大崎町＋志布志市
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こうして、自らの役割を認識し目的を共有した
結果、住民の理解へとつながり、平成12年から
16品目の分別収集が始まった。

（3） 取 組内容とその成果
①「混ぜればゴミ分ければ資源」

大崎システムでは、「混ぜればゴミ分ければ資
源」の考え方を地域住民に浸透させるとともに、
27品目の分別を徹底し、リサイクルを行う。この
仕組みは、住民・企業・行政の協働により成り立
っている。

行政は、収集したゴミの出口（最終処分先）の
確保や、ゴミ回収日・回収時間・回収場所・ごみ
収集ルートの決定、ごみ収集所でごみ分別指導に
あたる地域リーダーの研修、現状を認識してもら
う環境学習会の開催などの役割を担っている。リ
ーダー研修では、処分場の埋立状況を実際に見て
もらうことで、課題を共有している。

企業は、行政の委託を受けてごみを回収し、厳
重に検査を行って綺麗な状態にして、資源として
ごみを出荷する。

住民は、家庭・事業所で出たごみを綺麗にし、
分別した上で、そのごみをステーションと呼ばれ
る回収場所に出すが、大崎町では、「ごみ分別」
が分かりやすく行えるよう「衛生自治会」を組織

化している。
集落のごみステーションを利用する人は必ず衛

生自治会に加入しなければならない。
集落ごとの月 1 回の資源ごみ回収日には、各衛

生自治会の当番者が住民のゴミ捨てに立ち合い、
分別の指導や支援を行うが、そこでは高齢者や定
住外国人とコミュニケーションをとる機会とな
り、多文化共生のコミュニティづくりという相乗
効果が生まれている。

このような大崎町衛生自治会の取組は、環境面
の貢献が認められ、平成27年度循環型社会形成推
進功労者表彰で環境大臣賞を受賞した。

②資源を活かした完全循環スタイル
大崎町では、ごみの回収段階から「そおリサイ

クルセンター」に業務委託し、できるだけごみの
発生を抑え、出たごみはリサイクルすることで再
び資源に戻す地域循環型社会を目指している。

同社の大崎有機工場では、家庭から出るごみの
約 6 割を占める生ごみと草木の堆肥化を行ってい
る。この工場が出来るまでは、町内で発生した生
ごみは全て埋め立て処分を行っていたが、埋め立
て処分場の延命化を目的に平成13年度から町内の
全世帯及び事業所を対象として、生ごみの分別収
集を開始した。

生ごみを堆肥にするには、まず生ごみと裁断・

大崎システム
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粉砕した草木を混ぜ、その分解に土着菌を利用す
る。土着菌の働きを活性化するためには空気と
水、有機物が必要である。必要に応じてそれらが
混ざり合うように撹拌し、土着菌が活性化するこ
とで、湯気が出るほどの高温（約90度前後）とな
り分解が促進される。その過程で、有機物に含ま
れる草木の種子や虫卵が死滅することになり、そ
れが良質な堆肥づくりの重要なポイントとなる。

また、臭いを抑える工夫として、近くの山で採取
したよもぎから抽出した乳酸菌を加え、ごみ収集場
に設置しているごみ箱には木屑を入れたりしてい
る。発生した汚水は、バキュームカーで吸い取り、
土着菌の活性化に必要な水分と有機物として再利
用し、自然の資源を余すことなく循環させている。

幾度の行程を重ねて完成した有機堆肥は「おか
えり環ちゃん」と名付けられ販売される。この堆
肥を使用して栽培した菜の花を、菜種油として商
品化し、料理に使った後の廃食油は軽油代替燃料
などに再資源化するといった地域内での循環を目
指す『菜の花エコプロジェクト』に住民とともに

取り組んでいる。この堆肥から作られた同町特産
の菜種油「ヤッタネ！菜ッタネ！」は、農林水産
省「フード・アクション・ニッポン・アワード
2015」にて商品部門最優秀賞を受賞し、大崎町
の知名度はさらに向上した。

③大崎システムが生み出した、三側面の目に見
える効果
埋立処分場の耐用年数は建設当初15年と言われ

ていたが、搬送されるゴミの量が大幅に削減された
ことにより、35年～45年の存続利用が可能となった。

ごみリサイクル率は全国平均で20％程度だが、
大崎町では83.1％（平成30年度実績）を記録し、
平成18年度から平成29年度まで12年連続日本一
を達成している。

大崎システムがもたらしたのはごみの減量とい
う環境面だけではない。

経済面の効果として、1 人当たりのゴミ処理経
費が全国平均の約64％となり、年間7,700万円もの
行政コストを削減している。また、資源ごみは分
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別や洗浄具合によってランクがあり買取及び処理
金額が変動するが、大崎町のリサイクルセンター
では徹底したごみ分別を行うことにより全て最上
級のＡランクとなって、資源ごみだけでリサイクル
開始以来、1 億 4千数百万円の売却益を得ている。

大崎システムによって削減された行政コストや
リサイクルによる売却益は、地域の自治衛生自治
会に活動費として還元している。また、大崎町と
鹿児島相互信用金庫、慶應義塾大学SFC研究所
が、「大崎町リサイクル未来創生プログラムの共
同開発に関する連携協定」を締結している。この
連携協定により、子どもたちが世界各地で活躍
し、将来的には大崎町に戻り、更に活躍すること
を支援する「大崎町リサイクル奨学パッケージ」
という奨学金制度にも売却益が活用されている。

さらに、「そおリサイクルセンター」では近隣
自治体も合わせて10万人分の資源ごみを取り扱
い、40人程度の雇用も生まれている。

（4） 課題と今後の展望
①高齢化社会で増加する「使用済紙おむつ」

埋め立てごみの約3 割が使用済紙おむつとなっ
ており、高齢化の進展により、さらに増加していく
ことが想定され、今後の重要な課題となっている。

その課題を解決するため、大崎町と志布志市は
企業などと連携して、パルプを取り出しリサイク
ルできるおむつの開発などの研究に取り組んでい
る。既に紙おむつの分別・回収の実証事業はスタ
ートしており、令和 3 年度の本格導入に向けて調

大崎リサイクルシステムのメリット（ 1 人当たりのゴミ処理経費の削減）
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業を展開している。特に循環型の地域づくりの拠
点として、「国際しごと・人材育成センター（仮
称）」というハード面の整備に併せて、循環を生
み出す様々な取組を推進する事業体である「大崎
町SDGs推進協議会（仮称）」の設立に向けた体制
の構築など、ソフト面の整備が進められている。
さらに、官民連携プラットフォームを通じた企業
との連携や企業版ふるさと納税、ESG投資など、
民間投資の活用によるSDGsの推進に向けた関係
づくりを積極的に推進している。

（5） おわりに
大崎町では、数年後に処分場でごみを処理しき

れないという厳しい現実を前に、一見、不可能と
も思われた品目数の徹底したごみ分別を、住民の
理解を得て実現を果たした。

ここには、町の抱える課題等を包み隠すことな
く住民と共有し、納得に向けて話し合った功績が
大きく、多様なステークホルダーと連携していく
ためのヒントがあるのではないだろうか。

大崎町の取組は、地方の小さな町で実施された
コミュニティ・ソリューション（コミュニティに
よる問題解決）を対外的に発信し、普及させるこ
とのできた事例であろう。

整を行っている。

②海外への技術移転
焼却炉がなく埋立処分場のひっ迫している点で

大崎町と類似しているインドネシアへのリサイク
ル技術協力を行っている。たとえば、インドネシ
アで最もごみの環境がひどいとされていたデポッ
ク市では、廃棄物の減量化及び環境教育を支援す
る「草の根技術協力事業」を平成24年から3 年間
行った。また、平成27年から28年にはバリ州にも
技術協力を行っている。この20年間にリサイクル
事業で得たノウハウを輸出し、彼らとともにインド
ネシア国内の廃棄物問題の解決に取り組んでいる。

③リサイクルの町から世界の未来をつくる町へ　
～ SDGs推進協議会の設立～
大崎町は、2030年のあるべき姿の総論として、

「世界の人口一万人地域で応用可能な循環型地域
経営モデル」の確立を掲げ、次の 3 つの柱を打ち
出している。

・持続可能な資源循環活用
・自ら課題を解決するコミュニティの形成
・ 低コストで世界でも応用可能な住民協同型の

事業形成
これらを実現するため、平成31年度のSDGsモ

デル事業採択をきっかけに、リサイクル日本一の
町の強みを生かした地域の課題解決につながる事

●人　口：12,831人（令和元年 5 月 1 日現在）
●面　積：100.67㎢
●連絡先：鹿児島県大崎町 企画調整課 政策調整係

TEL　099︲476︲1111

鹿児島県大崎町地域の概要

〈執筆者〉�地域活性化センター�企画グループ�
佐藤�亜矢子（北海道北斗市から派遣）
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